


は じ め に

　日頃、皆さまには格別のご愛顧をいただき厚く御礼申し上げます。

　ＪＡ秋田やまもとは、情報開示を通じて経営の透明性を高めるとともに、当ＪＡに対す

るご理解を一層深めていただくために、当ＪＡの主な事業の内容や組織概要、経営の内容

などについて、利用者のためにわかりやすくまとめたディスクロージャー誌「２０２３ＪＡが

よくわかる本」を作成いたしました。

　皆さまが当ＪＡの事業を安心してご利用いただくための一助として、是非ご一読いただ

きますようお願い申し上げます。

　今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

� 令和５年７月　秋田やまもと農業協同組合

（注）本冊子は、農業協同組合法第５４条の３に基づいて作成したディスクロージャー誌です。

◇設　　　立� 平成１１年１月

◇本店所在地� 山本郡三種町鹿渡

◇出　資　金� ２３億円

◇総　資　産� ４６８億円

◇単体自己資本比率� １６．１８％

◇組 合 員 数� ７，２５９人

◇役　員　数� １８人

◇職員数（正・契約）� １１１人

◇支　店　数� １

◇営農（資材）センター数� ２

ＪＡのプロフィール
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ご あ い さ つ

　この度、第２５回通常総代会に於いて役員選任の承認をいただき、終了後の
理事会では、代表理事組合長の要職を拝命することになりました。身に余る
光栄であるとともに、この重責を痛感しております。課題は山積しておりま
すが、組合員のご理解とご支援を得ながら、職責を全うしていく所存であり
ますのでよろしくお願い申し上げます。
　さて、新型コロナウイルス感染症が５類相当になったことで行動制限がな
くなり、停滞していた経済面も活性化されると言われていますが、農業への
効果が現れるには時間がかかると思われます。更にロシアのウクライナ侵攻による肥料価格や燃料の
高騰により、生産コストが多くなっている現状を踏まえると、農業を取り巻く環境は依然厳しいもの
になっております。
　このような中、ＪＡ経営については、先の臨時総代会で決議された令和５年度の「経営の方針及び
ローリング計画」に沿って、経営の健全化を図ってまいりますが、特に意識しなければならない項目
として、経営面では「早期警戒制度と自己改革」について、農政対策では「新たな基本法見直し」と
「みどりの食料システム戦略」について、地域においては、「労働力不足による生産基盤の弱体化」
への対応があります。これらを注視し、必要なことがあれば組合員の皆様のご理解を得ながら対応し
てまいりたいと思っております。
　早期警戒制度では、持続可能な収益性と将来にわたる健全性が求められており、他の事業の利益で
赤字を常態的に補填している事業については、縮減を求められています。改善が必要となれば取り組
むべき内容を明確にしながら、自己改革工程表の見直しや、ＪＡが置かれている事業環境を整理し、
自己改革の継続及び強化を図ります。
　それから、政府は、令和６年度に農業基本法の見直しを行う予定であり論議が始まっております。
ＪＡとしては、資材高騰で生産コストが増していることから、再生産に配慮した価格形成の実現や、
水田活用の直接支払交付金の充実を求めていきます。
　また、基本法見直しの指針となる「新たな展開方向」には、環境負荷の軽減を図りながら、持続可
能な食料システムを目指すことが掲げられており、みどりの食料システム戦略を意識したものであり
ます。この戦略には、スマート農業に代表されるような、生産現場での技術革新が求められています。
２０５０年までに目指す姿と取組み方向が示されており、スマート農業等の技術革新に関連した学習機会
があれば、積極的に参加するとともに、情報の収集に努めてまいります。
　そして、労働力不足の一助となるよう開設した無料職業紹介所については、この施設を利用するこ
とで労働契約の内容が明確になり、安心して働けることを再度アピールする他、職員については、農
業について副業を認めるか検討してまいります。
　最後に、ＪＡの経営者は組合員であります。私たち役員は組合員から委任を受けて経営に当ってい
ることから、組合員の思いを実現することが役割だと考えます。そして、組合員の意見は勿論であり
ますが、地域の皆様に信頼され必要とされるＪＡを目指して、役職員一丸となって事業に取り組んで
まいりますので、今後ともご支援、ご協力をよろしくお願い申し上げます。

　　令和５年７月

秋田やまもと農業協同組合　　　　　　
� 代表理事組合長　竹　内　孝　一　
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１．経　営　理　念

　私たち「ＪＡ秋田やまもと」は、組合員と地域住民の目線に立ち、魅力ある農業と豊かな地域
社会、環境づくりに貢献します。
１．施設機能並びに相談機能を充実し、総合事業性を発揮します。
２．安心・安全な農産物の提供と、地域農業の振興を図ります。
３．「食」と「農」の連携を軸とした地域活性化と食農教育活動を展開します。
４．地域との共生を目指し、ＪＡ運営への参画を促進します。

２．経　営　方　針
　農業の高齢化・担い手不足が続く中、当ＪＡ管内の高齢化による農業経営体の減少は、担い手への
農地集積によって１経営体あたりの耕作面積増加により、生産基盤が維持されてきたが、今後はさら
なる労働力不足の深刻化や耕作放棄地の増加により農業生産基盤の弱体化が懸念される。そのため、
農地の集約化を推し進め生産性の向上、労働時間の短縮等によるコスト削減を図りながら農業収益の
改善を目指していかなければならない。
　米穀事業は、少子高齢化による米の需要減少やコロナ禍の影響は当面続くことが想定され、今後の
需要動向は依然不透明であり、令和５年産米においても取引先である米卸と情報を共有しながら需要
に応じた生産に取り組み、直接販売の有利性を発揮し生産者手取りの向上に努める。
園芸事業は、園芸畜産振興積立金を活用した複合経営の推進による農業所得向上を目指す。また、昨
年４月に開設した「無料職業紹介所」を有効に活用し、労働力不足の一助となるよう生産者支援に寄
与していく。
　経済事業は、世界的な穀物需要の増加やエネルギー価格の上昇に加え、ロシアによるウクライナ侵
攻等の影響により、化学肥料原料の国際価格が大幅に上昇し、肥料価格が急騰している状況で、農家
資材コスト削減のために土壌診断に基づく施肥の見直し提案と大口直行配送、超大型規格の普及拡大
に取り組む。石油部門は原油の高騰が続く中、今年度も八森給油所を重点ＳＳに位置づけ、内部コス
ト削減分を価格へ還元し、新規利用者の獲得に努め収支改善を図る。
　金融事業は、日銀の金融緩和継続による低金利政策の長期化や金融システムの変化により、全ての
金融機関の収益が減少している。また、ＪＡ金融事業収支は、農林中金の奨励金が減少し、より厳し
さが増している。農林中金の新システムは、開発遅延により、令和５年度から段階的に導入されるが、
早期に業務の大幅効率化や事業負荷軽減が見込めないと思われるため、ネットバンクアプリの普及拡
大による事業管理費の圧縮や各種手数料等の見直しにより収支改善を図る。また、農業経営者の高齢
化進展にともなう世代交代期のさまざまなニーズに応えるため、青年部・地域の中心農業者・農業法
人・集落営農等の相談業務を重点事業とし、専門家と共に事業継承及び安定した農業経営に注力して
サポートする。
　共済事業は、組合員の暮らしをサポートする生涯総合保障の確立を目指し、ＪＡの顔であるライフ
アドバイザー（ＬＡ）が中心となり、女性部等への出前講座を開催し、新しくなった医療共済を基本
に組合員一人ひとりの不安や疑問を解消できるよう保障提案を行う。
ＪＡ自己改革は、令和４年度から監督官庁のモニタリングによる指導制度が始まり、ＪＡには「持続

─ 2 ─



可能な収益性と将来に渡る健全性」の確保が求められている。組合員との徹底した対話を通じ「農業
者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」とした基本目標に挑戦し、総合事業と協同活動に
継続して取組む。全事業の中長期の収支シミュレーションを踏まえた戦略的な目標利益を設定し、事
業の効率化や見直し、遊休不稼働資産の解体処分等により強固な経営基盤を確立し、「不断の自己改
革」を実践する。
　新型コロナウイルス感染症対策は、緊急事態宣言が解除され、インバウンドも解禁となり、新たな
段階に入った。役職員一同、基本的な感染防止対策を継続して、皆様の信頼にお応えできるよう業務
に専心し、「地域にとってなくてはならない農協」「おらほの農協」という思いを強く感じていただけ
るＪＡ運営を目指す。
　今年度は、中期３カ年計画の２年目であり、次の重点実施事項を掲げ、具体的取り組み方策を実践
していく。

◇重　点　事　項
　⑴　農業者手取りの向上を目指す「需要に応じた米づくり」の実践
　⑵　担い手と多様な農業者への経営支援による生産基盤の強化
　⑶　農業生産額・農業所得の増大と農業政策の活用
　⑷　園芸作物等の生産振興と販売対策による複合経営の支援
　⑸　農業者の所得増大につながるコスト削減への取り組み
　⑹　より地域に貢献するＳＳづくり
　⑺　農業と地域・利用者をつなぐ金融サービスの提供
　⑻　相談業務を事業の柱とした農業・生活メインバンク機能の強化
　⑼　組合員・利用者に「寄り添い」「届け」「繋がっていく」安心と満足の提供
　⑽　持続可能な経営基盤の確立・強化へ向けた取組
　⑾　ガバナンスの強化・内部統制の向上の取組によるさらなる経営の健全性確保
　⑿　役職員の意識改革と改革を担う人材の育成
　⒀　組合員参画による組織基盤の拡充とくらしの活動の実践

◇具体的実施内容
　⑴　営　農　部
　　�　令和５年度は、令和４年産米から３ヵ年（一部単年更新型）で再締結した米卸との複数年契約
の数量確保を確実に履行するため、米卸と情報を共有しながら、米の需給状況を踏まえた５年産
米の適正生産に取り組み、直接販売の有利性を活かした「生産者手取りの向上」に努めます。

　　�　指導事業は、ウクライナ情勢やコロナ禍による生産資材の高騰や品不足に対応すべく、土壌診
断に基づいた肥料農薬の施肥・防除体系の見直しを図り、生産コストの削減に取り組みます。

　　�　園芸作物は、今年度も農業者自らが目指す営農ビジョンに対して、園芸畜産振興積立金を活用
した複合経営の推進を行います。併せて、園芸畜産振興積立金活用者の巡回強化で課題を共有し、
健全経営に向けた指導支援に取り組みます。

　　�　また、昨年４月に開設した「無料職業紹介事業」の活性化を図り、担い手の労働力確保に努め、
農地の継承、生産基盤の維持に努めていきます。

　⑵　経　済　部
　　�　農業者の所得増大につながる担い手、大口需要に対応できる「大口直行配送方式（メーカー直、
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一車単位）、担い手直送規格（超大型規格）」の普及拡大を図り、コスト削減に取り組みます。
　　�　また、増産体制に入っている堆肥事業は、農産物の品質向上を図るためにも重要であることか
ら、より多くの農業者へ堆肥を供給し、土づくりによる農業振興拡大に取り組みます。

　　�　燃料事業については、重点改革ＳＳの経営改善による経費削減分を価格へ還元し供給量増へ取
り組みます。

　⑶　信用共済部
　　�　管内は、構造的課題の少子高齢化により、組合員や利用者・農業従事者の減少が続いているほ
か、近年は異常気象による大規模自然災害が多発し、暮らしや農業経営を脅かしている。信用事
業は、昨今の低金利政策の長期化による運用益の減少や農林中金の奨励金の減少、新システム段
階的導入により事業管理費は更に増加する。共済事業は、共済付加収入の減少化により収益低下
となっている。

　　�　こうした状況下、信用事業は、個人貯金量の増加・各種手数料の見直し・ＩＴ化による業務効
率化を進めるとともに、専門家と共に相談業務を行い、付加価値のある金融機能を提供する。共
済事業は、ライフアドバイザー（ＬＡ）による相談活動を充実させ、丁寧な説明、不適切な契約
防止・罹災や入院の請求などコンプライアンスを遵守し、組合員の信頼と期待に応えられるよう
努め、「安心」と「満足」を提供いたします。

　⑷　企画総務・監査部門
　　�　管内では、高齢化と人口減少が進んでおり、農業だけではなく、地域の将来が危ぶまれる状況
にあります。加えてコロナ禍を契機とした価値観・行動様式の変容、持続可能な社会への対応等、
社会環境が大きく変化し、また早期警戒制度により中長期の収支改善が求められています。

　　�　こうした中、農家・組合員から必要とされるＪＡとして役割を発揮していくため、時代の潮流
をＪＡの組織風土・文化を変える契機と捉え、不断の改革を推し進めながら、持続可能な経営基
盤を確立していきます。

３．経営管理体制
◇経営執行体制
　当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される「総代会」の決
定事項を踏まえ、推薦会議において推薦された理事候補者について、総代会において無記名投票で選
任された理事により構成される「理事会」が業務執行を行っています。また、総代会で同じく選任さ
れた監事が理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。
　組合の業務を公正かつ効率的に遂行するため、学識経験理事（実務に相当の経験を有するもの）を
登用するとともに、組合員各層の意思を適確に反映していくため、青年部理事、女性理事を登用して
おります。また、信用事業については専任担当の理事を置くとともに、農業協同組合法第３０条に規定
する常勤監事及び員外監事を設置し、ガバナンスの強化を図っています。
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４．事業の概況（令和４年度）
　令和４年度の国内外の情勢は、コロナ禍の継続、ウクライナ危機、記録的な円安などの出来事が同
時発生し、食料品や電気料金、原油など値上げが国民の生活を直撃し、ＪＡグループには、国産農畜
産物を安定的に供給できる持続可能な地域農業の確立や「適正な価格転嫁の実現」「生産性の向上」
の構築が求められています。
　また、本年度からＪＡに適用された早期警戒制度は、総合事業継続に欠かすことができない要件と
なり、当ＪＡも１１月末の仮決算を基準とした収支改善策について、行政とのヒヤリングが行われまし
た。
　こうした中、当ＪＡの財務状況は、自己資本の増強と不良債権処理に取り組んだ結果、自己資本比
率は１６．１８％（前年比０．４４％増）、不良債権比率２．７１％（前年比０．７３％減）となりました。
　米の集荷販売については、春先の低温の影響により茎数が平年の７割程度で推移し、８月１０日の集
中豪雨による冠水被害や線状降水帯の影響等で曇雨天が続き、日照時間が極端に少ない８月となりま
した。９月に入ってからは一転して晴天が続き、平年より高温・多照で降水量が少なく登熟不良とな
り、くず米が多く作況指数９４の不良、集荷数量は前年産から約４２，０００俵減少となりました。販売に関
しては、米卸との３年の複数年契約を再締結し、全量販売を終了しております。
　園芸作物は、新型コロナウイルス感染症の影響は徐々に緩和されてきているものの、春先の天候不
順によって多くの品目で収穫量が減少し、販売計画を下回りました。
　園芸畜産振興積立金の今年度の活用状況は、ネギ２件、花卉１件、畜産１件が活用し販売額３３百万
円の増額を目標に取り組んでいます。
　また、原油価格の高騰や円安の影響等に伴い、生産資材の価格が高騰していることや米の不作によ
る減収に伴う当ＪＡ独自緊急支援として、稲作農家の営農継続を支援するため、昨年同様、次年産水
稲種子購入費の半額３６百万円の支払いを４月末に行いました。
　以上の結果、収支状況は、事業利益１億１０百万円、経常利益１億７３百万円を挙げ、園芸畜産振興積
立金による助成８百万円、旧ふれあい課事業所等の事業廃止・北部営農センターの二期連続事業利益
赤字による減損損失処理５１百万円を行った結果、当期剰余金６８百万円、当期未処分剰余金１億４７百万
円となりましたことは、厳しい事業環境の中、組合員の結集、地域の利用者のご理解とご協力の賜物
と、心よりお礼を申し上げます。
　令和５年度は中期３ヵ年計画の２ヵ年目であり、総合事業体として後継者等、次世代の状況を点検
し、事業承継などの相談・支援を行い「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」の実
現に向け、役職員一丸となり、全力で取り組む所存であります。
　⑴　信 用 事 業
　　�　貯金は、４１，８１３，５４６千円の実績で、計画比１９５，４５４千円減（計画対比９９．５％，前年比２２２，８６１千
円増１００．５％）の計画未達成となった。

　　�　当座性貯金は、年金の歩留まりやコロナ禍での外出制限、高齢化による定期貯金からの流動等
により、計画比６６４，２３７千円増（計画対比１０２．８％，前年比７３３，１５５千円増１０３．２％）となったが、
定期性貯金は、生活費として当座性貯金への移行や相続贈与等により他行等に流出し、計画比
８５９，６９１千円減（計画対比９５．４％，前年比５１０，２９４千円減９７．２％）となった。

　　�　貸出金は、６，８３１，６７５千円の実績で，計画比３４，６７５千円増（計画対比１００．５％、前年比２９，５１６千
円増１００．４％）の計画達成となった。農業資金は、農業近代化資金等への保証料全額助成により、
残高を増加させたほか、住宅資金も計画以上となったが、新型コロナウイルス感染症や半導体不
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足の影響でマイカーローンが影響を受けた。
　　�　不良債権は、回収方針及び回収本部を通した指示により管理され、初期延滞解消や、不良債権
の回収に努めた結果、個別引当金は１７１，３３９千円となり、前年比１９，６６５千円減（前年対比８９．７％，
計画比８，４９８千円減９５．３％）の結果となった。

　　�　今後も引き続き、債権回収本部を中心とした本支店間及び経済部門との連携により、管理回収
に努めていく。

　　�　預金残高は、２７，５５５，７６８千円の実績で、直接販売米代金や年金振込額増加等により前年比
１９，２７６千円増（前年対比１００．１％）となった。

　　�　有価証券は、３，６６７，０４１千円の実績で、前年比４４６，４２７千円増（前年対比１１３．９％）となった。
農林中央金庫の預金奨励利回りの低下をカバーする為、国債・地方債を６億円購入し、利息配当
による信用事業計画における収支確保に努めた。

　⑵　共 済 事 業
　　�　推進総合目標は、４９８万２００ポイントの目標に対し、４８７万４，８００ポイントの実績で、目標比
１０万５，４００ポイント減（達成率９７．８％、前年比９１．３％）となり、推進総合目標は未達成となった。

　　�　一般職員による情報支援活動（ＬＡ支援）では、１３９名の情報提供シートにより３５５，５１３ポイン
トのＬＡ支援を図った。ＬＡは、１２名中５名の個人目標達成にとどまった。また、全共連秋田県
本部による表彰は、優績ＬＡとして２名、部門賞４部門に２名が該当となった。

　　�　自賠責共済は、高齢化による廃車等が目立つ中、管理者による共済代理店巡回や協議会の開催
などで協力依頼した結果、計画６，１９５台に対し、６，４５１台の実績となり、計画比２５６台増（計画対
比１０４．１％、前年比１４１台増１０２．２％）で計画達成した。

　　�　自動車共済は、高齢者の免許証返納にともなう廃車等で、既契約の不継続・解約、低廉な掛金
の外資系損保への流出により、計画９，９２５台に対し、９，６８３台の実績となり、計画比２４２台減（計
画対比９７．５％、前年比３４台増１００．３％）の計画未達成となった。

　⑶　営農指導・経営支援事業
　　�　令和４年度は、これまでと同様に政府が求める「需要に応じた米づくり」を確実に実践するた
め、米卸と再締結した複数年契約の数量確保を最重要課題と位置づけ、また、取引先が求める品
種への作付誘導にも取り組み、直接販売の有利性を十分に発揮して「農業者所得の向上」に努め
た。

　　�　しかしながら、４年産米は度重なる天候不順によって、作況指数９４の「不良」となり、米集荷
実績は計画対比で９６．３％（前年比８７．２％）、前年から４２，４４６．５俵減になる２８９，９０２．５俵の集荷実績
で終わった。一方、米価は長引くコロナ禍の需要減退から改善の兆しがみられ３年ぶりの引き上
げとなったが、上げ幅は６００円に留まり、あきたこまち１等で１１，３００円の概算金支払いとなった。

　　�　経営所得安定対策の収入減少影響緩和対策は、収量の減少により標準的収入額を下回る可能性
があるため、発動に備えて３６８人を対象に交付申請を行った。また、４年産大豆についても湿害
の影響による大幅な収量減、品質低下が見られるため交付申請を行っている。

　　�　水稲は、田植え後の低温日照不足による活着の遅れ、初期生育の停滞、さらには６月上旬の日
照不足では分げつが抑制された。７月５日時点の調査による茎数は平年の７割ほどとかなり少な
くなった。さらに、８月の記録的な大雨、日照不足による登熟不良、９月には一転、高温多照で
急激に土壌水分が低下した。結果、未熟粒の増加や登熟歩合の低下につながり、草丈の伸長によ
る倒伏した圃場も一部で見られ、大幅な収量減、１等米比率の低下、屑米の大量発生となった。

　　�　大豆は、播種作業当初は好天に恵まれ、発芽揃いも良好で病害虫の発生も無い状況であったが、
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８月の大雨で圃場の多くが冠水、停滞水となり湿害の被害を受けた。また、主茎長が短くなり刈
取りロスの多発や小粒化が減収の要因となった。さらに、収穫期の長雨で成熟が遅れ、青株が多
く発生し適期収穫が困難となり未熟粒やシワ粒が多発し品質低下、落等の大きな原因となった。

　⑷　販 売 事 業
　　�　４年産米（主食用米）の集荷数量は天候不順により作況指数９４の「不良」となり大幅な収量
減、品質低下となった。計画２８２，２１５．０俵に対し２７２，１８６．０俵（倉庫１９３，２２３．５俵、カントリー
７８，９６２．５俵）９６．４％の集荷実績（前年度３１７，６４５．０俵）となった。あわせて１等米比率も７６．４％
と過去５年間平均（９３．５％）を大きく下回った。

　　�　概算金は、コロナ禍の需要減退から前向きな経済活動の取り組みで消費に改善が見られたこと
や作況による秋田県産米の品薄感から主力の「あきたこまち」は１１，３００円（１等）と昨年より
６００円値上げとなった。非主食用米（加工用米・備蓄米等）は、備蓄米を落札できたことから非
主食用米全体で１７，７１６．５俵の集荷実績（前年度１４，７０４．０俵）となったが、不作による作況調整が
発生し最終的に１，０６８．５俵の減となった。

　　�　大豆は、８月の度重なる大雨で多くの圃場が浸水または冠水し、なかには長時間排水できない
圃場があり、湿害による水分ストレスで生育が抑制され、収量減少、未熟粒・しわ粒の発生によ
る品質低下が多く見られた。集荷数量は、計画１６，５００．０俵に対して１２，１４３．０俵（計画比７３．５％、
前年比６０．６％）と計画並びに前年を大きく下回る実績となった。

　　�　野菜は、天候不順の影響により総じて減収となった。ネギは今年度も園芸畜産振興積立金を
活用した面積拡大を図り３億円の販売額を目指したが、病害虫の大発生により収量品質ともに
低下、単価も全国的な作付け拡大で不安定となり２０８，６３５千円（計画比１０１，３００千円減、前年比２，
４０２千円増）で終了した。ミニトマトは、高温多湿や日照不足で収量は減少（計画比６６．２％）し
たが、単価には恵まれて９７，２３４千円（計画比３９，９９１千円減、前年比１２，０９０千円減）、キャベツは
１８，９８０千円（計画比７，４７０千円減、前年比９，１１８千円減）、枝豆は１０，２６１千円（計画比６，７８８千円減、
前年比４，１２３千円減）となった。一方で、計画を達成できた品目は、メロンが全国的な生産量減
少で高単価が維持され３８，０４０千円（計画比１５，１９２千円増、前年比９，１２６千円増）、みょうがも同様
に２３，４５７千円（計画比１，９７７千円増、前年比２１千円増）、そら豆は順調な生育もあり計画を上回る
生産量（計画比１２３．４％）で６，７５５千円（計画比８１６千円増、前年比３６８千円減）となった。野菜全
般では、４４４，８７４千円（計画比１４３，６７５千円減、前年比３３，９３１千円減）と一般野菜が苦戦したこと
により結果は厳しいものとなった。

　　�　買取品のじゅんさいは、生産者の高齢化や摘み手不足に加え、沼の老朽化や虫害被害が長引い
たことで出荷量は前年をさらに下回り、集荷計画４０．０ｔに対して実績２１．４ｔ（計画比５３．５％、前
年比６３．３％）であった。販売先には国産じゅんさいの希少性を訴え、販売単価の値上げを重ねて
要請した。販売実績は３５，２４８千円（計画比１３，３４３千円減、前年比１２，５５９千円減）であった。

　　�　花卉は、夏場の栽培縮小で出荷量は減少したが、需要の回復もあり高単価を維持し１８，８６９千円
（計画比６，３６９千円増、前年比３，３７１千円増）で計画を達成した。

　　�　菌床しいたけは、生産者による通年栽培の見直しや生産規模・方法の変更に伴って菌床の
取扱数が大幅に減少した。併せて、販売単価の低迷が長引いたことから６９４，７５１千円（計画比
１０７，０６９千円減、前年比７９，８７１千円減）となった。

　　�　畜産物の生乳は、夏場の暑熱対策の効果で計画を上回る搾乳量（１１４．６％）を確保し３８８，２９４千
円（計画比５２，４４８千円増、前年比２３，６０５千円増）と優秀な結果であった。比内地鶏も、歩留まり
と肉付きがよく高単価で推移し５７，４９７千円（計画比１０，１６０千円増、前年比３，００４千円増）となっ
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た。畜産物全体では、４７２，４７９千円（計画比６５，５７５千円増、前年比２２，９６４千円増）と奮闘した。
　　�　農畜産物全体では、近年の気象変動に対応する栽培管理の難化や労働力不足等が影響した結果、
計画比１９４，１１８千円減（８９．６％）、前年実績１００，８４０千円減（９４．３％）の１，６７３，０７８千円の取扱高で
終了した。

　⑸　利 用 事 業
　　�　カントリーの集荷数量は、作況指数「９４」の減収により計画９０，０００．０俵に対し６，６１７．５俵減の
８３，３８２．５俵（計画比９２．６％、前年比８６．０％）の実績となった。収支は電気料の高騰が大きく影響
して８３，６４３千円（計画比２１，１２６千円減、前年比５０，２１１千円減）と計画並びに前年実績ともに下
回った。

　　�　堆肥造成収益は、牛糞堆肥の散布利用者の減少により２１，４７０千円（計画比９６．４％）、費用は散
布利用者の減少に伴い２２，０５４千円（計画比９９．０％）、収支では計画比５８４千円の減となった。育苗
収支は、水稲苗の供給枚数が１，８１７枚増となったことや資材費を一部前年度で計上したことによ
り計画比２，１７２千円増となった。トラクター利用収支は、トレンチャー利用者が減少したものの、
修理費の減少により計画比２９５千円増となった。大豆調整収支は、蕎麦・大豆とも８月の連日の
大雨で圃場の多くが冠水、停滞水となり湿害の被害を受け、そば取扱数量が計画２，４１０俵に対し
１，６７８．５俵の６９．６％、大豆取扱数量が計画１３，２７６俵に対し１０，６９７俵の８０．６％となったものの、運
搬費や施設管理費等の削減に努め計画比２，１２０千円増となった。パックセンター収支は、生産者
の規模縮小や栽培方法の変更で菌床数が大幅に減少したことが取扱数量減につながり、計画約７，
３６８千パックに対し、約６，１６７千パックの８３．７％となったことや資材費上昇分（約４，７００千円）を
ＪＡで吸収したことにより計画対比１２，８６２千円減となった。

　　�　利用事業収支全体では、計画１４４，６４９千円に対し実績８３，０７０千円（計画比３１，５７８千円減、前年
比７２，６１１千円減）となった。

　⑹　購 買 事 業
　　�　生産資材部門は、肥料価格の値上がりや細越牧場の配合バラ飼料が供給増となったことによ
り、全体では供給高計画１，４３９，６２４千円に対して１，４７４，４９９千円（計画比３４，８７５千円増、前年比
４４，３６３千円増）の実績となった。収支は肥料の６月期中改定や早取り等をしたことにより手数
料が増加し、計画１２７，４８６千円に対して実績１３５，５５７千円（計画比８，０７１千円増、前年比１０，７４５千
円減「内貸倒損失１７，４４０千円」）となった。また、肥料農薬予約回収実績は、肥料が４３５，４９１千
円（前年比１２５．７％）回収率９１．５％（目標８５％）、農薬が２３４，４０３千円（前年比９７．４％）回収率
８７．２％（目標８０％）と目標を達成できた。高齢化や労働力不足の手助けとして、農作業の省力化
を目的に令和元年から開始した無人ボートによる水稲用除草剤散布については、ドローン購入者
や自己散布者等増により令和５年用は前年比５０．５ｈａ減の３４７．５ｈａの申込みとなった。

　　�　生活部門は、供給高全体で計画２１，７３５千円に対して実績３０，１３３千円となり計画比８，３９８千円
増、収支では新茶や葬祭推進手数料等の増により計画１０，２８３千円に対して実績が１２，７７９千円とな
り計画比２，４９６千円増となった。項目別の供給高は、白蟻駆除の申し込み等があり耐久消費財が
２，５０２千円、生活用品では新茶推進等が順調で実績は２７，６３１千円（計画比５，８９６千円増、前年比
２，１９２千円減）となった。

　　�　農機部門は、全県統一キャンペーン低価格モデル農機共同購入トラクター推進等の取り組みを
行ったことや、３年ぶりとなる大展示会や種苗交換会農業機械化ショーの開催、近代化資金及び
低金利資金の提案によって、供給計画４９３，３９７千円に対して実績５７９，１５３千円（計画比８５，７５６千円
増、前年比５３，９０９千円減）と計画を上回ることができた。収益では、技術料計画６０，５００千円に対
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して実績５３，２４０千円（計画比７，２６０千円減、前年比９，７９１千円減）と達成することが出来なかっ
た。収支は、供給実績が伸びたことにより計画１１６，２４５千円に対して実績１２６，４７５千円（計画比
１０，２３０千円増、前年比１１，１７３千円減）と計画を上回った。

　　�　給油所部門は、新型コロナウイルス感染症の影響が回復傾向にあったものの、燃料油全体の価
格高騰と自動車等の燃費改善や電気へのエネルギー転換といった需要押し下げ要因を背景に揮発
は減少に転じた。軽油は農業用軽油が確保出来たことと法人への現場配送が増えたことで計画以
上の実績となった。灯油は春先の気温上昇、暖冬、また価格高騰で計画数量までに至らなかった。
収支では手数料の確保とドライブスルー洗車の増加により計画を上回ることが出来た。数量計画
１２，６３８㎘に対し実績１１，６０６㎘（計画比１，０３２㎘減、前年比４４９㎘減）、供給高計画１，５３９，３２８千円に
対し実績１，４３９，５８７千円（計画比９９，７４１千円減、前年比３５，４７４千円増）、収支計画１３０，９２５千円に
対し実績１３２，８１５千円（計画比１，８９０千円増、前年比８０７千円増）となった。

　　�　ＬＰガス部門は、施設への入所、引越し、電化へ切り替え等で契約件数が６１件減少し、燃転事
業で挽回を図ったが、世界的な半導体不足で給湯器の納期遅延等の影響もあり、目標１６件に対し
７件にとどまった。ガス器具に関しては、コンロの販売が好調で計画以上の実績であった。供給
計画１１５，１５０千円に対して実績１１７，５４７千円（計画比２，３９７千円増、前年比２，３５７千円増）、収支で
は計画５０，０５６千円に対して実績５１，３７０千円（計画比１，３１４千円増、前年比６９６千円減）となった。

　⑺　福祉・介護事業
　　�　福祉・介護事業は、訪問介護事業・居宅介護支援事業ともに、新型コロナウイルス感染症の
影響で介護サービスを自粛する傾向にあったことと、施設の空き状態が続いて入所者が増えた
ことにより、在宅で介護を受ける利用者が減少した。そのため、事業収益では訪問介護収益が
計画１８，４０５千円に対して実績が９，２５５千円（計画対比９，１４９千円減、前年対比６，７８９千円減）と
入所や死亡によりヘルパー利用者が減り、収益減となった。また、居宅介護支援収益は、計画
９，３００千円に対して実績が７，６１７千円（計画対比１，６８２千円減、前年対比２，５２５千円減）となった。
収支全体としては、計画１４，９４５千円に対して実績が７，７４９千円（計画対比７，１９６千円減、前年対
比５，８５７千円減）と在宅サービスの利用者減やヘルパーの人員不足により、計画・前年度とも下
回った。

◇対処すべき重要な課題
　農家・組合員、地域から必要とされる組織としての役割を果たすため、農業者の所得増大と農業生
産の拡大に取り組みます。また、農業者の世代交代による担い手不足、高齢化・人口減少による地域
社会の疲弊等の厳しい変化のなか、自己改革を達成するため、積極的に取り組んでまいります。
　⑴　生産者の手取り向上を目指す「需要に応じた米づくり」の確実な実践
　　�　令和３年産で終了した米卸との複数年契約の再締結に取り組み、これまで同様に直接販売の強
みを活かすため、取引先が求める品種に作付誘導し、出荷契約数量を積み上げ取引先卸の要望に
応え、信頼関係をさらに強固なものとして、直接販売の有利性を十分に発揮して農業者の所得向
上に努めます。また、米の需給状況を踏まえ、施策を最大限活用した４年産米の適正生産に取り
組みます。

　⑵　利用事業の業務の見直しによる収支改善
　　�　事業総利益で赤字となっている利用事業について、菌床椎茸パック料金及び堆肥料金の見直し
と経費削減に努め収支改善を図ります。また、大豆・そば乾燥調製施設の利用助成については、
安定的な施設運営のため見直しを実施致します。
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　⑶　農業メインバンク機能の強化に向けた、利子補給・保証料助成の継続
　　�　「農業者の所得増大」、「農業生産の拡大」、「地域の活性化」の実現に向け、出向く体制による
相談業務を事業の柱とした「農業メインバンク」として、農業資金への利子補給や保証料助成の
継続を実施致します。

　⑷　健全経営の確立
　　�　老朽資産・遊休資産等の利用実績の低下している施設の有効利用、解体・売却等の処分につい
て検討を進めます。

　　�　また、場所別損益管理の徹底により、収支均衡が確保されていない場所（施設）の収支改善に
努めます。

５．農業振興活動
　⑴　地域農業振興支援
　　①　農業者手取りの向上を目指す「需要に応じた米づくり」の実践
　　②　日本型直接支払制度への取組支援
　　③　各種交付金を活用した生産拡大提案
　　④　農業法人・担い手農家への農業労働力調整事業（無料職業紹介事業）の実践
　⑵　担い手経営体の農業経営支援強化
　　①　生産資材コスト削減に対応する土壌診断に基づく施肥防除体系の見直し
　　②�　担い手農家・集落営農組織・農業法人等に対して、出向く営農経営支援と農業政策の転換に

即応
　　③　家族経営等多様な農業者への経営規模に応じた営農経営支援
　　④　新規就農者への新規育成事業の活用支援と作付提案
　　⑤　信用部門と連携による経営スタイルに応じた金融支援と経営支援
　　⑥　担い手経営体の法人化に向けた取り組みと法人化設立支援
　　⑦　経営所得安定対策申請事務の代理業務の実施
　　⑧　「夢ある園芸産地創造事業」等及び園芸畜産振興積立金を活用した経営体への取り組み支援
　　⑨　営農指導員の育成を目的とした篤農家研修の継続とデジタルを活用した営農指導力の補完
　　⑩　経験・実績豊富なシニア・ＯＢ人材の営農専門指導員配置に向けた取り組みの継続
　　⑪　デジタル化のさらなる促進で「情報発信・指導強化・販売促進」の充実を目指す
　⑶　農業者青色申告による農業経営の分析
　　①　色申告による農業所得税・消費税申告支援及びインボイス制度の周知・指導の強化
　　②　収入保険制度への加入条件である青色申告の普及推進
　　③　農業経営分析による個別経営改善相談支援

６．地域貢献情報
　当ＪＡは八峰町、三種町を事業区域とし農業者を中心とした地域住民の方々が組合員となって、相
互扶助（お互いに助け合い、お互いに発展していくこと）を共通の理念として運営される協同組織で
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あり、地域農業の活性化に資する地域金融機関です。
　当ＪＡの資金は、その大半が組合員の皆様などからお預かりした大切な財産である「貯金」を源泉
としており、資金を必要とする組合員の皆様や、地方公共団体などにもご利用いただいております。
　当ＪＡは、地域の一員として農業の発展と健康で豊かな地域社会の実現に向けて事業活動を展開
し、ＪＡの総合事業を通じて各種金融機能・サービス等を提供するだけでなく、地域の協同組合とし
て農業や助け合いを通じた社会貢献に努めています。併せて、「地域になくてはならない組織」とし
て、地域イベントへの参画・文化活動・福祉活動を通じながら、「安心して暮らしやすい地域社会の
実現」に向け、女性部・青年部等の内部組織と連携を図りながら地域の活性化に取り組んでいます。
　⑴　地域からの資金調達の状況
　　　貯 金 残 高　　・組 合 員 等　　　　３１，１９２，１８４千円
　　　　　　　　　　・地方公共団体等　　　２，６６４，６１２千円
　　　　　　　　　　・そ　の　他　　　　　７，９４７，１７１千円
　⑵　地域への資金供給の状況
　　　貸出金残高　　・組 合 員 等　　　　　５，６８６，５７６千円
　　　　　　　　　　・地方公共団体等　　　　１２８，９２４千円
　　　　　　　　　　・そ　の　他　　　　　１，０１６，１７４千円
　⑶　文化的・社会的貢献に関する事項
　　①　地域貢献活動の実施
　　　・学校給食への地元農産物の提供に係る支援
　　　・地域の小中学校への交通安全指導、保育園・幼稚園での交通安全教室開催
　　　・地域イベントへの参加及びイベントの企画開催
　　　・環境美化活動
　　　・高齢者福祉活動への取り組み
　　　・ＪＡ共済全県学童野球地区予選大会開催
　　　・組合長杯ミニバスケットボール大会開催
　　　・各種相談会・セミナー（年金・相続・ＪＡバンクアプリ活用等）の開催
　　　・専門家による各種セミナー・相談会（事業継承・法人化・社会保障・節税）の開催
　　　・認知症サポーター養成
　　②　利用者ネットワーク化への取り組み
　　　・ＪＡまつり開催
　　　・年金友の会グラウンドゴルフ大会開催
　　　・新米まつり開催
　　　・ミニデイサービス助け合い組織の活動
　　　・ご来店感謝デー等開催によるふれあう店舗づくり
　　　・人が動き、集う「場」の提供（コーヒーサロン・子供たちの作品展示等）
　　　・ちゃぐりんを活用した「食と農の学習」支援
　　③　情報提供活動
　　　・ＪＡ広報誌の発行
　　　・ＪＡホームページを通じた組合員等利用者への情報提供
　　　・マスメディアへのＪＡ情報提供
　　　・地域コミュニティ紙の発行
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７．リスク管理の状況
◇リスク管理体制
　〔リスク管理基本方針等〕
　�　組合員・利用者の皆さまに安心してＪＡをご利用いただくためには、より健全性の高い経営を確
保し、信頼性を高めていくことが重要です。
　�　このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に対応すべく「リスク管
理基本方針」を策定し、認識すべきリスクの種類や管理体制と仕組みなど、リスク管理の基本的な
体系を整備しています。
　�　この基本方針に基づき、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定の実施などを通じてリ
スク管理体制の充実・強化に努めています。
　�　また、昨今の国際情勢をふまえ、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービス
の濫用防止対策（マネロン等対策）の重要性はこれまでになく高まっています。当ＪＡではマネロ
ン等対策を重要課題の１つとして位置付け、リスクに応じた対策を適切に講じています。
　⑴　信用リスク管理
　　�　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランスを含む。）の
価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡは、個別の重要案件
又は大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引につ
いては、本店に融資審査部署を設置し金融部門と連携を図りながら、与信審査を行っています。
審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担
保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健
全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管
理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、
貸倒引当金については「資産の償却・引当要領」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全
化に努めています。

　⑵　市場リスク管理
　　�　市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資
産・負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し、損失を被るリスク、資産・負債から生み
出される収益が変動し損失を被るリスクのことです。主に金利リスク、価格変動リスクなどをい
います。金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミ
スマッチが存在している中で金利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクを
いいます。また、価格変動リスクとは、有価証券等の価格の変動に伴って資産価格が減少するリ
スクのことです。

　　�　当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすること
により、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化と
のバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の
変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。

　　�　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当ＪＡの
保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めると
ともに、経営層で構成するリスク管理委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決
定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及びリスク管理委員会で決定された
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方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引につ
いてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を
行い経営層に報告しています。

　⑶　流動性リスク管理
　　�　流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が
困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被
るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引ができないため、通常よ
りも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リス
ク）のことです。

　　�　当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定
的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での
重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針などの
策定の際に検討を行っています。

　⑷　オペレーショナル・リスク管理
　　�　オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切であ
ること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、収益発生を意図し能
動的な要因により発生する信用リスクや市場リスク及び流動性リスク以外のリスクで、受動的に
発生する事務、システム、法務などについて事務処理や業務運営の過程において、損失を被るリ
スクと定義しています。事務リスク、システムリスクなどについて、事務手続を整備し、定期検
査等を実施するとともに、事故・事務ミスが発生した場合は速やかに状況を把握する体制を整備
して、リスク発生後の対応及び改善が迅速・正確に反映ができるよう努めています。

　⑸　事務リスク管理
　　�　事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより金融
機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、業務の多様化や事務量の増加に対　応して、
正確な事務処理を行うため各種事務手続・マニュアルを整備するとともに、自主検査・自店検査
を実施し事務リスクの削減に努めています。また、事故・事務ミスが発生した場合には、発生状
況を把握し改善を図るとともに、内部監査により重点的なチェックを行い、再発防止策を実施し
ています。

　⑹　システムリスク管理
　　�　システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備に伴い金
融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより金融機関が損失
を被るリスクのことです。当ＪＡでは、コンピュータシステムの安定稼働のため、安全かつ円
滑な運用に努めるとともに、システムの万一の災害・障害等に備え、「電算設備保守防災要領」、
「電算システム障害危機管理マニュアル（信用事業編）」を策定しています。

◇法令遵守体制
　〔コンプライアンス基本方針〕
　�　利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社会の厳しい批判に
鑑みれば、組合員・利用者からの信頼を得るためには、法令等を遵守し、透明性の高い経営を行う
ことがますます重要になっています。
　�　このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、この徹
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底こそが不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼性向上に繋がるとの観点にたち、コンプライ
アンスを重視した経営に取り組みます。

　〔コンプライアンス運営態勢〕
　�　コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事組合長を委員長とするコン
プライアンス委員会を設置するとともに、コンプライアンスの推進を行うため、本店各部門・各支
店にコンプライアンス推進担当者を配置しています。
　�　基本姿勢及び遵守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マニュアル」を策定し、研
修会を行い全役職員に徹底しています。
　�　毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進に努めるとともに、統括部署を
設置し、その進捗管理を行っています。
　�　また、組合員・利用者の皆さまの声を真摯に捉え、前向きに事業に反映するため、苦情・相談等
の専門窓口を設置しています。

コンプライアンス体制図（業務機構上の各部署の役割）
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◇金融ＡＤＲ制度への対応
　⑴　苦情処理措置の内容
　　�　当ＪＡでは、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内容をホー
ムページ・チラシ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連とも連携し、迅速かつ
適切な対応に努め、苦情等の解決を図ります。

　　　当ＪＡの苦情等受付窓口（電話：０１８５－８７－４６０２（月～金　午前９時～午後５時））
　⑵　紛争解決措置の内容
　　　当ＪＡでは、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。
　　・信用事業
　　　仙台弁護士会
　　　⑴の窓口または一般社団法人ＪＡバンク相談所（電話：０３－６８３７－１３５９）にお申し出ください。
　　・共済事業
　　　（一社）日本共済協会　共済相談所
　　　　　　　https://www.jcia.or.jp/advisory/index.html
　　　（一財）自賠責保険・共済紛争処理機構
　　　　　　　https://www.jibai-adr.or.jp/
　　　（公財）日弁連交通事故相談センター
　　　　　　　https://n-tacc.or.jp/
　　　（公財）交通事故紛争処理センター
　　　　　　　https://www.jcstad.or.jp/
　　　日本弁護士連合会　弁護士費用保険ＡＤＲ
　　　　　　　https://www.nichibenren.or.jp/activity/resolution/lac.html
　　�　各機関の連絡先（住所・電話番号）につきましては、上記ホームページをご覧いたただくか、
⑴の窓口にお問い合わせ下さい。

◇内部監査体制
　当ＪＡでは、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理及び各部門の
業務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・評価し、改善事項の勧告などを
通じて業務運営の適切性の維持・改善に努めています。
　また、内部監査は、ＪＡの本店・支店のすべてを対象とし、中期及び年度の内部監査計画に基づき
実施しています。監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち被監査部門に通知され、定期的
に被監査部門の改善取り組み状況をフォローアップしています。また、監査結果の概要を定期的に理
事会に報告することとしていますが、特に重要な事項については、直ちに理事会、代表理事組合長、
監事に報告し速やかに適切な措置を講じています。

◇経営者保証ガイドラインに対する対応
　この度、経営者保証に関するガイドライン研究会（全国銀行協会及び日本商工会議所が事務局）が
公表した「経営者保証に関するガイドライン」を踏まえ、当ＪＡは、本ガイドラインを尊重し、遵守
するための態勢整備を実施致しました。
　当ＪＡは、今後、お客さまと保証契約を締結する場合、また、保証人のお客さまが本ガイドライン
に則した保証債務の整理を申し立てられた場合は、本ガイドラインに基づき、誠実に対応するよう努
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めてまいります。
　⑴　経営者保証に依存しない融資の一層の促進について
　　�　法人個人の一体性の解消等が図られている、あるいは、解消等を図ろうとしている農業者等か
ら資金調達の要請を受けた場合には、当該法人の経営状況、資金使途、回収可能性等を分析し総
合的に判断する中で、経営者保証を求めない可能性、代替的な融資手法を活用する可能性につい
て、取引先の意向も踏まえた上で、検討します。

　⑵　経営者保証の契約時の対応について
　　①�　農業者等との間で保証契約を締結する場合には、主たる債務者と保証人に対し、保証契約の

必要性等に関する丁寧かつ具体的な説明を行います。
　　②�　保証金額の設定については、農業法人等の各ライフステージにおける取組意欲を阻害しない

よう、形式的に保証金額を融資額と同額とはせず、保証人の資産及び収入の状況、融資額、主
たる債務者の信用状況、物的担保等の設定状況、主たる債務者及び保証人の適時適切な情報開
示姿勢等を総合的に勘案して設定します。

　⑶　既存の保証契約の適切な見直しについて
　　①�　農業者等から既存の保証契約の解除等または変更等の申し入れを受けた場合には、改めて経

営者保証の必要性等の検討を行うとともに、その検討結果について主たる債務者および保証人
に対し、丁寧かつ具体的な説明を行います。

　　②�　事業承継が行われた時、前経営者が負担する保証債務について、後継者に当然に引き継がせ
るのではなく、保証契約の必要性について改めて検討するとともに、その結果について主たる
債務者及び後継者に対して丁寧かつ具体的に説明を行います。

　　　�　また、前経営者から保証契約の解除を求められた場合には、保証契約の解除について適切に
判断します。

　⑷　経営者保証を履行する時の対応について
　　①�　経営者保証における保証債務を履行する場合には、保証人の手元に残すことのできる残存資

産の範囲について、必要に応じ支援専門家とも連携しつつ、保証人の保証履行能力、経営者た
る保証人の経営責任、破産手続における自由財産の考え方や標準的な世帯の必要生計費の考え
方との整合性等を総合的に勘案して決定します。
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８．自己資本の状況
◇自己資本比率の状況
　当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応えるため、財務
基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。内部留保に努めるとともに、不良債権処理及
び業務の効率化等に取り組んだ結果、令和５年３月末における自己資本比率は、１６．１８％となりました。

◇経営の健全性の確保と自己資本の充実
　当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資によっています。
　◎　普通出資による資本調達額

項 目 内 容

発 行 主 体 秋田やまもと農業協同組合

資本調達手段の種類 普通出資

コア資本に係る基礎
項目に算入した額 ２，３３３百万円（前年度　２，３８３百万円）

　当ＪＡは、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出
して、当ＪＡが抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに対応した
十分な自己資本の維持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。
　また、１９年度から、信用リスク、オペレーショナル・リスク、金利リスクなどの各種リスクを個別
の方法で質的または量的に評価し、リスクを総体的に捉え、自己資本と比較・対照し、自己資本充実
度を評価することにより、経営の健全性維持・強化を図っております。
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９．主な事業の内容

　⑴　主な事業の内容
　〔信 用 事 業〕
　�　信用事業は、貯金、貸出、為替などいわゆる銀行業務を行っています。この信用事業は、ＪＡ・
信連・農林中金という３段階の組織が有機的に結びつき、「ＪＡバンク」として大きな力を発揮し
ています。

　　◇貯 金 業 務
　　�　組合員の方はもちろん、地域住民の皆さまや事業主の皆さまからの貯金をお預かりしています。
普通貯金、当座貯金、定期貯金、定期積金、総合口座などの各種貯金を目的・期間・金額にあわ
せてご利用いただいています。

　　�　また、公共料金、都道府県税、市町村税、各種料金のお支払い、年金のお受け取り、給与振込
等もご利用いただけます。

普 通 貯 金 いつでも出し入れ自由。公共料金等の自動振替に便利です。

総 合 口 座 貯 金 「受取る」「支払う」「貯める」「借りる」と多機能的な役割をこなします。
ご融資の限度額は定期貯金のお預け入れ金額の９０％、３００万円です。

貯 蓄 貯 金 １０万円・３０万円・１００万円・３００万円以上の残高に応じた利率になります。また、基
準残高の１０万円を下回っても普通貯金と同じ利率となります。個人に限ります。

スーパー定期貯金 中・小口の比較的まとまった資金のための貯金です。預け入れ期間は１ヵ月以上１０
年までとなります。預け入れ金額は３００万円未満と３００万円以上の二種類があります。

大 口 定 期 貯 金 １，０００万円以上の大口の余裕金運用に最適です。預け入れ期間は１ヵ月以上１０年ま
でとなります。

期日指定定期貯金 預け入れは最高３年で３００万円未満です。利率は１年ごとの複利で計算いたします。

定 期 積 金 積立期間を定めて、毎月一定日に掛金を払い込んでいただき、満期日にまとまった
給付金を受け取っていただく仕組です。

　　◇貸 出 業 務
　　�　農業専門金融機関として、農業の振興を図るための農業関連資金はもとより、組合員の皆さま
の生活を豊かにするための生活改善資金等を融資しています。

　　�　また、地域金融機関の役割として、地域住民の皆さまの暮らしに必要な資金や、地方公共団体、
農業関連産業・地元企業等、農業以外の事業へも必要な資金を貸し出し、農業の振興はもとより、
地域社会の発展のために貢献しています。

　　�　さらに、株式会社日本政策金融公庫をはじめとする政府系金融機関等の代理貸付や、個人向け
ローンも取り扱っています。

─ 18 ─



　　ご融資内容（令和５年７月末現在）

ＪＡマイカーローン
貸付利率　固定、変動（弾力項目あり）１．６％～３．７％
貸付金額　１，０００万円以内
貸付期間　１０年以内
秋田県農業信用基金協会の保証となります。

Ｊ Ａ ス マ ー ト
マ イ カ ー ロ ー ン

貸付利率　変動（地銀短プラ）（弾力項目あり）２．０％～２．６％
貸付金額　１，０００万円以内
貸付期間　１０年以内
㈱ジャックスの保証となります。

Ｊ Ａ ス マ ー ト
教 育 ロ － ン

貸付利率　変動（地銀短プラ）（弾力項目あり）２．１％～２．７％
貸付金額　７００万円以内
貸付期間　１６年１０か月以内（元金据え置き期間含む）
㈱ジャックスの保証となります。

Ｊ Ａ 住 宅 ロ ー ン

固定金利型　４．３％
変動金利型　住宅ローンプライムレート　＋０．２５％
金利選択型　３年の特約期間　１．８５％
　　　　　　５年の特約期間　２．０５％　※指標金利の改定に伴い変更
　　　　　　１０年の特約期間　２．５５％
〇特約期間を選択の都度、手数料を徴する。５，５００円
〇貸付条件　第１順位の抵当権設定
　　　　　　�秋田県農業信用基金協会または協同住宅ローン㈱の債務保証
　　　　　　（保証料率０．１０～０．４０％）
　　　　　　火災共済（保険）に第１順位の質権設定
　　　　　　団体信用生命共済に加入（掛け金はＪＡ負担）

Ｊ Ａ 住 宅 ロ ー ン
（全期間金利優遇型）

変動金利型　住宅ローンプライムレート　－１．６７５％
金利選択型　３年の特約期間　店頭金利　県内他行金利最低水準の金利
　　　　　　５年の特約期間　優遇金利　県内他行優遇金利の最低水準の金利
　　　　　　１０年の特約期間
〇特約期間を選択の都度、手数料を徴する。５，５００円（初回無料）
〇貸付条件　第１順位の抵当権設定
　　　　　　秋田県農業信用基金協会または協同住宅ローン㈱の債務保証
　　　　　　（保証料率０．１０～０．４０％）
　　　　　　火災共済（保険）に第１順位の質権設定
　　　　　　団体信用生命共済に加入（掛け金はＪＡ負担）

アグリマイティー
資 金

アグリエース　固定　　　　　　近代化資金基準金利＋０．２％
　　　　　　　変動　３年以内　地銀短プラ＋０．２％
　　　　　　　　　　７年以内　地銀短プラ＋０．４％
　　　　　　　　　　１０年以内　地銀短プラ＋０．６％
アグリネット　固定　　　　　　近代化資金基準金利＋０．３％
アグリエリア　変動　３年以内　地銀短プラ＋０．３％
　　　　　　　　　　７年以内　地銀短プラ＋０．５％
　　　　　　　　　　１０年以内　地銀短プラ＋０．７％
貸付金額　事業費の範囲内で必要と認められる額
秋田県農業信用基金協会の債務保証（保証料率０．５１％）
農業生産に直結する設備資金・運転資金
農産物の加工、流通、販売に関する設備資金・運転資金
地域の活性化、振興を支援するための設備資金・運転資金

農 業 近 代 化 資 金

貸付利率　固定金利
　　　　　�５年間は実質無利息となりますが、毎月改定される「農業近代化資金の

円滑な融通のためのガイドライン」に基づく利率となります。
　　　　　現在のご融資利率については、ＪＡ窓口までお問い合わせください。
貸付金額　認定農業者以外の方は、事業費の８０％以内で次の範囲となります。
　　　　　個人の方……………………１，８００万円以内
　　　　　法人、集落営農組織等……２億円以内
貸付期間　１５年以内（うち据置期間２～７年以内）
　　　　　※資金使途が農機具等のみの場合は７年以内となります。
秋田県農業信用基金協会の債務保証（保証料率０．２９％～０．３９％）

そ の 他 資 金 農業資金・生活資金など使用目的により各種融資を取り扱っております。

⎭
⎬
⎫

⎭
⎬
⎫
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　　◇為 替 業 務
　　�　全国のＪＡ・信連・農林中金の店舗を始め、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と為替網で結
び、当ＪＡの窓口を通して全国のどこの金融機関へでも振込・送金が安全・確実・迅速にできます。

　　◇その他の業務及びサービス
　　�　当ＪＡでは、オンラインシステムを利用して、各種自動受取、各種自動支払や事業主のみなさ
まのための給与振込サービス、自動集金サービスなどを取り扱っています。

　　�　また、来店不要でいつでも使えるＪＡネットバンクサービス、全国のＪＡでの貯金の出し入れ
や銀行、信用金庫、コンビニエンスストアなどでも現金引き出しのできるキャッシュサービスな
ど、いろいろなサービスに努めています。

　　◇手数料一覧
　　○ＡＴＭ利用手数料（１回につき）� （手数料には消費税を含んでおります。）

※ＡＴＭの稼働時間は、設置場所により異なりますのでご注意願います。
※ＡＴＭでの「残高照会」、「両替」は無料です。
（注１）「お振込み」は別途、所定の振込手数料が掛かります。
（注２）「お振込み」、「お振替え」はお取引できません。
（注３）「お預入れ」、「お振込み」、「お振替え」はお取引できません。
※「秋田あったかネット」加盟金融機関
　・秋田銀行　・秋田信用金庫　・羽後信用金庫　・秋田県信用組合　・ＪＡバンクあきた
　ＪＡバンクのキャッシュカードでは、他加盟４金融機関のＡＴＭでの「お振込み」はご利用できま
せん。
（注４�）ご利用の金融機関により、手数料が異なる場合がございます。詳しくはご利用ＡＴＭの掲示

等でご確認ください。

Ａ Ｔ Ｍ の 種 類 お 取 引 時　　　間　　　帯 手数料

県 内 Ｊ Ａ ・ Ａ Ｔ Ｍ（注１） 全てのお取引 各ＡＴＭの営業時間
（曜日・時間外問わず） 無料

他 県 Ｊ Ａ ・ Ａ Ｔ Ｍ（注２） お引き出し
お預け入れ

各ＡＴＭの営業時間
（曜日・時間外問わず） 無料

他 金 融 機 関 Ａ Ｔ Ｍ（注３）
　 　 　 　 　 　 　 　 （注４） お引き出し

平　日
８：４５～１８：００ １１０円
１８：００～２１：００ ２２０円

土曜日
９：００～１４：００ １１０円
１４：００～１７：００ ２２０円

日曜日・祝日 ２２０円
セ ブ ン 銀 行（注３）
ロ ー ソ ン Ａ Ｔ Ｍ　　　
イ ー ネ ッ ト Ａ Ｔ Ｍ　　　

お引き出し
平　日 ８：４５～１８：００ 無料
土曜日 ９：００～１４：００ 無料

平日・土曜日の時間外・日曜日・祝日 １１０円

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行（注３） お引き出し
平　日 ８：４５～１８：００ 無料

平日の時間外・土曜日・日曜日・祝日 １１０円

「秋田あったかネット」加盟金融機関（注３） お引き出し
平　日 ８：４５～１８：００ 無料
土曜日 ９：００～１４：００ 無料

平日・土曜日の時間外・日曜日・祝日 １１０円

ゆ う ち ょ 銀 行（注２） お引き出し
お預け入れ

平　日 ８：４５～１８：００ 無料
土曜日 ９：００～１４：００ 無料

平日・土曜日の時間外・日曜日・祝日 １１０円
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　　○内国為替・その他手数料� （手数料には消費税を含んでおります。）

項 目 系統金融機関あて 他 金 融 機 関 あ て
為替手数料
振込手数料

３万円未満� １件につき　３３０円
３万円以上� １件につき　５５０円

電 信 扱 い
文 書 扱 い

３万円未満� １件につき　６６０円
３万円以上� １件につき　８８０円

送金手数料 １件につき� ４４０円
普通扱い（送金小切手） １件につき� ６６０円
電 信 扱 い １件につき� ８８０円

代金取立手数料
（隔 地 間） １件につき� ４４０円

普 通 扱 い １通につき� ６６０円
至 急 扱 い １通につき� ８８０円

そ の 他
諸 手 数 料

送金・振込組戻料� １件につき　１，１００円
不渡手形返却料� １通につき　１，１００円
取立手形組戻料� １通につき　１，１００円
取立手形店頭呈示料� １通につき　　６６０円
再発行手数料　通帳、証書� １件につき　１，１００円
　　　　　　　ＩＣキャッシュカード、一体型ＪＡカード� １件につき　１，１００円
残高証明書発行手数料� 通常発行１通につき　　６６０円
� 定例発行１通につき　　４４０円

両替・大量
硬貨入出金
手 数 料

３００枚以下� 無料
３０１枚～５００枚� ２２０円
５０１枚～１，０００枚� ３３０円
１，００１枚以上� ６６０円

募金、助け合い運動等にかか
るものは無料です。

口座管理手数料 国債管理手数料� １口座につき　１１０円

　〔共 済 事 業〕
　�　ＪＡ共済は、ＪＡが行う地域密着型の総合事業の一環として、組合員・利用者の皆様の生命・傷
害・家屋・財産を相互扶助によりトータルに保障しています。事業実施当初から生命保障と損害保
障の両方を実施しており、個人の日常生活のうえで必要とされるさまざまな保障・ニーズにお応え
できます。
　　ＪＡ共済では、生命・建物・自動車など各種共済による生活総合保障を展開しています。

　　◇ＪＡ共済の仕組み
　　�　ＪＡ共済は、平成１７年４月１日から、ＪＡとＪＡ共済連が共同で共済契約をお引き受けしてい
ます。ＪＡとＪＡ共済連がそれぞれの役割を担い、組合員・利用者の皆さまに密着した生活総合
保障活動を行っています。

Ｊ　　　Ａ：ＪＡ共済の窓口です。
ＪＡ共済連：�ＪＡ共済事業の企画・開発・資産運用業務や支払共

済にかかる準備金の積み立てなどを行っています。

組合員・利用者
の 皆 さ ま

共済契約

Ｊ　　　Ａ
＋

ＪＡ共済連
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　〔農業関連事業〕
　　◇販 売 事 業
　　�　当ＪＡを構成する八峰町並びに三種町では、それぞれの特徴を活かした特産物を生産していま
す。八峰町の菌床しいたけ、ネギ、みょうが、キャベツ、三種町の特別栽培米、岩川水系米、ミ
ニトマト、ネギ、じゅんさい、メロンなど、このような特産物を中心に四季折々の野菜やお米を
生産者から消費者へ、新鮮で美味しい安全・安心な農畜産物をお届けする事業を行っています。

　　◇購 買 事 業
　　�　農業生産に必要な資材と生活に必要な商品を計画的な大量購入によって、安い価格で仕入れ、
流通経費を節約して、組合員・利用者の皆様に安くて安全で品質の良い商品を安定的に供給する
事業を行っています。

　〔営農相談事業〕
　　◇営農指導相談
　　�　組合員の営農経営に関する様々な支援を実践し、地域の「農業者の所得増大」、「農業生産の拡
大」に寄与しています。また、農業の担い手経営体や多様な農業者、新規就農者等の育成確保を
図って、将来に渡り持続可能な地域農業の振興を目指して、取り組んでいます。

　〔生活関連事業〕
　　◇食 農 教 育
　　�　管内小中学校食農教育の一環として、農作業体験及び生徒主体の研究グループの活動を積極的
に支援しています。また、グランママシスターズによる伝統食文化伝承活動などの組織活動や文
化活動を積極的に展開し、地場産農畜産物を通じ地域と食の関わりや結びつきを深め、「食と農、
地域とＪＡを結ぶ」取組を行っています。

　　◇福祉・介護事業
　　�　介護ヘルパーを派遣する訪問介護事業・受託事業及びケアマネジャーが相談を受ける居宅介護
支援事業等、介護事業の充実を図っています。

　　◇燃 料 事 業
　　�　「住民拠点ＳＳ」に指定された国道沿い３ＳＳ（八森、八竜、琴丘）を主体に、災害時におけ
る事業継続対応力を高めるとともに、利用者サービス充実と地域価格の安定化を目指しています。
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　⑵　系統セーフティネット（貯金者保護の取り組み）
　�　当ＪＡの貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公的制度である「貯
金保険制度（農水産業協同組合貯金保険制度）」との２重のセーフティネットで守られています。

　　◇「ＪＡバンクシステム」の仕組み
　　�　組合員・利用者から一層信頼され利用される信用事業を確立するために、「再編強化法（農林
中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律）」に則り、
ＪＡバンク会員（ＪＡ・信連・農林中金）総意のもと「ＪＡバンク基本方針」に基づき、ＪＡ・
信連・農林中金が一体的に取り組む仕組みを「ＪＡバンクシステム」といいます。

　　�　「ＪＡバンクシステム」は、ＪＡバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システム」と、ス
ケールメリットときめ細かい顧客接点を生かした金融サービスの提供の充実・強化を目指す「一
体的事業運営」の２つの柱で成り立っています。

　　◇「破綻未然防止システム」の機能
　　�　「破綻未然防止システム」は、ＪＡバンクの健全性を確保し、ＪＡ等の経営破綻を未然に防止
するためのＪＡバンク独自の制度です。具体的には、⑴個々のＪＡ等の経営状況についてチェッ
ク（モニタリング）を行い、問題点を早期に発見、⑵経営破綻に至らないよう、早め早めに経営
改善等を実施、⑶全国のＪＡバンクが拠出した「ＪＡバンク支援基金※」等を活用し、個々のＪ
Ａの経営健全性維持のために必要な資本注入などの支援を行います。

　　※２０２２年３月末における残高は１，６５２億円となっています。

　　◇「一体的な事業推進」の実施
　　�　良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力・提案力の強化、共
同運営システムの利用、全国統一のＪＡバンクブランドの確立等の一体的な事業推進の取り組み
をしています。

　　◇貯金保険制度
　　�　貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった場合などに、貯
金者を保護し、また資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の維持に資することを目的と
する制度で、銀行、信金、信組、労金などが加入する「預金保険制度」と同様な制度です。

　　�　なお、この制度を運営する貯金保険機構（農水産業協同組合貯金保険機構）の責任準備金残高
は、２０２２年３月末現在で４，６２７億円となっています。
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Ⅰ　決 算 の 状 況
【経 営 資 料】

　１．貸 借 対 照 表
科 目 令和４年度

（令和５年３月３１日）
令和３年度

（令和４年３月３１日）

（資 産 の 部）
１　信 用 事 業 資 産 ３８，３０９，４６２ ３７，６９９，３６５
　⑴　現 金 ３０５，０６８ ２１９，３３４
　⑵　預 金 ２７，５５５，７６７ ２７，５３６，４９１
　　　系 統 預 金 ２７，５５５，７１１ ２７，５３６，３９９
　　　系 統 外 預 金 ５６ ９１
　⑶　有 価 証 券 ３，６６７，０４０ ３，２２０，６１３
　　　国 債 １，３２４，１２０ ８７９，９６３
　　　地 方 債 １，４３６，１５０ １，３９９，５３０
　　　政 府 保 証 債 ４０４，０６０ ４２３，０３０
　　　社 債 ５０２，７１０ ５１８，０９０
　⑷　貸 出 金 ６，８３１，６７４ ６，８０２，１５８
　⑸　その他の信用事業資産 １４１，０８０ １３１，７６１
　　　未 収 収 益 ３３，１２３ ３７，２７５
　　　そ の 他 の 資 産 １０７，９５７ ９４，４８６
　⑹　貸 倒 引 当 金 △１９１，１６９ △２１０，９９４
２　共 済 事 業 資 産 ２２７ ２４１
　⑴　その他の共済事業資産 ２２７ ２４１
３　経 済 事 業 資 産 ３，０１７，０６２ ３，４７８，１７２
　⑴　経 済 事 業 未 収 金 １，１５５，２１２ １，１５２，８３０
　⑵　経 済 受 託 債 権 １，２４０，７６３ １，８２２，０００
　⑶　棚 卸 資 産 ５５７，２２８ ４４８，８５９
　　　購 買 品 ５４３，４０２ ４３４，１０７
　　　販 売 品 ３，２８４ ２，９６３
　　　その他の棚卸資産 １０，５４２ １１，７８９
　⑷　その他の経済事業資産 １２４，４６４ １３２，７４２
　⑸　貸 倒 引 当 金 △� ６０，６０７ △� ７８，２６１
４　雑 資 産 ４１２，３７２ ３９８，２２８
　⑴　雑 資 産 ４１２，４９３ ３９８，５５３
　⑵　貸 倒 引 当 金 △� １２１ △� ３２４
５　固 定 資 産 １，８７８，０１６ ２，０７６，０３０
　⑴　有 形 固 定 資 産 １，８７６，３１３ ２，０７３，７２８
　　　建 物 ３，６２８，８５９ ３，７６９，４２０
　　　機 械 装 置 ２，３３２，９７７ ２，３２６，０４６
　　　土 地 ３８４，１２３ ４１３，５３５
　　　その他の有形固定資産 ２，２４７，９９９ ２，２６９，０２０
　　　減 価 償 却 累 計 額 △�６，７１７，６４７ △�６，７０４，２９４
　⑵　無 形 固 定 資 産 １，７０３ ２，３０１
６　外 部 出 資 ３，２２１，３２６ ３，２２７，１９８
　⑴　外 部 出 資 ３，２２１，３２６ ３，２２７，１９８
　　　系 統 出 資 ３，０４１，９８９ ３，０４７，２７３
　　　系 統 外 出 資 １６９，４３７ １７０，０２５
　　　子 会 社 等 出 資 ９，９００ ９，９００
７　繰 延 税 金 資 産 ５４，７４３ ３８，４００
資 産 の 部 合 計 ４６，８９３，２１１ ４６，９１７，６３７

（単位：千円）

科 目 令和４年度
（令和５年３月３１日）

令和３年度
（令和４年３月３１日）

（負 債 の 部）
１　信 用 事 業 負 債 ４１，８４５，１１３ ４１，６２６，０６１
　⑴　貯 金 ４１，８１３，５４５ ４１，５９０，６８４
　⑵　借 入 金 １１，７７３ １８，３３７
　⑶　その他の信用事業負債 １９，７９４ １７，０３８
　　　未 払 費 用 ８８６ １，４３３
　　　そ の 他 の 負 債 １８，９０７ １５，６０５
２　共 済 事 業 負 債 ２２１，６２７ ２４６，８７０
　⑴　共 済 資 金 １３２，２１１ １５４，４３９
　⑵　未経過共済付加収入 ８９，４１６ ９２，３２８
　⑶　その他の共済事業負債 － １０２
３　経 済 事 業 負 債 ６４３，１７３ ７０７，４２５
　⑴　経 済 事 業 未 払 金 ３４６，０５１ ３２３，３０８
　⑵　経 済 受 託 債 務 ２６３，６６１ ３４８，６５９
　⑶　その他の経済事業負債 ３３，４５９ ３５，４５７
４　雑 負 債 ２３０，０４２ ２３１，８８１
　⑴　未 払 法 人 税 等 １９，４２１ ４０，１４７
　⑵　そ の 他 の 負 債 ２１０，６２１ １９１，７３３
５　諸 引 当 金 １０５，３９８ ９６，１２１
　⑴　退 職 給 付 引 当 金 ７４，９７９ ６９，３４５
　⑵　役員退職慰労引当金 ３０，４１９ ２６，７７６
負 債 の 部 合 計 ４３，０４５，３５５ ４２，９０８，３６０
（純 資 産 の 部）

１　組 合 員 資 本 ３，９９２，４７０ ４，００５，９２９
　⑴　出 資 金 ２，３３３，８７０ ２，３８３，５００
　⑵　利 益 剰 余 金 １，７０９，５２０ １，６７１，３６４
　　　利 益 準 備 金 ８８９，０００ ８５９，０００
　　　その他利益剰余金 ８２０，５２０ ８１２，３６４
　　　　米販売対策積立金 ２２０，０００ １８０，０００
　　　　園芸畜産振興積立金 ５２，８３７ ６０，９１７
　　　　施設管理積立金 ２５０，０００ ２００，０００
　　　　リスク管理積立金 １５０，０００ １５０，０００
　　　　当期未処分剰余金 １４７，６８３ ２２１，４４６
　　　　（うち当期剰余金） ６８，００５ １２９，９１８
　⑶　処 分 未 済 持 分 △� ５０，９２０ △� ４８，９３５
２　評価・換算差額等 △� １４４，６１５ ３，３４７
　⑴　その他有価証券評価差額金 △� １４４，６１５ ３，３４７
純 資 産 の 部 合 計 ３，８４７，８５５ ４，００９，２７７
負債及び純資産の部合計 ４６，８９３，２１１ ４６，９１７，６３７
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　２．損 益 計 算 書

科 目
令和４年度
自令和４年４月１日
至令和５年３月３１日

令和３年度
自令和３年４月１日
至令和４年３月３１日

１　事 業 総 利 益 １，２６４，２４１ １，３３９，１７７
　　事 業 収 益 ４，７１１，９９８ ４，８６５，３４５
　　事 業 費 用 ３，４４７，７５６ ３，５２６，１６７
　⑴　信 用 事 業 収 益 ３０７，５０６ ３２５，５９０
　　　資 金 運 用 収 益 ２８４，４０６ ３０５，２４７
　　　（う ち 預 金 利 息） １２５，５１１ １４２，５３６
　　　（うち有価証券利息） ２５，４４４ １９，００５
　　　（うち貸出金利息） １１９，５５６ １２２，０９９
　　　（うちその他受入利息） １３，８９３ ２１，６０５
　　　役 務 取 引 等 収 益 ９，０６１ ９，２３５
　　　そ の 他 経 常 収 益 １４，０３９ １１，１０７
　⑵　信 用 事 業 費 用 ５５，８７８ ８１，３０９
　　　資 金 調 達 費 用 ２，２１７ ３，２６６
　　　（う ち 貯 金 利 息） ２，０３０ ２，８４２
　　　（うち給付補填備金繰入） １３ １７８
　　　（うち借入金利息） １７３ ２４５
　　　役 務 取 引 等 費 用 ５，１０９ ５，３９２
　　　そ の 他 経 常 費 用 ４８，５５１ ７２，６５０
　　　（うち貸倒引当金戻入額） △� １９，８２５ △� ８６８
　　　信 用 事 業 総 利 益 ２５１，６２７ ２４４，２８１
　⑶　共 済 事 業 収 益 ３３７，８４０ ３６０，２１９
　　　共 済 付 加 収 入 ３１４，９５３ ３３３，８９２
　　　そ の 他 の 収 益 ２２，８８６ ２６，３２６
　⑷　共 済 事 業 費 用 ４２，７２７ ４５，１１６
　　　共 済 推 進 費 １９，７５２ ２２，４４２
　　　共 済 保 全 費 ７，２８３ ７，６９７
　　　そ の 他 の 費 用 １５，６９１ １４，９７６
　　　共 済 事 業 総 利 益 ２９５，１１３ ３１５，１０２
　⑸　購 買 事 業 収 益 ３，３８５，６９９ ３，４２０，０８８
　　　購 買 品 供 給 高 ３，２１８，６０４ ３，２４８，２８０
　　　購 買 手 数 料 ７６，９０５ ７７，１１４
　　　修 理 サ ー ビ ス 料 ６９，８２４ ７９，０４９
　　　そ の 他 の 収 益 ２０，３６４ １５，６４４
　⑹　購 買 事 業 費 用 ２，９１０，７１１ ２，９４６，５８２
　　　購 買 品 供 給 原 価 ２，７１１，８１０ ２，７３７，７５４
　　　購 買 品 供 給 費 １７９，７３６ １８６，７６１
　　　修 理 サ ー ビ ス 費 ７，５４９ ８，５４６
　　　そ の 他 の 費 用 １１，６１５ １３，５１８
　　　（うち貸倒引当金繰入額） １，８５１ ３，２６８
　　　購 買 事 業 総 利 益 ４７４，９８７ ４７３，５０６
　⑺　販 売 事 業 収 益 ２５７，０３８ ２３５，５８０
　　　販 売 品 販 売 高 ３５，２４８ ４７，８０６
　　　販 売 手 数 料 １３０，５３０ １１０，５４８
　　　そ の 他 の 収 益 ９１，２５９ ７７，２２４
　⑻　販 売 事 業 費 用 ５１，４１８ ７２，３９１
　　　販 売 品 販 売 原 価 １６，８４０ ２７，５８８
　　　販 売 費 ３１，４３２ ４０，０５０
　　　そ の 他 の 費 用 ３，１４５ ４，７５２
　　　（うち貸倒引当金戻入額） △� １，６６７ △� ７５１
　　　販 売 事 業 総 利 益 ２０５，６１９ １６３，１８８
　⑼　保 管 事 業 収 益 ８５，３６２ ９８，７７９
　⑽　保 管 事 業 費 用 ５１，５３４ ４２，７７８
　　　保 管 事 業 総 利 益 ３３，８２７ ５６，０００

（単位：千円）

科 目
令和４年度
自令和４年４月１日
至令和５年３月３１日

令和３年度
自令和３年４月１日
至令和４年３月３１日

　⑾　加 工 事 業 費 用 － △� ７
　　　加 工 事 業 総 利 益 － ７
　⑿　利 用 事 業 収 益 ３９９，２５５ ４８７，１３８
　⒀　利 用 事 業 費 用 ３１６，２１４ ３３１，６０５
　　　利 用 事 業 総 利 益 ８３，０４０ １５５，５３３
　⒁　農業経営事業収益 ２０９ ８，４２６
　⒂　農業経営事業費用 ６０２ ８，２７１
　　　農業経営事業総利益 △� ３９２ １５５
　⒃　福祉・介護事業収益 １９，５１１ ３４，０６９
　⒄　福祉・介護事業費用 １１，７６１ ２０，４６２
　　　福祉・介護事業総利益 ７，７４９ １３，６０７
　⒅　指 導 事 業 収 入 １０，７６５ ９，８１２
　⒆　指 導 事 業 支 出 ９８，０９６ ９２，０１８
　　　指導事業収支差額 △� ８７，３３１ △� ８２，２０５
２　事 業 管 理 費 １，１５４，０９２ １，１９９，９３７
　⑴　人 件 費 ６８５，４３３ ７１４，２９３
　⑵　業 務 費 １１０，１３２ １０３，７２３
　⑶　諸 税 負 担 金 ４７，６６５ ５８，０９８
　⑷　施 設 費 ３０４，４９６ ３１６，７０７
　⑸　その他事業管理費 ６，３６５ ７，１１３
事 業 利 益 １１０，１４９ １３９，２４０
３　事 業 外 収 益 ６５，８４３ ７８，２９１
　⑴　受 取 雑 利 息 １，３６０ １，３５３
　⑵　受 取 出 資 配 当 金 ５０，２９８ ５０，２９３
　⑶　賃 貸 料 １，７８６ ２，６３６
　⑷　償 却 債 権 取 立 益 ６００ ８１０
　⑸　貸倒引当金戻入益 ２０３ －
　⑹　雑 収 入 １１，５９３ ２３，１９８
４　事 業 外 費 用 ２，３６４ ２，２６８
　⑴　寄 付 金 １，０２１ ３８３
　⑵　貸倒引当金繰入額 － ２６０
　⑶　雑 損 失 １，３４３ １，６２５
経 常 利 益 １７３，６２８ ２１５，２６３
５　特 別 利 益 ５，４０１ １８４，２７９
　⑴　固 定 資 産 処 分 益 ９９９ １，７６０
　⑵　一 般 補 助 金 ４，４０１ １８２，５１８
６　特 別 損 失 ９６，４２２ ２１９，６７６
　⑴　固 定 資 産 処 分 損 ４０，３７６ １７，９１６
　⑵　固 定 資 産 圧 縮 損 ４，４０１ １８２，０３３
　⑶　減 損 損 失 ５１，６４４ １９，７２６
税 引 前 当 期 利 益 ８２，６０６ １７９，８６５
法人税・住民税及び事業税 ２９，６９２ ５０，４１７
法 人 税 等 調 整 額 △� １５，０９１ △� ４７０
法 人 税 等 合 計 １４，６０１ ４９，９４７
当 期 剰 余 金 ６８，００５ １２９，９１８
当 期 首 繰 越 剰 余 金 ７１，５９７ ８３，６９６
会計方針の変更による累積的影響額 － △� １，２８６
遡及処理後当期首繰越剰余金 － ８２，４０９
園芸畜産振興積立金取崩額 ８，０８０ ９，１１８
当 期 未 処 分 剰 余 金 １４７，６８３ ２２１，４４６
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　３．キャッシュ・フロー計算書

科 目
令和４年度

自�令和４年４月１日
至�令和５年３月３１日

令和３年度
自�令和３年４月１日
至�令和４年３月３１日

１　事業活動によるキャッシュ・フロー
税 引 前 当 期 利 益 ８２，６０６ １７９，８６５
減 価 償 却 費 ２０９，４３４ ２２８，３８２
減 損 損 失 ５１，６４４ ３９，７９７
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額（△は減少） △� ３７，６８３ ２，０８０
退 職 給付引当金の増減額（△は減少） ５，６３３ ２，９１７
役員退職慰労金引当金の増減額（△は減少） ３，６４２ ４，３２５
外部出資等損失引当金の増減額（△は減少） － △� ５９２
信 用 事 業 資 金 運 用 収 益 △� ２７０，３３４ △� ２８３，６１５
信 用 事 業 資 金 調 達 費 用 ２，２１７ ３，２６６
受 取 雑 利 息 及 び 受 取 出 資 配 当 金 △� ５１，６５９ △� ５１，６４６
有 価 証 券 関 係 損 益（△は益） △� １７８ △� ２６
固 定 資 産 売 却 損 益（△は益） ３９，３７７ １６，１５５
固 定 資 産 圧 縮 損 ４，４０１ １７０，０２６

（信用事業活動による資産及び負債の増減）
貸 出 金 の 純 増 （△） 減 △� ２９，５１６ ９９，２７６
預 金 の 純 増 （△） 減 ２００，０００ △� ６００，０００
貯 金 の 純 増 減（△） ２２２，８６０ ２３５，９０１
信 用 事 業 借 入 金 の 純 増 減（△） △� ６，５６３ △� ７，９４６
その他の信用事業資産の純増減（△） △� １３，４７０ △� ８７，９６０
その他の信用事業負債の純増減（△） ３，５１３ △� ４０，５０１

（共済事業活動による資産及び負債の増減）
共 済 資 金 の 純 増 減（△） △� ２２，２２８ ２８，０８４
未 経 過 共 済 付 加 収 入 の 純 増 減（△） △� ２，９１２ △� ６，５１４
保 険 代 理 店 の 純 増 減（△） △� １０２ ２

（経済事業活動による資産及び負債の増減）
受取手形及び経済事業未収金の純増（△）減 △� ２，３８１ △� １１２，５２０
経 済 受 託 債 権 の 純 増 （△） 減 ５８１，２３７ ２３９，５３２
棚 卸 資 産 の 純 増 （△） 減 △� １０８，３６８ ２０，１３５
支払手形及び経済事業未払金の純増減（△） ２２，７４３ １３，６６８
経 済 受 託 債 務 の 純 増 減（△） △� ８４，９９７ ６６，２１８
その他の経済事業資産の純増減（△） ８，２７７ ３６，０４３

（そ の 他 の 資 産 及 び 負 債 の 増 減）
そ の 他 の 資 産 の 純 増 減（△） △� １３，９４０ １７，４７１
そ の 他 の 負 債 の 純 増 減（△） △� ３３，５２０ ４，１７５
信 用 事 業 資 金 運 用 に よ る 収 入 ２７４，４８７ ２８２，６９８
信 用 事 業 資 金 調 達 に よ る 支 出 △� ２，９７６ △� ４，４９３
共 済 貸 付 金 利 息 に よ る 収 入 １３ １９
小 計 １，０３１，２５８ ４９４，２２６

（単位：千円）
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科 目
令和４年度

自�令和４年４月１日
至�令和５年３月３１日

令和３年度
自�令和３年４月１日
至�令和４年３月３１日

雑 利 息 及 び 出 資 配 当 金 の 受 取 額 ５１，６５９ ５１，６４６
法 人 税 等 の 支 払 額 △� ５０，４１８ △� ４０，４５１
事業活動によるキャッシュ・フロー １，０３２，４９９ ５０５，４２２

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △� ５９５，４６３ △� ６９８，５７３
有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 － １００，０００
補 助 金 の 受 入 れ に よ る 収 入 ４，４０１ １７０，０２６
固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △� １０４，９７５ △� ４１５，７４９
固 定 資 産 の 除 却 に よ る 支 出 ６，２７０ △� １８，１８２
外 部 出 資 に よ る 支 出 － △� ２８０
外 部 出 資 の 売 却 等 に よ る 収 入 ５，８７２ １，０３０
投資活動によるキャッシュ・フロー △� ６９６，４３５ △� ８６１，７２９

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
出 資 の 増 額 に よ る 支 出 １３７，６２５ １４６，５２５
出 資 の 払 戻 し に よ る 支 出 △� １７０，３５０ △� １７９，１６５
持 分 の 取 得 に よ る 支 出 △� １７，４１５ △� ５６，１９５
持 分 の 譲 渡 に よ る 収 入 ４８，９３５ ８２，３０５
出 資 配 当 金 の 支 払 額 △� ２９，８４８ △� ３０，１７７
財務活動によるキャッシュ・フロー △� ３１，０５３ △� ３６，７０７

４　現金及び現金同等物の増加額（又は減少額） ３０５，００９ △� ３９３，０１４
５　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 １，５０５，８２６ １，９００，６０８
６　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 １，８１０，８３６ １，５０７，５９３
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　４．注　　記　　表
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
　１．次に掲げるものの評価基準及び評価方法
　　⑴�　有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価

基準及び評価方法
　　　①　満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）
　　　②　関連会社株式…………�移動平均法による原価

法
　　　③　その他有価証券
　　　　ア）時価のあるもの……�時価法（評価差額は全

部純資産直入法により
処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

　　　　イ）市場価格のない株式等
　　　　　　　　　　　　　……�移動平均法による原価

法
　　⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　①　購買品（肥料、農薬等）
　　　　　　　　　　　　　……�総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収
益性の低下による簿価
切下げの方法）

　　　②　購買品（農機製品）…�個別法による原価法
（貸借対照表価額は収
益性の低下による簿価
切下げの方法）

　　　③　購買品（農機部品、生活品等）
　　　　　　　　　　　　　……�売価還元法による低価

法
　　　④　販　売　品……………�総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収
益性の低下による簿価
切下げの方法）

　　　⑤　その他の棚卸資産……�総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収
益性の低下による簿価
切下げの方法）

　２．固定資産の減価償却の方法
　　⑴　有形固定資産
　　　�　定率法を採用しております。ただし、平成１０年

４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除
く）、並びに平成２８年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については、定額法を採用
しております。

　　⑵　無形固定資産
　　　　定額法

　３．引当金の計上基準
　　⑴　貸倒引当金
　　　�　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定

規程、経理規程及び資産の償却・引当要領に則り、
次のとおり計上しています。

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
　１．次に掲げるものの評価基準及び評価方法
　　⑴�　有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価

基準及び評価方法
　　　①　満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）
　　　②　関連会社株式…………�移動平均法による原価

法
　　　③　その他有価証券
　　　　ア）時価のあるもの……�時価法（評価差額は全

部純資産直入法により
処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

　　　　イ）市場価格のない株式等
　　　　　　　　　　　　　……�移動平均法による原価

法
　　⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　①　購買品（肥料、農薬等）
　　　　　　　　　　　　　……�総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収
益性の低下による簿価
切下げの方法）

　　　②　購買品（農機製品）…�個別法による原価法
（貸借対照表価額は収
益性の低下による簿価
切下げの方法）

　　　③　購買品（農機部品、生活品等）
　　　　　　　　　　　　　……�売価還元法による低価

法
　　　④　販　売　品……………�総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収
益性の低下による簿価
切下げの方法）

　　　⑤　その他の棚卸資産……�総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収
益性の低下による簿価
切下げの方法）

　２．固定資産の減価償却の方法
　　⑴　有形固定資産
　　　�　定率法を採用しております。ただし、平成１０年

４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除
く）、並びに平成２８年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については、定額法を採用
しております。

　　⑵　無形固定資産
　　　　定額法を採用しています。
　　　�　なお、自社利用ソフトウェアについては、当組

合における利用可能期間（５年）に基づく定額法
により償却しています。

　３．引当金の計上基準
　　⑴　貸倒引当金
　　　�　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定

規程、経理規程及び資産の償却・引当要領に則り、
次のとおり計上しています。
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令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

　　　�　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生
している債務者（以下「破綻先」という。）に係
る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下
「実質破綻先」という。）に係る債権については、
債権額から、担保の処分可能見込額および保証に
よる回収可能見込額を控除し、その残額を計上し
ています。

　　　�　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経
営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者
（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権のう
ち債権の元本の回収に係るキャッシュ・フローを
合理的に見積もることができる債権については、
当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価額から担
保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除した残額との差額を引当てています。な
お、債権残高が５，０００千円未満の債権については、
貸出金等に係る今後の予想損失額を見込んで計上
しており、予想損失額は、過去の一定期間におけ
る貸倒実績率の平均値に基づき算定しております。

　　　�　上記以外の債権については、主として今後１年
間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見
込んで計上しており、予想損失額は、１年間また
は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過
去の一定期間における平均値に基づき損失率を求
め、これに将来見込み等の必要な修正を加えて算
定しております。

　　　�　すべての債権は、資産査定規程に基づき、融資担
当部署等が資産査定を実施し、当該部署から独立
した資産監査部署が査定結果を監査しております。

　　⑵　退職給付引当金
　　　�　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当事業年度末に発生していると認められる額
を計上しています。なお、退職給付引当金及び退
職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都
合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を適用しています。

　　⑶　役員退職慰労引当金
　　　�　役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額を計上しています。
　４．収益及び費用の計上基準
　　�　当組合の利用者等との契約から生じる収益に関す
る主要な事業における主な履行義務の内容及び収益
を認識する通常の時点は以下のとおりです。

　　①　購 買 事 業
　　　�　農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共

　　　�　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生
している債務者（以下「破綻先」という。）に係
る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下
「実質破綻先」という。）に係る債権については、
債権額から、担保の処分可能見込額および保証に
よる回収可能見込額を控除し、その残額を計上し
ています。

　　　�　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経
営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者
（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権のう
ち債権の元本の回収に係るキャッシュ・フローを
合理的に見積もることができる債権については、
当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価額から担
保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除した残額との差額を引当てています。な
お、債権残高が５，０００千円未満の債権については、
貸出金等に係る今後の予想損失額を見込んで計上
しており、予想損失額は、過去の一定期間におけ
る貸倒実績率の平均値に基づき算定しております。

　　　�　上記以外の債権については、主として今後１年
間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見
込んで計上しており、予想損失額は、１年間また
は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過
去の一定期間における平均値に基づき損失率を求
め、これに将来見込み等の必要な修正を加えて算
定しております。

　　　�　すべての債権は、資産査定規程に基づき、融資担
当部署等が資産査定を実施し、当該部署から独立
した資産監査部署が査定結果を監査しております。

　　⑵　退職給付引当金
　　　�　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当事業年度末に発生していると認められる額
を計上しています。なお、退職給付引当金及び退
職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都
合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を適用しています。

　　⑶　役員退職慰労引当金
　　　�　役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額を計上しています。
　４．収益及び費用の計上基準
　　�　当組合は、「収益認識に関する会計基準」（企業会
計基準第２９号　２０２０年３月３１日）及び「収益認識に
関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第３０号　２０２１年３月２６日。以下「適用指針」とい
う。）を適用しており、約束した財又はサービスの
支配が利用者等に移転した時点で、もしくは、移転
するにつれて当該財又はサービスと交換に受け取る
と見込まれる金額で収益を認識しております。

　　�　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益
を認識する通常の時点は以下のとおりです。

　　①　購 買 事 業
　　　�　農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共
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令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

同購入し、組合員に供給する事業であり、当組合
は利用者等との契約に基づき、購買品を引き渡す
義務を負っております。この利用者等に対する履
行義務は、購買品の引き渡し時点で充足すること
から、当該時点で収益を認識しております。

　　②　販 売 事 業
　　　�　組合員が生産した農畜産物を当組合が集荷して

共同で業者等に販売する事業であり、当組合は利
用者等との契約に基づき、販売品を引き渡す義務
を負っております。この利用者等に対する履行義
務は、販売品の引き渡し時点で充足することから、
当該時点で収益を認識するほか、適用指針第９８項
に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時点で収
益を認識しております。

　　③　保 管 事 業
　　　�　組合員が生産した米・大豆等の農産物を保管・

管理する事業であり、当組合は利用者等との契約
に基づき、役務提供する義務を負っております。
この利用者等に対する履行義務は、農産物の保管
期間にわたって充足することから、当該サービス
の進捗度に応じて収益を認識しております。

　　④　利 用 事 業
　　　�　カントリーエレベーター・育苗センター・パッ

クセンター等の施設を設置して、共同で利用する
事業であり、当組合は利用者等との契約に基づき、
役務提供する義務を負っております。この利用者
等に対する履行義務は、各種施設の作業が完了し
た時点で充足することから、当該時点で収益を認
識しております。

　　⑤　福祉・介護事業
　　　�　要介護者を対象にした訪問介護・居宅介護・ケ

アプラン作成等の介護保険事業や高齢者生活支援
事業であり、当組合は利用者等との契約に基づき、
役務提供する義務を負っております。この利用者
等に対する履行義務は、施設の利用時点やサービ
スの提供時点で充足することから、当該時点で収
益を認識しております。

　　⑥　指 導 事 業
　　　�　組合員の営農にかかる各種相談・研修・経理

サービスを提供する事業であり、当組合は利用者
等との契約に基づき、役務提供する義務を負って
おります。この利用者等に対する履行義務は、主
にサービスの提供が完了した時点で充足すること
から、当該時点で収益を認識しております。

　５．消費税及び地方消費税の会計処理
　　�　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっています。

　６．記載金額の端数処理等
　　�　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しており、
金額千円未満の科目については「０」で表示してい
ます。

同購入し、組合員に供給する事業であり、当組合
は利用者等との契約に基づき、購買品を引き渡す
義務を負っております。この利用者等に対する履
行義務は、購買品の引き渡し時点で充足すること
から、当該時点で収益を認識しております。

　　②　販 売 事 業
　　　�　組合員が生産した農畜産物を当組合が集荷して

共同で業者等に販売する事業であり、当組合は利
用者等との契約に基づき、販売品を引き渡す義務
を負っております。この利用者等に対する履行義
務は、販売品の引き渡し時点で充足することから、
当該時点で収益を認識するほか、適用指針第９８項
に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時点で収
益を認識しております。

　　③　保 管 事 業
　　　�　組合員が生産した米・大豆等の農産物を保管・

管理する事業であり、当組合は利用者等との契約
に基づき、役務提供する義務を負っております。
この利用者等に対する履行義務は、農産物の保管
期間にわたって充足することから、当該サービス
の進捗度に応じて収益を認識しております。

　　④　利 用 事 業
　　　�　カントリーエレベーター・育苗センター・パッ

クセンター等の施設を設置して、共同で利用する
事業であり、当組合は利用者等との契約に基づき、
役務提供する義務を負っております。この利用者
等に対する履行義務は、各種施設の作業が完了し
た時点で充足することから、当該時点で収益を認
識しております。

　　⑤　福祉・介護事業
　　　�　要介護者を対象にした訪問介護・居宅介護・ケ

アプラン作成等の介護保険事業や高齢者生活支援
事業であり、当組合は利用者等との契約に基づき、
役務提供する義務を負っております。この利用者
等に対する履行義務は、施設の利用時点やサービ
スの提供時点で充足することから、当該時点で収
益を認識しております。

　　⑥　指 導 事 業
　　　�　組合員の営農にかかる各種相談・研修・経理

サービスを提供する事業であり、当組合は利用者
等との契約に基づき、役務提供する義務を負って
おります。この利用者等に対する履行義務は、主
にサービスの提供が完了した時点で充足すること
から、当該時点で収益を認識しております。

　５．消費税及び地方消費税の会計処理
　　�　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっています。

　６．記載金額の端数処理等
　　�　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しており、
金額千円未満の科目については「０」で表示してい
ます。
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令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

　７�．その他計算書類等の作成のための基本となる重要
な事項

　　⑴　事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法
　　　�　当組合は、事業別の収益及び費用について、事

業間取引の相殺表示を行っておりません。よって、
事業別の収益及び費用については、事業間の内部
取引も含めて表示しております。

　　　�　ただし、損益計算書の事業収益、事業費用につ
いては、農業協同組合法施行規則に従い、各事業
間の内部損益を除去した額を記載しております。

　　⑵　米共同計算
　　　�　当組合は生産者が生産した農作物を無条件委託

販売により販売を行い、販売代金と販売に要する
経費をプール計算することで生産者に支払いをす
る共同計算を行っております。

　　　�　共同計算については、販売を組合が行いプール
計算を行う「ＪＡ共同計算」と、販売を当組合が
再委託した全国農業協同組合連合会秋田県本部が
行い、県域でプール計算を行う「県域共同計算」
によっております。

　　　�　米共同計算の会計処理については、貸借対照表
の経済受託債権に、受託販売について生じた委託
者に対する立替金及び販売品の販売委託者に支
払った概算金を計上しております。

　　　�　また、経済受託債務に、受託販売品の販売代金
を計上しております。

　　　�　これらの経済受託債権および経済受託債務につ
いては、共同計算にかかる収入（販売代金等）と
支出（概算金、販売手数料、倉庫保管料、運搬費等）
の計算を行った時点や、当組合が受け取る販売手
数料を控除した残額を精算金として生産者に支
払った時点において、経済受託債権及び経済受託
債務を相殺・減少する会計処理を行っております。

　　⑶�　当組合が代理人として関与する取引の損益計算
書の表示

　　　�　購買事業収益のうち、当組合が代理人として購
買品の供給に関与している場合には、純額で収益
を認識して表示しております。また、販売事業収
益のうち、当組合が代理人として販売品の販売に
関与している場合には、総額で収益を認識して、
販売手数料として表示しております。

Ⅱ　会計方針の変更に関する注記

　７�．その他計算書類等の作成のための基本となる重要
な事項

　　⑴　事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法
　　　�　当組合は、事業別の収益及び費用について、事

業間取引の相殺表示を行っておりません。よって、
事業別の収益及び費用については、事業間の内部
取引も含めて表示しております。

　　　�　ただし、損益計算書の事業収益、事業費用につ
いては、農業協同組合法施行規則に従い、各事業
間の内部損益を除去した額を記載しております。

　　⑵　米共同計算
　　　�　当組合は生産者が生産した農作物を無条件委託

販売により販売を行い、販売代金と販売に要する
経費をプール計算することで生産者に支払いをす
る共同計算を行っております。

　　　�　共同計算については、販売を組合が行いプール
計算を行う「ＪＡ共同計算」と、販売を当組合が
再委託した全国農業協同組合連合会秋田県本部が
行い、県域でプール計算を行う「県域共同計算」
によっております。

　　　�　米共同計算の会計処理については、貸借対照表
の経済受託債権に、受託販売について生じた委託
者に対する立替金及び販売品の販売委託者に支
払った概算金を計上しております。

　　　�　また、経済受託債務に、受託販売品の販売代金
を計上しております。

　　　�　これらの経済受託債権および経済受託債務につ
いては、共同計算にかかる収入（販売代金等）と
支出（概算金、販売手数料、倉庫保管料、運搬費等）
の計算を行った時点や、当組合が受け取る販売手
数料を控除した残額を精算金として生産者に支
払った時点において、経済受託債権及び経済受託
債務を相殺・減少する会計処理を行っております。

　　⑶�　当組合が代理人として関与する取引の損益計算
書の表示

　　　�　購買事業収益のうち、当組合が代理人として購
買品の供給に関与している場合には、純額で収益
を認識して表示しております。また、販売事業収
益のうち、当組合が代理人として販売品の販売に
関与している場合には、総額で収益を認識して、
販売手数料として表示しております。

Ⅱ　会計方針の変更に関する注記
　１．収益認識に関する会計基準の適用
　　�　当組合は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計
基準第２９号　２０２０年３月３１日。以下「収益認識会計
基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第３０号　２０２１
年３月２６日）を当事業年度の期首から適用し、約束
した財又はサービスの支配が利用者等に移転した時
点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込
まれる金額で収益を認識することといたしました。

　　�　収益認識会計基準等の適用による主な変更点は次
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令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

　１．時価の算定に関する会計基準の適用
　　�　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第３１号　２０２１年６月１７日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業
年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針
第２７－２項に定める経過的な取扱に従って、時価算
定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来
にわたって適用することといたしました。これによ
る当事業年度の計算書類への影響はありません。

のとおりです。
　　①　代理人取引に係る収益認識
　　　�　財又はサービスを利用者等に移転する前に支配

していない場合、すなわち、利用者等に代わって
調達の手配を代理人として行う取引について、従
来は利用者等から受け取る対価の総額を収益とし
て認識しておりましたが、利用者等から受け取る
額から受入先（仕入先）に支払う額を控除した純
額で収益を認識する方法に変更しております。

　　②　購買事業における支払奨励金の会計処理
　　　�　購買事業において、利用者等に対して支払う各

種奨励金等が顧客へ支払われる対価と認められる
場合、従来は購買事業費用として計上しておりま
したが、取引価格から減額する方法に変更してお
ります。

　　③　返品権付取引に係る収益認識
　　　�　購買事業において、返品されると見込まれる購

買品の収益および供給原価相当額を除いた額を収
益および供給原価として認識する方法に変更して
おります。

　　④　全農委託米の米穀共同計算の収益認識
　　　�　販売事業の全農委託米の米穀共同計算において、

従来は当組合の倉庫から出荷した時点で収益を認
識しておりましたが、県域全体での販売実績進捗率
に基づき収益を認識する方法に変更しております。

　　⑤　ＬＰガスに関する収益認識
　　　�　購買事業におけるＬＰガスの供給に関して、従

来は毎月の検針日に確認した利用者等の使用量に
基づいて収益を認識しておりましたが、決算月に
おいては検針日から決算日までに生じた収益を合
理的に見積もって収益を認識する方法に変更して
おります。

　　　�収益認識会計基準等の適用については、収益認識
会計基準第８４項ただし書きに定める経過的な取扱
いに従っており、当事業年度の期首より前に新た
な会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、
当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期
首残高から新たな会計方針を適用しております。

　　　�この結果、利益剰余金の当期首残高は、１，２８６千
円減少しております。また、当事業年度の事業収
益が２９６，９０８千円、事業費用が３０３，０９４千円それぞ
れ減少し、事業利益、経常利益及び税引前当期利
益が６，１８５千円それぞれ増加しております。

　２�．時価の算定に関する会計基準の適用
　　�　当組合は、「時価の算定に関する会計基準」（企業
会計基準第３０号　２０１９年７月４日。以下「時価算定
会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適
用し、時価算定会計基準第１９項及び「金融商品に関
する会計基準」（企業会計基準第１０号　２０１９年７月
４日）第４４－２項に定める経過的な取扱いに従って、
時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将
来にわたって適用することといたしました。これに
よる当事業年度の計算書類への影響はありません。
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令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

Ⅲ　会計上の見積りに関する注記
　１．繰延税金資産の回収可能性
　　⑴�　当事業年度の計算書類に計上した金額
� ５８，５６８千円（繰延税金負債との相殺前）
　　⑵�　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情

報
　　　�　繰延税金資産の計上は、翌事業年度以降におい

て将来減算一時差異を利用可能な課税所得の見積
り額を限度として行っています。

　　　�　翌事業年度以降の課税所得の見積りについては、
令和５年３月に作成した中期経営計画を基礎とし
て、当組合が将来獲得可能な課税所得の時期およ
び金額を合理的に見積っております。

　　　�　しかし、これらの見積りは将来の不確実な経
営環境および組合の経営状況の影響を受けます。
よって、実際に課税所得が生じた時期および金額
が見積りと異なった場合には、翌事業年度以降の
計算書類において認識する繰延税金資産の金額に
重要な影響を与える可能性があります。

　　　�　また、将来の税制改正により、法定実効税率が
変更された場合には、翌事業年度以降の計算書類
において認識する繰延税金資産の金額に重要な影
響を与える可能性があります。

　２．固定資産の減損
　　⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額
� ５１，６４４千円
　　⑵�　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情

報
　　　�　資産グループに減損の兆候が存在する場合には、

当該資産グループの割引前将来キャッシュ・フ
ローと帳簿価額を比較することにより、当該資産
グループについての減損の要否の判定を実施して
おります。

　　　�　減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・
フロー生成単位については、他の資産または資産
グループのキャッシュ・インフローから概ね独立
したキャッシュ・インフローを生成させるものと
して識別される資産グループの最小単位としてお
ります。

　　　�　固定資産の減損の要否の判定において、将来
キャッシュ・フローについては、令和５年３月に
作成した中期経営計画を基礎として算出しており、
中期計画以降の将来キャッシュ・フローや、割引
率等については、一定の仮定を設定して算出して
おります。

　　　�　これらの仮定は将来の不確実な経営環境及び組
合の経営状況の影響を受け、翌事業年度以降の計
算書類に重要な影響を与える可能性があります。

　３．貸倒引当金
　　⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　　貸倒引当金　２５１，８９７千円

Ⅲ　会計上の見積りに関する注記
　１．繰延税金資産の回収可能性
　　⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額
� ４４，１１３千円（繰延税金負債との相殺前）
　　⑵�　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情

報
　　　�　繰延税金資産の計上は、翌事業年度以降におい

て将来減算一時差異を利用可能な課税所得の見積
り額を限度として行っています。

　　　�　翌事業年度以降の課税所得の見積りについては、
令和４年３月に作成した中期経営計画を基礎とし
て、当組合が将来獲得可能な課税所得の時期およ
び金額を合理的に見積っております。

　　　�　しかし、これらの見積りは将来の不確実な経
営環境および組合の経営状況の影響を受けます。
よって、実際に課税所得が生じた時期および金額
が見積りと異なった場合には、翌事業年度以降の
計算書類において認識する繰延税金資産の金額に
重要な影響を与える可能性があります。

　　　�　また、将来の税制改正により、法定実効税率が
変更された場合には、翌事業年度以降の計算書類
において認識する繰延税金資産の金額に重要な影
響を与える可能性があります。

　２．固定資産の減損
　　⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額
� １９，７２６千円
　　⑵�　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情

報
　　　�　資産グループに減損の兆候が存在する場合には、

当該資産グループの割引前将来キャッシュ・フ
ローと帳簿価額を比較することにより、当該資産
グループについての減損の要否の判定を実施して
おります。

　　　�　減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・
フロー生成単位については、他の資産または資産
グループのキャッシュ・インフローから概ね独立
したキャッシュ・インフローを生成させるものと
して識別される資産グループの最小単位としてお
ります。

　　　�　固定資産の減損の要否の判定において、将来
キャッシュ・フローについては、令和４年３月に
作成した中期経営計画を基礎として算出しており、
中期計画以降の将来キャッシュ・フローや、割引
率等については、一定の仮定を設定して算出して
おります。

　　　�　これらの仮定は将来の不確実な経営環境及び組
合の経営状況の影響を受け、翌事業年度以降の計
算書類に重要な影響を与える可能性があります。

　３．貸倒引当金
　　⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　　貸倒引当金　２８９，５８１千円
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　　⑵�　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情
報

　　　①　算定方法
　　　　�　「Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注

記」の「３．引当金の計上基準」の「⑴貸倒引
当金」に記載しております。

　　　②　主要な仮定
　　　　�　主要な仮定は、「債務者区分の判定における

貸出先の将来の業績見通し」であります。「債
務者区分の判定における貸出先の将来の業績見
通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評
価し、設定しております。

　　　③　翌事業年度に係る計算書類に与える影響
　　　　�　個別貸出先の業績変化等により、当初の見積

りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度
に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影
響を及ぼす可能性があります。

Ⅳ　貸借対照表に関する注記
　１．有形固定資産に係る圧縮記帳額
　　�　国庫補助金、工事負担金等により有形固定資産の
取得価額から控除している圧縮記帳額は１，８９２，８３９千
円であり、その内訳は、次のとおりです。

　　　　建　　　物� ５６０，８２９千円　　　　　　　　
　　　　構　築　物� ２９５，８０９千円　　　　　　　　
　　　　機 械 装 置� ９８９，４８３千円　　　　　　　　
　　　　車両運搬具� １２，２８７千円　　　　　　　　
　　　　工具器具備品� ２７，０７７千円　　　　　　　　
　　　　土　　　地� ７，３５１千円　　　　　　　　
　２．担保に供している資産
　　�　定期預金９００，０００千円を為替決済の担保に供して
います。

　３．子会社等に対する金銭債権・債務
　　　子会社等に対する金銭債権の総額� ９１，２０１千円
　　　子会社等に対する金銭債務の総額� １２９，５３３千円
　４．役員との間の取引による役員に対する金銭債権
　　　理事及び監事に対する金銭債権の総額
� ９７，５１５千円
　５�．債権のうち農業協同組合法施行規則第２０４条第１
項第１号ホ⑵ⅰからⅳまでに掲げるものの額及びそ
の合計額

　　�　債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債
権額は１５９，０６１千円、危険債権額は２６，４１６千円です。

　　�　なお、破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立
て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対
する債権及びこれらに準ずる債権です。

　　�　また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態に
は至っていないものの、財政状態及び経営成績が悪
化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受
取りができない可能性の高い債権（破産更生債権及
びこれらに準ずる債権を除く。）です。

　　�　債権のうち、三月以上延滞債権額および貸出条件

　　⑵�　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情
報

　　　①　算定方法
　　　　�　「Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注

記」の「３．引当金の計上基準」の「⑴貸倒引
当金」に記載しております。

　　　②　主要な仮定
　　　　�　主要な仮定は、「債務者区分の判定における

貸出先の将来の業績見通し」であります。「債
務者区分の判定における貸出先の将来の業績見
通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評
価し、設定しております。

　　　③　翌事業年度に係る計算書類に与える影響
　　　　�　個別貸出先の業績変化等により、当初の見積

りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度
に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影
響を及ぼす可能性があります。

Ⅳ　貸借対照表に関する注記
　１．有形固定資産に係る圧縮記帳額
　　�　国庫補助金、工事負担金等により有形固定資産の
取得価額から控除している圧縮記帳額は１，８８９，７０５千
円であり、その内訳は、次のとおりです。

　　　　建　　　物� ５６０，８２９千円　　　　　　　　
　　　　構　築　物� ２９５，８０９千円　　　　　　　　
　　　　機 械 装 置� ９８７，５８９千円　　　　　　　　
　　　　車両運搬具� １２，４１２千円　　　　　　　　
　　　　工具器具備品� ２５，７１２千円　　　　　　　　
　　　　土　　　地� ７，３５１千円　　　　　　　　
　２．担保に供している資産
　　�　定期預金９００，０００千円を為替決済の担保に供して
います。

　３．子会社等に対する金銭債権・債務
　　　子会社等に対する金銭債権の総額� ９８，２５９千円
　　　子会社等に対する金銭債務の総額� １０３，３６９千円
　４．役員との間の取引による役員に対する金銭債権
　　　理事及び監事に対する金銭債権の総額
� ９６，５９６千円
　５�．債権のうち農業協同組合法施行規則第２０４条第１
項第１号ホ⑵⒤からⅳまでに掲げるものの額及びそ
の合計額

　　�　債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債
権額は１９３，０３７千円、危険債権額は４１，０４５千円です。

　　�　なお、破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立
て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対
する債権及びこれらに準ずる債権です。

　　�　また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態に
は至っていないものの、財政状態及び経営成績が悪
化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受
取りができない可能性の高い債権（破産更生債権及
びこれらに準ずる債権を除く。）です。

　　�　債権のうち、三月以上延滞債権額および貸出条件
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緩和債権額はありません。
　　�　なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支
払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸
出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権及び危
険債権に該当しないものです。

　　�　また、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利
息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産
更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三
月以上延滞債権に該当しないものです。

　　�　破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、
三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の合計額は
１８５，４７７千円です。

　　�　なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前
の金額です。

Ⅴ　損益計算書に関する注記
　１．子会社等との取引高の総額
　　⑴　子会社等との取引による収益総額� ２，２４８千円
　　　　うち事業取引高� ２，２４８千円
　　⑵　子会社等との取引による費用総額� １千円
　　　　うち事業取引高　� １千円
　２．減損損失に関する注記
　　⑴�　資産をグループ化した方法の概要及び減損損失

を認識した資産又は資産グループの概要
　　　�　当組合では、投資の意思決定を行う単位として

グルーピングを実施した結果、営業店舗について
は店舗ごとに、また、業務外固定資産（遊休資産
と賃貸固定資産）については、各固定資産をグ
ルーピングの最小単位としています。

　　　�　本店（企画総務部・監査室）については独立し
たキャッシュ・フローを産み出さないものの、他
の資産グループのキャッシュ・フローの生成に寄
与していることから、共用資産と認識しています。

　　　�　農業関連施設（ＣＥ・パックセンター）につい
ては組合の事業利用促進により他の資産グループ
のキャッシュ・フロー生成に寄与していることか
ら、共用資産と認識しています。

　　　�　福祉介護事業所は管内の地域住民を対象として
おり、組合員の営農の一助（家族の介護）として
も事業展開し、組合全体のキャッシュ・フロー生
成に寄与していることから、共用資産と認識して
おります。

　　　�　当事業年度に減損損失を計上した固定資産は、
以下のとおりです。

場 所 用 途 種 類 そ の 他
上 岩 川 小 又 口 遊 休 資 産 土 地 業務外固定資産
浜田トラクター格納庫跡地 遊 休 資 産 土 地 業務外固定資産
琴 丘 ２ 号 倉 庫 遊 休 資 産 建 物 、 土 地 業 務 廃 止
味 噌 保 管 庫 遊 休 資 産 建 物 、 土 地 業 務 廃 止
旧ふれあい課事務所他 遊 休 資 産 建 物 、 土 地 業 務 廃 止

北部営農センター 営業用店舗 建物、機械装置、車両
運搬具、構築物、土地

事 業 利 益
継続マイナス

緩和債権額はありません。
　　�　なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支
払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸
出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権及び危
険債権に該当しないものです。

　　�　また、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利
息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産
更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三
月以上延滞債権に該当しないものです。

　　�　破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、
三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の合計額は
２３４，０８３千円です。

　　�　なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前
の金額です。

Ⅴ　損益計算書に関する注記
　１．子会社等との取引高の総額
　　⑴　子会社等との取引による収益総額� ２，１９５千円
　　　　うち事業取引高� ２，１９５千円
　　⑵　子会社等との取引による費用総額� １千円
　　　　うち事業取引高� １千円
　２．減損損失に関する注記
　　⑴�　資産をグループ化した方法の概要及び減損損失

を認識した資産又は資産グループの概要
　　　�　当組合では、投資の意思決定を行う単位として

グルーピングを実施した結果、営業店舗について
は店舗ごとに、また、業務外固定資産（遊休資産
と賃貸固定資産）については、各固定資産をグ
ルーピングの最小単位としています。

　　　�　本店（企画総務部・監査室）については独立し
たキャッシュ・フローを産み出さないものの、他
の資産グループのキャッシュ・フローの生成に寄
与していることから、共用資産と認識しています。

　　　�　農業関連施設（ＣＥ・パックセンター）につい
ては組合の事業利用促進により他の資産グループ
のキャッシュ・フロー生成に寄与していることか
ら、共用資産と認識しています。

　　　�　福祉介護事業所は管内の地域住民を対象として
おり、組合員の営農の一助（家族の介護）として
も事業展開し、組合全体のキャッシュ・フロー生
成に寄与していることから、共用資産と認識して
おります。

　　　�　当事業年度に減損損失を計上した固定資産は、
以下のとおりです。

場 所 用 途 種 類 そ の 他
上 岩 川 小 又 口 遊 休 資 産 土 地 業務外固定資産
浜田トラクター格納庫跡地 遊 休 資 産 土 地 業務外固定資産

芦 崎 資 材 倉 庫 遊 休 資 産 建物、土地、構
築物、機械装置 業 務 廃 止

山本支店食材センター他 遊 休 資 産 土 地 、 建 物 業 務 廃 止

八 森 給 油 所 営業用店舗 建 物 事 業 利 益
継続マイナス
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　　⑵　減損損失の認識に至った経緯
　　　�　上岩川小又口、浜田トラクター格納庫跡地につ

いては固定資産評価額が下落したため、帳簿価額
との差額を減損損失として認識しました。

　　　�　琴丘２号倉庫、味噌保管庫、旧ふれあい課事務
所他については、業務を廃止したことから、遊休
資産として処分可能額で評価し、帳簿価額との差
額を減損損失として認識しました。

　　　�　北部営農センターについては二期間連続事業利
益が赤字であり、短期的に業績の改善が見込めな
いことから帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失と認識しました。

　　⑶�　減損損失の金額について、特別損失に計上した
金額と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳

　　　　上岩川小又口� １６千円（土地　１６千円）　　
　　　　浜田トラクター格納庫跡地
� ２８千円（土地　２８千円）　　
　　　　琴丘２号倉庫� ９８８千円　　　　　　　　　　
　　　　　　　�（建物　９４９千円、土地　３９千円）
　　　　味噌保管庫� ２，６７５千円　　　　　　　　　　
　　　　　　　�（建物　２，６５４千円、土地　２１千円）
　　　　旧ふれあい課事務所他
� ５，４８５千円　　　　　　　　　　
　　　　　　　�（建物　２，７８２千円、土地　２，７０２千円）
　　　　北部営農センター
� ４２，４５０千円　　　　　　　　　　
　　　　　　　�（建物　１２，００６千円、機械装置　１，５０６千円、

車両運搬具　９８９千円、構築物　７，２２４千円、
土地　２０，７２３千円）

　　　　合　　　計� ５１，６４４千円　　　　　　　　　　
　　　　　　建　　　物� １８，３９２千円　　　　　　　
　　　　　　機 械 装 置� １，５０６千円　　　　　　　
　　　　　　車両運搬具� ９８９千円　　　　　　　
　　　　　　構　築　物� ７，２２４千円　　　　　　　
　　　　　　土　　　地� ２３，５３１千円　　　　　　　
　　⑷　回収可能価額の算定方法
　　　�　上岩川小又口、浜田トラクター格納庫跡地、琴

丘２号倉庫、味噌保管庫、旧ふれあい課事務所他
については、固定資産の回収可能価額には正味売
却価額を採用し、その時価は固定資産税評価額に
基づき算定しています。

　　　�　北部営農センターの固定資産の回収可能価額に
は使用価値を採用し、適用した割引率は８．２７％で
す。

Ⅵ　金融商品に関する注記
　１．金融商品の状況に関する事項
　　⑴　金融商品に対する取り組み方針
　　　�　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を

原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ

　　⑵　減損損失の認識に至った経緯
　　　�　上岩川小又口、浜田トラクター格納庫跡地につ

いては固定資産評価額が下落したため、帳簿価額
との差額を減損損失として認識しました。

　　　�　芦崎資材倉庫については、業務を廃止したこと
から、遊休資産として処分可能額で評価し、帳簿
価額との差額を減損損失として認識しました。

　　　�　山本支店食材センター他については、業務を廃
止したことから、遊休資産として処分可能額で評
価し、帳簿価額との差額を減損損失として認識し
ました。

　　　�　八森給油所については二期間連続事業利益が赤
字であり、短期的に業績の改善が見込めないこと
から帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失と認識しました。

　　⑶�　減損損失の金額について、特別損失に計上した
金額と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳

　　　　上岩川小又口� １３千円（土地　１３千円）　　
　　　　浜田トラクター格納庫跡地
� ５８千円（土地　５８千円）　　
　　　　芦崎資材倉庫�１２，３６６千円　　　　　　　　　　
　　　　　　　�（建物　７９千円、土地　１１，４５７千円、構

築物　８１７千円、機械装置　１２千円）
　　　　山本支店食材センター他
� ７，０１７千円　　　　　　　　　　
　　　　　　　（建物　１，５１２千円、土地　５，５０５千円）
　　　　八森給油所� ２７０千円（建物　２７０千円）　
　　　　合　　　計� １９，７２６千円　　　　　　　　　　
　　　　　　建　　　物� １，８６２千円　　　　　　　
　　　　　　土　　　地� １７，０３４千円　　　　　　　
　　　　　　構　築　物� ８１７千円　　　　　　　
　　　　　　機 械 装 置� １２千円　　　　　　　

　　⑷　回収可能価額の算定方法
　　　�　上岩川小又口、浜田トラクター格納庫跡地、芦

崎資材倉庫、山本支店食材センター他については、
固定資産の回収可能価額には正味売却価額を採用
し、その時価は固定資産税評価額に基づき算定し
ています。

　　　�　八森給油所の固定資産の回収可能価額には使用
価値を採用し、適用した割引率は６．０４％です。

Ⅵ　金融商品に関する注記
　１．金融商品の状況に関する事項
　　⑴　金融商品に対する取り組み方針
　　　�　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を

原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ
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貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けてい
るほか、国債や地方債などの有価証券による運用
を行っています。

　　⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　　　�　当組合が保有する金融資産は、主として当組合

管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であ
り、貸出金は、組合員等の契約不履行によっても
たらされる信用リスクに晒されています。

　　　�　また、有価証券は、すべて債券であり、満期保
有目的及び純投資目的（その他有価証券）で保有
しています。これらは発行体の信用リスク、金利
の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒され
ています。営業債権である経済事業未収金は、組
合員等の信用リスクに晒されています。

　　⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　　　①　信用リスクの管理
　　　　�　当組合は、個別の重要案件又は大口案件につ

いては理事会において対応方針を決定していま
す。また、通常の貸出取引については、企画総
務部に企画審査課を設置し信用部門との連携を
図りながら、与信審査を行っています。審査に
あたっては、取引先のキャッシュ・フローなど
により償還能力の評価を行うとともに、担保評
価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定
を行っています。貸出取引において資産の健全
性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を
厳正に行っています。不良債権については管
理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に
取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、
貸倒引当金については「資産の償却・引当要
領」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の
健全化に努めています。

　　　②　市場リスクの管理
　　　　�　当組合では、金利リスク、価格変動リスクな

どの市場性リスクを的確にコントロールするこ
とにより、収益化及び財務の安定化を図ってい
ます。このため、財務の健全性維持と収益力強
化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資
産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融
情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造
の構築に努めています。

　　　　�　とりわけ、有価証券運用については、市場動
向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合
の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭ
などを考慮し、理事会において運用方針を定め
るとともに、経営層で構成するリスク管理委員
会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び
意思決定を行っています。運用部門は、理事会
で決定した運用方針及びリスク管理委員会で決
定された方針などに基づき、有価証券の売買を
行っています。運用部門が行った取引について
はリスク管理部門が適切な執行を行っているか
どうかチェックし定期的にリスク量の測定を行

貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けてい
るほか、国債や地方債などの有価証券による運用
を行っています。

　　⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　　　�　当組合が保有する金融資産は、主として当組合

管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であ
り、貸出金は、組合員等の契約不履行によっても
たらされる信用リスクに晒されています。

　　　�　また、有価証券は、すべて債券であり、満期保
有目的及び純投資目的（その他有価証券）で保有
しています。これらは発行体の信用リスク、金利
の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒され
ています。営業債権である経済事業未収金は、組
合員等の信用リスクに晒されています。

　　⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　　　①　信用リスクの管理
　　　　�　当組合は、個別の重要案件又は大口案件につ

いては理事会において対応方針を決定していま
す。また、通常の貸出取引については、企画総
務部に企画審査課を設置し信用部門との連携を
図りながら、与信審査を行っています。審査に
あたっては、取引先のキャッシュ・フローなど
により償還能力の評価を行うとともに、担保評
価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定
を行っています。貸出取引において資産の健全
性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を
厳正に行っています。不良債権については管
理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に
取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、
貸倒引当金については「資産の償却・引当要
領」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の
健全化に努めています。

　　　②　市場リスクの管理
　　　　�　当組合では、金利リスク、価格変動リスクな

どの市場性リスクを的確にコントロールするこ
とにより、収益化及び財務の安定化を図ってい
ます。このため、財務の健全性維持と収益力強
化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資
産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融
情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造
の構築に努めています。

　　　　�　とりわけ、有価証券運用については、市場動
向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合
の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭ
などを考慮し、理事会において運用方針を定め
るとともに、経営層で構成するリスク管理委員
会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び
意思決定を行っています。運用部門は、理事会
で決定した運用方針及びリスク管理委員会で決
定された方針などに基づき、有価証券の売買を
行っています。運用部門が行った取引について
はリスク管理部門が適切な執行を行っているか
どうかチェックし定期的にリスク量の測定を行
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い経営層に報告しています。
　　　　（市場リスクに係る定量的情報）
　　　　�　当組合で保有している金融商品はすべてト

レーディング目的以外の金融商品です。当組合
において、主要なリスク変数である金利リスク
の影響を受ける主たる金融商品は、預金、有価
証券のうちその他有価証券に分類している債券、
貸出金、貯金及び借入金です。

　　　　�　当組合では、これらの金融資産及び金融負債
について、期末後１年程度の金利の合理的な予
想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の
変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利
用しています。

　　　　�　金利以外のすべてのリスク変数が一定である
と仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利
が０．２％上昇したものと想定した場合には、経
済価値が９６，０５３千円減少するものと把握してい
ます。

　　　　�　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定
の場合を前提としており、金利とその他のリス
ク変数の相関を考慮していません。

　　　　�　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変
動が生じた場合には、算定額を超える影響が生
じる可能性があります。

　　　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　　�　当組合では、資金繰りリスクについては、運

用・調達について月次の資金計画を作成し、安
定的な流動性の確保に努めています。また、市
場流動性リスクについては、投資判断を行う上
での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる
流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針
などの策定の際に検討を行っています。

　　⑷�　金融商品の時価等に関する事項についての補足
説明

　　　�　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）に
は、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額（これに準ず
る価額を含む）が含まれています。当該価額の算
定においては一定の前提条件等を採用しているた
め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が
異なることもあります。

　２．金融商品の時価に関する事項
　　⑴　金融商品の貸借対照表計上額及び時価等
　　　�　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価

及びこれらの差額は、次のとおりです。
　　　�　なお、市場価格のない株式等は、次表には含め

ておりません。

い経営層に報告しています。
　　　　（市場リスクに係る定量的情報）
　　　　�　当組合で保有している金融商品はすべてト

レーディング目的以外の金融商品です。当組合
において、主要なリスク変数である金利リスク
の影響を受ける主たる金融商品は、預金、有価
証券のうちその他有価証券に分類している債券、
貸出金、貯金及び借入金です。

　　　　�　当組合では、これらの金融資産及び金融負債
について、期末後１年程度の金利の合理的な予
想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の
変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利
用しています。

　　　　�　金利以外のすべてのリスク変数が一定である
と仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利
が０．２％上昇したものと想定した場合には、経
済価値が４，５４３千円減少するものと把握してい
ます。

　　　　�　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定
の場合を前提としており、金利とその他のリス
ク変数の相関を考慮していません。

　　　　�　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変
動が生じた場合には、算定額を超える影響が生
じる可能性があります。

　　　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　　�　当組合では、資金繰りリスクについては、運

用・調達について月次の資金計画を作成し、安
定的な流動性の確保に努めています。また、市
場流動性リスクについては、投資判断を行う上
での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる
流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針
などの策定の際に検討を行っています。

　　⑷�　金融商品の時価等に関する事項についての補足
説明

　　　�　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）に
は、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額（これに準ず
る価額を含む）が含まれています。当該価額の算
定においては一定の前提条件等を採用しているた
め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が
異なることもあります。

　２．金融商品の時価に関する事項
　　⑴　金融商品の貸借対照表計上額及び時価等
　　　�　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価

及びこれらの差額は、次のとおりです。
　　　�　なお、市場価格のない株式等は、次表には含め

ておりません。
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� （単位：千円）
貸借対照表計上額 時 価 差額

預 金 ２７，５５５，７６７ ２７，５５３，００９ △� ２，７５８
有 価 証 券
満期保有目的の債券 ２０，０００ ２０，０４２ ４１
そ の 他 有 価 証 券 ３，６４７，０４０ ３，６４７，０４０ －
貸 出 金 ６，８３１，６７４
貸 倒引当金（＊１） △� １９１，１６９
貸倒引当金控除後 ６，６４０，５０５ ６，７５８，９５０ １１８，４４４

経 済 事 業 未 収 金 １，１５５，２１２
貸 倒引当金（＊２） △� ６０，６０７
貸倒引当金控除後 １，０９４，６０５ １，０９４，６０５ －

経 済 受 託 債 権 １，２４０，７６３ １，２４０，７６３ －
資 産 計 ４０，１９８，６８２ ４０，３１４，４１０ １１５，７２７
貯 金 ４１，８１３，５４５ ４１，８０７，６５８ △� ５，８８６
負 債 計 ４１，８１３，５４５ ４１，８０７，６５８ △� ５，８８６

（＊１�）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒
引当金を控除しています。

（＊２�）経済事業未収金に対応する一般貸倒引当金及び
個別貸倒引当金を控除しています。

　　⑵　金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明
　　　【資　産】
　　　①　預　　　金
　　　　�　満期のない預金については、時価は帳簿価額

と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ています。満期のある預金については、期間に
基づく区分ごとに、リスクフリーレートである
翌日物金利スワップ（Overnight　Index　Swap　
以下ＯＩＳという）のレートで割り引いた現在
価値を時価に代わる金額として算定しています。

　　　②　有 価 証 券
　　　　�　債券は取引金融機関等から提示された価格に

よっています。
　　　③　貸　出　金
　　　　�　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期

間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状
態が実行後大きく異なっていない限り、時価は
帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額
によっています。

　　　　�　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類
及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額
をリスクフリーレートであるＯＩＳで割り引い
た額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金
額として算定しています。

　　　　�　また、延滞の生じている債権・期限の利益を
喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当
金を控除した額を時価に代わる金額としていま
す。

　　　④　経済事業未収金
　　　　�　経済事業未収金については短期間で決済され

るため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっています。

　　　　�　また、延滞の生じている債権・期限の利益を
喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引

� （単位：千円）
貸借対照表計上額 時 価 差額

預 金 ２７，５３６，４９１ ２７，５３７，０１６ ５２５
有 価 証 券
満期保有目的の債券 ２０，００３ ２０，２１２ ２０８
そ の 他 有 価 証 券 ３，２００，６１０ ３，２００，６１０ －
貸 出 金 ６，８０２，１５８ － －
貸倒引当金（＊１） △� ２１０，９９４ － －
貸倒引当金控除後 ６，５９１，１６３ ６，７３５，３４４ １４４，１８１
経 済 事 業 未 収 金 １，１５２，８３０ － －
貸倒引当金（＊２） △� ７８，２６１ － －
貸倒引当金控除後 １，０７４，５６９ １，０７４，５６９ －
経 済 受 託 債 権 １，８２２，０００ １，８２２，０００ －
資 産 計 ４０，２４４，８３９ ４０，３８９，７５３ １４４，９１４
貯 金 ４１，５９０，６８４ ４１，５８９，６５８ △� １，０２６
負 債 計 ４１，５９０，６８４ ４１，５８９，６５８ △� １，０２６

（＊１�）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒
引当金を控除しています。

（＊２�）経済事業未収金に対応する一般貸倒引当金及び
個別貸倒引当金を控除しています。

　　⑵　金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明
　　　【資　産】
　　　①　預　　　金
　　　　�　満期のない預金については、時価は帳簿価額

と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ています。満期のある預金については、期間に
基づく区分ごとに、リスクフリーレートである
翌日物金利スワップ（Overnight　Index　Swap　
以下ＯＩＳという）のレートで割り引いた現在
価値を時価に代わる金額として算定しています。

　　　②　有 価 証 券
　　　　�　債券は取引金融機関等から提示された価格に

よっています。
　　　③　貸　出　金
　　　　�　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期

間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状
態が実行後大きく異なっていない限り、時価は
帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額
によっています。

　　　　�　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類
及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額
をリスクフリーレートであるＯＩＳで割り引い
た額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金
額として算定しています。

　　　　�　また、延滞の生じている債権・期限の利益を
喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当
金を控除した額を時価に代わる金額としていま
す。

　　　④　経済事業未収金
　　　　�　経済事業未収金については短期間で決済され

るため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっています。

　　　　�　また、延滞の生じている債権・期限の利益を
喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引

─ 39 ─



令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

当金を控除した額を時価に代わる金額としてい
ます。

　　　⑤　経済受託債権
　　　　�　経済受託債権については短期間で決済される

ため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっています。

　　　【負　債】
　　　①　貯　　　金
　　　　�　要求払貯金については、決算日に要求された

場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしてい
ます。また、定期性貯金については、期間に基
づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローを
リスクフリーレートであるＯＩＳで割り引いた
現在価値を時価に代わる金額として算定してい
ます。

　　⑶　市場価格のない株式等
　　　�　市場価格のない株式等は次のとおりであり、こ

れらは⑴の金融商品の時価情報には含まれていま
せん。� （単位：千円）

貸借対照表計上額

外 部 出 資 ３，２２１，３２６

　　⑷�　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の
償還予定額� （単位：千円）

１年以内 １ 年 超
２年以内

２ 年 超
３年以内

預金 ２６，２６６，２５０ － －
有価証券
満期保有目的の債券 ２０，０００ － －
その他有価証券のう
ち満期があるもの － － －

貸出金（＊１、２） １，１４１，１５５ ７１１，３１１ ６０１，９８７
経済事業未収金（＊３） １，１０６，６９１ － －
経済受託債権 １，２４０，７６３ － －

合 計 ２９，７７４，８６０ ７１１，３１１ ６０１，９８７
３ 年 超
４年以内

４ 年 超
５年以内 ５ 年 超

預金 － － －
有価証券
満期保有目的の債券 － － －
その他有価証券のう
ち満期があるもの － － ３，８００，０００

貸出金（＊１、２） ４６９，８５８ ３６９，４６８ ３，３８６，４０５
経済事業未収金（＊３） － － －
経済受託債権 － － －

合 計 ４６９，８５８ ３６９，４６８ ７，１８６，４０５

（＊１�）貸出金のうち、当座貸越１９１，２６５千円について
は「１年以内」に含めています。

（＊２�）貸出金のうち、３ヵ月以上延滞が生じている債
権・期限の利益を喪失した債権等１５１，４８７千円は
償還の予定が見込まれないため、含まれていません。

当金を控除した額を時価に代わる金額としてい
ます。

　　　⑤　経済受託債権
　　　　�　経済受託債権については短期間で決済される

ため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっています。

　　　【負　債】
　　　①　貯　　　金
　　　　�　要求払貯金については、決算日に要求された

場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしてい
ます。また、定期性貯金については、期間に基
づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローを
リスクフリーレートであるＯＩＳで割り引いた
現在価値を時価に代わる金額として算定してい
ます。

　　⑶　市場価格のない株式等
　　　�　市場価格のない株式等は次のとおりであり、こ

れらは⑴の金融商品の時価情報には含まれていま
せん。� （単位：千円）

貸借対照表計上額

外 部 出 資（※１） ３，２２７，１９８

（※１�）外部出資のうち、市場において取引されてい
ない株式や出資金等については、「金融商品の時
価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適
用指針第１９号　２０１９年７月４日）第５項に基づき、
時価開示の対象とはしていません。

　　⑷�　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の
償還予定額� （単位：千円）

１年以内 １ 年 超
２年以内

２ 年 超
３年以内

預金 ２６，５９７，６１２ － －
有価証券
満期保有目的の債券 － ２０，０００ －
その他有価証券のう
ち満期があるもの － － －

貸出金（＊１、２） ９９２，８４２ ７３９，３２４ ５９０，４８４
経済事業未収金（＊３） １，０８８，１２９ － －
経済受託債権 １，８２２，０００ － －

合 計 ３０，５００，５８４ ７５９，３２４ ５９０，４８４
３ 年 超
４年以内

４ 年 超
５年以内 ５ 年 超

預金 － － －
有価証券
満期保有目的の債券 － － －
その他有価証券のう
ち満期があるもの － － ３，２００，０００

貸出金（＊１、２） ４８０，４３１ ３８９，５７７ ３，４１７，６１３
経済事業未収金（＊３） － － －
経済受託債権 － － －

合 計 ４８０，４３１ ３８９，５７７ ６，６１７，６１３

（＊１�）貸出金のうち、当座貸越１３９，８５５千円について
は「１年以内」に含めています。

（＊２�）貸出金のうち、３ヵ月以上延滞が生じている債
権・期限の利益を喪失した債権等１９１，８８５千円は
償還の予定が見込まれないため、含まれていません。
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（＊３�）経済事業未収金のうち、延滞の生じている債
権・期限の利益を喪失した債権等４８，５２１千円は償
還の予定が見込まれないため、含まれていません。

　　⑸　有利子負債の決算日後の返済予定額
� （単位：千円）

１年以内 １ 年 超
２年以内

２ 年 超
３年以内

貯金（＊１、２） ３９，２５６，５８０ １，７６３，９３２ ６７８，２５９
合 計 ３９，２５６，５８０ １，７６３，９３２ ６７８，２５９

３ 年 超
４年以内

４ 年 超
５年以内 ５ 年 超

貯金（＊１、２） ４９，７１６ ５３，６５８ １，８２０
合 計 ４９，７１６ ５３，６５８ １，８２０

（＊１�）貯金のうち、要求払貯金については「１年以
内」に含めて開示しています。

（＊２�）貯金のうち、出資予約貯金９，５７７千円は含まれ
ていません。

　３�．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関す
る事項

　　�　「金融商品に関する注記２．金融商品の時価に関
する事項」に金融商品の時価の算定に用いた評価技
法を記載しているため、注記を省略しております。

Ⅶ　有価証券に関する注記
　　⑴　有価証券の時価及び評価差額に関する事項
　　　�　有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次

のとおりです。
　　　①　満期保有目的の債券で時価のあるもの
　　　　�　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸

借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりです。� （単位：千円）

種 類 貸借対照
表計上額 時　　価 差額

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

国　　　債 ２０，０００ ２０，０４２ ４１
計 ２０，０００ ２０，０４２ ４１

　　　②　その他有価証券で時価のあるもの
　　　　�　その他有価証券において、種類ごとの取得原

価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれら
の差額については、次のとおりです。

� （単位：千円）

種 類 貸借対照
表計上額 取得原価 評価差額

貸借対照表
計上額が取
得原価又は
償却原価を
超えるもの

地 方 債 ５２２，４１０ ４９９，９８７ ２２，４２２
政府保証債 ２１２，３００ １９９，９４９ １２，３５０
社 債 ３１２，１１０ ３０１，２５４ １０，８５５
計 １，０４６，８２０ １，００１，１９０ ４５，６２９

貸借対照表
計上額が取
得原価又は
償却原価を
超えないも
の

国 債 １，３０４，１２０ １，３９２，１６８ △� ８８，０４８
地 方 債 ９１３，７４０ １，０００，０００ △� ８６，２６０
政府保証債 １９１，７６０ １９７，９６３ △� ６，２０３
社 債 １９０，６００ ２００，３３２ △� ９，７３２
計 ２，６００，２２０ ２，７９０，４６４ △� １９０，２４４

合 計 ３，６４７，０４０ ３，７９１，６５５ △� １４４，６１５

（＊３�）経済事業未収金のうち、延滞の生じている債
権・期限の利益を喪失した債権等６４，７０１千円は償
還の予定が見込まれないため、含まれていません。

　　⑸　有利子負債の決算日後の返済予定額
� （単位：千円）

１年以内 １ 年 超
２年以内

２ 年 超
３年以内

貯金（＊１、２） ３９，００７，９２１ １，０５１，５３８ １，１７３，５１３
合 計 ３９，００７，９２１ １，０５１，５３８ １，１７３，５１３

３ 年 超
４年以内

４ 年 超
５年以内 ５ 年 超

貯金（＊１、２） ２９４，５２４ ４８，５３３ ５，１０７
合 計 ２９４，５２４ ４８，５３３ ５，１０７

（＊１�）貯金のうち、要求払貯金については「１年以
内」に含めて開示しています。

（＊２�）貯金のうち、出資予約貯金９，５４５千円は含まれ
ていません。

　３�．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関す
る事項

　　�　「金融商品に関する注記２．金融商品の時価に関
する事項」に金融商品の時価の算定に用いた評価技
法を記載しているため、注記を省略しております。

Ⅶ　有価証券に関する注記
　　⑴　有価証券の時価及び評価差額に関する事項
　　　�　有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次

のとおりです。
　　　①　満期保有目的の債券で時価のあるもの
　　　　�　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸

借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりです。� （単位：千円）

種 類 貸借対照
表計上額 時　　価 差額

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

国　　　債 ２０，００３ ２０，２１２ ２０８
計 ２０，００３ ２０，２１２ ２０８

　　　②　その他有価証券で時価のあるもの
　　　　�　その他有価証券において、種類ごとの取得原

価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれら
の差額については、次のとおりです。

� （単位：千円）

種 類 貸借対照
表計上額 取得原価 評価差額

（＊）
貸借対照表
計上額が取
得原価又は
償却原価を
超えるもの

地 方 債 ６３５，２６０ ５９９，９８５ ３５，２７４
政府保証債 ４２３，０３０ ３９７，７７７ ２５，２５２
社 　 債 ５１８，０９０ ５０１，８５４ １６，２３５
計 １，５７６，３８０ １，４９９，６１６ ７６，７６３

貸借対照表計
上額が取得原
価又は償却原価
を超えないもの

国 債 ８５９，９６０ ８９６，３９４ △� ３６，４３４
地 方 債 ７６４，２７０ ８００，０００ △� ３５，７３０
計 １，６２４，２３０ １，６９６，３９４ △� ７２，１６４

合 計 ３，２００，６１０ ３，１９６，０１１ ４，５９８

（＊�）上記評価差額金から繰延税金負債１，２５０千円を差
し引いた額３，３４７千円が、「その他有価証券評価差額

─ 41 ─



令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

　　⑵　当事業年度中に売却した満期保有目的の債券
　　　�　当事業年度中に売却した満期保有目的の債券は

ありません。
　　⑶　当事業年度中に売却したその他有価証券
　　　�　当事業年度中に売却したその他有価証券はあり

ません。
　　⑷�　当事業年度中において、保有目的が変更となっ

た有価証券
　　　�　当事業年度中において、保有目的が変更となっ

た有価証券はありません。
　　⑸�　当該年度中において、減損処理を行った有価証

券
　　　�　当事業年度中において、５８７千円減損処理を

行っています。
　　　�　市場価格のない株式等の減損処理にあたっては、

財政状態の悪化により実質価額が著しく低下した
場合に、回復可能性等を考慮して減損処理を行っ
ています。

Ⅷ　退職給付に関する注記
　１．退職給付に関する事項の概要
　　⑴　採用している退職給付制度
　　　�　職員の退職給付にあてるため、職員退職給与規

程に基づき、退職一時金制度を採用しています。
また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付
の一部にあてるため、全国農林漁業団体共済会と
の契約による退職金共済制度を採用しています。

　　　�　なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算
に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職
給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してい
ます。

　　⑵　退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
　　　　期首における退職給付引当金� ６９，３４５千円
　　　　退職給付費用� ２６，８５３千円
　　　　退職給付の支払額� △　４，０５２千円
　　　　特定退職金共済制度への拠出金�△　１７，１６６千円
　　　　期末における退職給付引当金� ７４，９７９千円
　　⑶�　退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上

された退職給付引当金の調整表
　　　　退職給付債務� ４３６，９４９千円
　　　　特定退職金共済制度� △　３６１，９７０千円
　　　　未積立退職給付債務� ７４，９７９千円
　　　　退職給付引当金� ７４，９７９千円
　　⑷　退職給付に関連する損益
　　　　勤務費用� 　　２６，８５３千円
　　　　退職給付費用� ２６，８５３千円
　２．特例業務負担金の将来見込額
　　�　人件費（うち法定福利費）には、厚生年金保険制
度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図る
ための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等
の法律附則第５７条に基づき、旧農林共済組合（存続

金」に含まれています。

　　⑵　当事業年度中に売却した満期保有目的の債券
　　　�　当事業年度中に売却した満期保有目的の債券は

ありません。
　　⑶　当事業年度中に売却したその他有価証券
　　　�　当事業年度中に売却したその他有価証券はあり

ません。
　　⑷�　当事業年度中において、保有目的が変更となっ

た有価証券
　　　�　当事業年度中において、保有目的が変更となっ

た有価証券はありません。
　　⑸�　当該年度中において、減損処理を行った有価証

券
　　　�　当事業年度中において、１，０３０千円減損処理を

行っています。
　　　�　市場価格のない株式等の減損処理にあたっては、

財政状態の悪化により実質価額が著しく低下した
場合に、回復可能性等を考慮して減損処理を行っ
ています。

Ⅷ　退職給付に関する注記
　１．退職給付に関する事項の概要
　　⑴　採用している退職給付制度
　　　�　職員の退職給付にあてるため、職員退職給与規

程に基づき、退職一時金制度を採用しています。
また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付
の一部にあてるため、全国農林漁業団体共済会と
の契約による退職金共済制度を採用しています。

　　　�　なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算
に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職
給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してい
ます。

　　⑵　退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
　　　　期首における退職給付引当金� ６６，４２７千円
　　　　退職給付費用� ２７，１０２千円
　　　　退職給付の支払額� △　５，６７１千円
　　　　特定退職金共済制度への拠出金�△　１８，５１３千円
　　　　期末における退職給付引当金� ６９，３４５千円
　　⑶�　退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上

された退職給付引当金の調整表
　　　　退職給付債務� ４４５，７４０千円
　　　　特定退職金共済制度� △　３７６，３９５千円
　　　　未積立退職給付債務� ６９，３４５千円
　　　　退職給付引当金� ６９，３４５千円
　　⑷　退職給付に関連する損益
　　　　勤務費用� ２７，１０２千円
　　　　退職給付費用� ２７，１０２千円
　２．特例業務負担金の将来見込額
　　�　人件費（うち法定福利費）には、厚生年金保険制
度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図る
ための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等
の法律附則第５７条に基づき、旧農林共済組合（存続
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令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

組合）がおこなう特例年金等の業務に要する費用に
あてるため拠出した特例業務負担金１１，２４０千円を含
めて計上しています。

　　�　なお、同組合より示された令和５年３月現在にお
ける令和１４年３月までの特例業務負担金の将来見込
額は、１０２，４９６千円となっています。

Ⅸ　税効果会計に関する注記
　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳
　　�　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主
な内訳は次のとおりです。

　　　繰延税金資産
　　　　貸倒引当金超過額� ６１，１９９千円
　　　　退職給与引当金� ２０，３９４千円
　　　　役員退職慰労引当金� ８，２７４千円
　　　　未払事業税� １，６７１千円
　　　　減損損失否認額� ３７，２５１千円
　　　　未収利息不計上額� ６，２００千円
　　　　減価償却費超過額� ２６，３９８千円
　　　　給料手当未払否認額� ５，０２７千円
　　　　返金負債� ４，０８０千円
　　　　その他有価証券評価差額金� ３９，３３５千円
　　　　未払費用� ９，９５３千円
　　　　税務調査修正額� ２，５５７千円
　　　　その他� ２４６千円
　　　　繰延税金資産　小計� ２２２，５９０千円
　　　　評価性引当金� △　１６４，０２１千円
　　　　繰延税金資産　合計🄐� ５８，５６８千円
　　　繰延税金負債
　　　　返品資産� △　３，５４５千円
　　　　税務調査修正額� △　２８０千円
　　　　繰延税金負債合計🄑� △　３，８２５千円
　　　繰延税金資産の純額🄐＋🄑� ５４，７４３千円
　２�．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原
因

　　�　法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原
因は次のとおりです。

　　法定実効税率� ２７．２％
　　（調整）
　　交際費等永久に損金に算入されない項目� ５．２１％
　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目�△　８．２８％
　　住民税均等割等� ３．３２％
　　評価性引当額の増減� △　８．５３％
　　寄付金の損金不算入� １．９４％
　　税務調査修正による調整� △　２．７６％
　　その他� △　０．４３％
　　税効果会計適用後の法人税等の負担率� １７．６８％

Ⅹ　収益認識に関する注記
　（収益を理解するための基礎となる情報）
　�　「Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記　４．
収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載してい
るため、注記を省略しております。

組合）がおこなう特例年金等の業務に要する費用に
あてるため拠出した特例業務負担金１１，５８５千円を含
めて計上しています。

　　�　なお、同組合より示された令和４年３月現在にお
ける令和１４年３月までの特例業務負担金の将来見込
額は、１２２，０３０千円となっています。

Ⅸ　税効果会計に関する注記
　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳
　　�　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主
な内訳は次のとおりです。

　　　繰延税金資産
　　　　貸倒引当金超過額� ７０，８７０千円
　　　　退職給与引当金� １８，８６１千円
　　　　役員退職慰労引当金� ７，２８３千円
　　　　未払事業税� ２，９５１千円
　　　　減損損失否認額� ３１，８４９千円
　　　　未収利息不計上額� ７，０３０千円
　　　　減価償却費超過額� ２６，８００千円
　　　　給料手当未払否認額� ４，６８６千円
　　　　返金負債� ５，０６４千円
　　　　その他� ４４９千円
　　　　繰延税金資産　小計� １７５，８４９千円
　　　　評価性引当金� △　１３１，７３５千円
　　　　繰延税金資産合計🄐� ４４，１１３千円
　　　繰延税金負債
　　　　その他有価証券評価差額金� △　１，２５０千円
　　　　返品資産� △　４，４６２千円
　　　　繰延税金負債合計🄑� △　５，７１３千円
　　　繰延税金資産の純額🄐＋🄑� ３８，４００千円

　２�．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原
因

　　�　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との間の差異が法定実効税率の１００分の５以下
であるため注記を省略しています。

Ⅹ　収益認識に関する注記
　（収益を理解するための基礎となる情報）
　�　「Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記　４．
収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載してい
るため、注記を省略しております。
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　５．剰余金処分計算書（令和４年度）

科 目 金 額

１．当 期 未 処 分 剰 余 金 １４７，６８３，２８９

計 １４７，６８３，２８９

２．剰 余 金 処 分 額 ７３，３７４，８６９

⑴　利 益 準 備 金 １４，０００，０００

⑵　任 意 積 立 金 ３０，０００，０００

米 販 売 対 策 積 立 金 ３０，０００，０００

⑶　出 資 配 当 金 ２９，３７４，８６９

普通出資に対する配当金 ２９，３７４，８６９

３．次 期 繰 越 剰 余 金 ７４，３０８，４２０

（単位：円）

（注）
１．出資配当金は年１．３％の割合である。
　　ただし、年度内の増資及び新加入については日割り計算をする。
２．任意積立金における目的積立金の種類及び積立目的、積立目標額、取崩基準等は別表のとおりである。
３�．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越額４，０００，０００円が含ま
れている。

（単位：円）〈別　表〉

種 類 積 立 目 的 積立目標額 取 崩 基 準 当期末残高

米販売対策積立金
米の販売における
諸リスクに対応す
るため

３００，０００，０００
米の販売において、諸リスクが
発生した場合は、理事会の議決
を経て取崩す。

２２０，０００，０００

園芸畜産振興積立金

園芸振興を図るた
め新たに必要とす
る施設・機械設
備・資材等の導入
のため

２００，０００，０００

農業者の所得増大、農業生産の
拡大のため、国庫事業及び県単
事業を活用し、園芸メガ団地等
へ取組む生産者を支援するため、
理事会の決議を経て取崩す。

５２，８３７，３５６

施設整備積立金
施設の取得、改善、
除却、解体費用等
に充てるため

３００，０００，０００
施設の改善等を行うとき、取得
額、減価償却額、解体費用等の
発生額を、理事会の決議を経て
取崩す。

２５０，０００，０００
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　５．剰余金処分計算書（令和３年度）

科 目 金 額

１．当 期 未 処 分 剰 余 金 ２２１，４４６，４６８

計 ２２１，４４６，４６８

２．剰 余 金 処 分 額 １４９，８４８，９６９

⑴　利 益 準 備 金 ３０，０００，０００

⑵　任 意 積 立 金 ９０，０００，０００

米 販 売 対 策 積 立 金 ４０，０００，０００

施 設 整 備 積 立 金 ５０，０００，０００

⑶　出 資 配 当 金 ２９，８４８，９６９

普通出資に対する配当金 ２９，８４８，９６９

３．次 期 繰 越 剰 余 金 ７１，５９７，４９９

（単位：円）

（注）
１．出資配当金は年１．３％の割合である。
　　ただし、年度内の増資及び新加入については日割り計算をする。
２．任意積立金における目的積立金の種類及び積立目的、積立目標額、取崩基準等は別表のとおりである。
３�．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越額６，５００，０００円が含ま
れている。

（単位：円）〈別　表〉

種 類 積 立 目 的 積立目標額 取 崩 基 準 当期末残高

米販売対策積立金
米の販売における
諸リスクに対応す
るため

３００，０００，０００
米の販売において、諸リスクが
発生した場合は、理事会の議決
を経て取崩す。

１８０，０００，０００

園芸畜産振興積立金

園芸畜産振興を図
るため、新たに必
要とする施設・機
械設備・資材・家
畜等を導入するた
め

２００，０００，０００

①�　農業所得増大、農業生産の
拡大のため、国庫事業及び県
単事業を活用し、園芸メガ団
地等へ取り組む場合。
②�　農業所得増大、農業生産の
拡大のため、県単事業（夢プ
ラン事業等）及び町事業等を
活用し、取り組む場合。

６０，９１７，８４５

施設整備積立金
施設の取得、改善、
除却、解体費用等
に充てるため

３００，０００，０００
施設の改善等を行うとき、取得
額、減価償却額、解体費用等の
発生額を、理事会の決議を経て
取崩す。

２００，０００，０００
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　６．部門別損益計算書（令和４年度）

区 分 計 信用事業 共済事業 農業関連
事 業

生 活
その他事業

営農指導
事 業

共 通
管理費等

事 業 収 益　① ４，８０３，１８９ ３０７，５０６ ３３７，８４０ ２，５８６，１１６ １，５６０，９６０ １０，７６５

事 業 費 用　② ３，５３８，９４７ ５５，８７８ ４２，７２７ １，９８６，１３５ １，３５６，１０９ ９８，０９６

事 業 総 利 益　③
（①－②） １，２６４，２４１ ２５１，６２７ ２９５，１１３ ５９９，９８０ ２０４，８５０ △� ８７，３３１

事 業 管 理 費　④ １，１５４，０９２ １１６，５８３ １７１，２８７ ６５４，５３１ １７５，４９１ ３６，１９８

（うち減価償却費　⑤） （� ２１０，５３７） （� １１，７３９） （� ４，６０３） （� １６７，２８７） （� ２６，０４３） （� ８６４）

（う ち 人 件 費　⑤’） （� ６８５，４３３） （� ７６，３７２） （� １３３，８０２） （� ３３４，５６８） （� １０９，６８０） （� ３１，００８）

うち共通管理費　⑥ ３８，４６１ ５０，５４６ １６８，１６６ ４７，０９７ ６，３９９ △�３１０，６７１

（うち減価償却費　⑦） （� ８６６） （� １，１３８） （� ３，７８８） （� １，０６１） （� １４４） （△� ６，９９８）

（うち人件費　⑦’） （� １８，１４１） （� ２３，８４１） （� ７９，３１９） （� ２２，２１４） （� ３，０１８） （△�１４６，５３６）

事 業 利 益　⑧
（③－④） １１０，１４９ １３５，０４４ １２３，８２６ △� ５４，５５０ ２９，３５９ △�１２３，５２９

事 業 外 収 益　⑨ ６５，８４３ ３３，７３１ １７，０８４ １１，０９０ ３，６５５ ２８１

うち共通分　⑩ １，６９０ ２，２２２ ７，３９２ ２，０７０ ２８１ △� １３，６５７

事 業 外 費 用　⑪ ２，３６４ ２９２ ３８４ １，２７９ ３５８ ４８

うち共通分　⑫ ２９２ ３８４ １，２７９ ３５８ ４８ △� ２，３６４

経 常 利 益　⑬
（⑧＋⑨－⑪） １７３，６２８ １６８，４８３ １４０，５２５ △� ４４，７３９ ３２，６５６ △�１２３，２９７

特 別 利 益　⑭ ５，４０１ １２３ １６２ １，９０５ ３，１８８ ２０

うち共通分　⑮ １２３ １６２ ５４０ １５１ ２０ △� ９９９

特 別 損 失　⑯ ９６，４２２ １１，９３７ １５，６８８ ５２，１９３ １４，６１７ １，９８６

うち共通分　⑰ １１，９３７ １５，６８８ ５２，１９３ １４，６１７ １，９８６ △� ９６，４２２

税引前当期利益　⑱
（⑬＋⑭－⑯） ８２，６０６ １５６，６７０ １２５，０００ △� ９５，０２７ ２１，２２６ △�１２５，２６３

　 ⑲ ２７，３１９ ２９，３３６ ４３，４７８ ２５，１２７ △�１２５，２６３

　 ⑳

（⑱－⑲）
８２，６０６ １２９，３５０ ９５，６６３ △�１３８，５０６ △� ３，９０１

営 農 指 導 事 業
分 配 賦 額

営農指導事業分配
賦後税引前当期利益

（単位：千円）

（注）１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等は、次のとおりです。
　　　　⑴　共通管理費等　（人頭割＋人件費を除いた事業管理費割＋事業総利益割）／３
　　　　⑵　営農指導事業　（均等割＋事業総利益割）／２
　　　２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）は、次のとおりです。� （単位：％）

区 分 信 用 事 業 共 済 事 業 農 業 関 連
事 業

生活その他
事 業

営 農 指 導
事 業 計

共 通 管 理 費 等 １２．３８ １６．２７ ５４．１３ １５．１７ ２．０５ １００

営 農 指 導 事 業 ２１．８１ ２３．４１ ３４．６９ ２０．０９ １００
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　６．部門別損益計算書（令和３年度）

区 分 計 信用事業 共済事業 農業関連
事 業

生 活
その他事業

営農指導
事 業

共 通
管理費等

事 業 収 益　① ５，３０８，８２４ ３２５，５９０ ３６０，２１９ ３，００５，３５４ １，６０７，８４６ ９，８１２

事 業 費 用　② ３，９６９，６４６ ８１，３０９ ４５，１１６ ２，３４９，６３９ １，４０１，５６２ ９２，０１８

事 業 総 利 益　③
（①－②） １，３３９，１７７ ２４４，２８１ ３１５，１０２ ６５５，７１４ ２０６，２８４ △� ８２，２０５

事 業 管 理 費　④ １，１９９，９３７ １３４，８００ １７６，５３７ ６７１，４１０ １８２，８８０ ３４，３０７

（うち減価償却費　⑤） （� ２２９，７４５） （� １１，７６３） （� ４，９７９） （� １８８，２５７） （� ２３，８４６） （� ８９９）

（う ち 人 件 費　⑤’） （� ７１４，２９３） （� ８９，８３７） （� １３７，１７７） （� ３４２，２３２） （� １１５，８０８） （� ２９，２３８）

うち共通管理費　⑥ ３９，７１３ ４９，５５７ １６５，８１４ ４５，９３８ ５，６４２ △�３０６，６６７

（うち減価償却費　⑦） （� ８１８） （� １，０２１） （� ３，４１６） （� ９４６） （� １１６） △� ６，３１９

（うち人件費　⑦’） （� １８，８８１） （� ２３，５６１） （� ７８，８３５） （� ２１，８４１） （� ２，６８２） △�１４５，８０２

事 業 利 益　⑧
（③－④） １３９，２４０ １０９，４８１ １３８，５６５ △� １５，６９６ ２３，４０３ △�１１６，５１２

事 業 外 収 益　⑨ ７８，２９１ ３２，２０２ １６，４１７ ２６，４６８ ３，０２６ １７７

うち共通分　⑩ １，２４６ １，５５５ ５，２０３ １，４４１ １７７ △� ９，６２３

事 業 外 費 用　⑪ ２，２６８ ２９３ ３６６ １，２２６ ３３９ ４１

うち共通分　⑫ ２９３ ３６６ １，２２６ ３３９ ４１ △� ２，２６８

経 常 利 益　⑬
（⑧＋⑨－⑪） ２１５，２６３ １４１，３８９ １５４，６１６ ９，５４５ ２６，０８９ △�１１６，３７７

特 別 利 益　⑭ １８４，２７９ ２１２ ２６５ １８３，５２５ ２４５ ３０

うち共通分　⑮ ２１２ ２６５ ８８７ ２４５ ３０ △� １，６４０

特 別 損 失　⑯ ２１９，６７６ ４，５７１ ５，７０４ ２０３，４６２ ５，２８８ ６４９

うち共通分　⑰ ４，５７１ ５，７０４ １９，０８８ ５，２８８ ６４９ △� ３５，３０２

税引前当期利益　⑱
（⑬＋⑭－⑯） １７９，８６５ １３７，０３０ １４９，１７６ △� １０，３９１ ２１，０４７ △�１１６，９９７

　 ⑲ ２４，６８６ ２７，５９９ ４１，６５０ ２３，０６０ △�１１６，９９７

　 ⑳

（⑱－⑲）
１７９，８６５ １１２，３４４ １２１，５７６ △� ５２，０４２ △� ２，０１２

営 農 指 導 事 業
分 配 賦 額

営農指導事業分配
賦後税引前当期利益

（単位：千円）

（注）１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等は、次のとおりです。
　　　　⑴　共通管理費等　（人頭割＋人件費を除いた事業管理費割＋事業総利益割）／３
　　　　⑵　営農指導事業　（均等割＋事業総利益割）／２
　　　２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）は、次のとおりです。� （単位：％）

区 分 信 用 事 業 共 済 事 業 農 業 関 連
事 業

生活その他
事 業

営 農 指 導
事 業 計

共 通 管 理 費 等 １２．９５ １６．１６ ５４．０７ １４．９８ １．８４ １００

営 農 指 導 事 業 ２１．１０ ２３．５９ ３５．６０ １９．７１ １００
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　７．財務諸表の正確性等にかかる確認

確　認　書

１�　私は、当ＪＡの令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの事業年度にかかるディス

クロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関するすべての重要な点において、

農業協同組合法施行規則に基づき適正に表示されていることを確認いたしました。

２�　この確認を行うに当たり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、有効に

機能していることを確認しております。

　⑴�　業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が整備されて

おります。

　⑵�　業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効性を検証し

ており、重要な事項については理事会等に適切に報告されております。

　⑶　重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。

令和５年７月３１日　　　　　　　　

秋田やまもと農業協同組合　　　　

� 代表理事組合長　竹　内　孝　一　

　８．会計監査人の監査

　令和４年度及び令和３年度の貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書及び注記表は、農業

協同組合法第３７条の２第３項の規定に基づき、みのり監査法人の監査を受けております。　
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Ⅱ　損 益 の 状 況

１．最近の５事業年度の主要な経営指標

項 目 令和４年度 令和３年度 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

経 常 収 益（事業収益） ４，８０３，１８９ ５，３０８，８２４ ５，４１０，０２１ ５，５５７，３７３ ５，７３７，０１１

信 用 事 業 収 益 ３０７，５０６ ３２５，５９０ ３２６，６７２ ３４４，２８１ ３８３，６３４

共 済 事 業 収 益 ３３７，８４０ ３６０，２１９ ３６９，６７８ ３９４，４２３ ４０７，３７３

農業関連事業収益 ２，５８６，１１６ ３，００５，３５４ ３，２０５，１１９ ２，９４１，１４６ ２，９４８，１７２

生活その他事業収益 １，５６０，９６０ １，６０７，８４６ １，５０１，８９１ １，８７１，１７８ １，９７７，３２３

営農指導事業収益 １０，７６５ ９，８１２ ６，６５９ ６，３４３ ２０，５０７

経 常 利 益 １７３，６２８ ２１５，２６３ ２３８，５０５ １７４，１９９ ２４７，１６５

当 期 剰 余 金 ６８，００５ １２９，９１８ ５９，４１１ １１１，００８ １８７，９７７

出 資 金 ２，３３３，８７０ ２，３８３，５００ ２，４２４，５８５ ２，４５７，８１５ ２，４４６，１７５

（出 資 口 数） （� ４６６，７７４） （� ４７６，７００） （� ４８４，９１７） （� ４９１，５６３） （� ４８９，２３５）

純 資 産 額 ３，８４７，８５５ ４，００９，２７７ ３，９７３，９３４ ４，０１７，３１７ ３，９８８，６０６

総 資 産 額 ４６，８９３，２１１ ４６，９１７，６３７ ４６，５７３，５５９ ４６，５００，４０９ ４３，８３８，０１２

貯 金 等 残 高 ４１，８１３，５４５ ４１，５９０，６８４ ４１，３５４，７８３ ３９，４８９，７８８ ３８，５６１，７９７

貸 出 金 残 高 ６，８３１，６７４ ６，８０２，１５８ ６，９０１，４３５ ６，８４９，３６４ ７，１１３，８６５

有 価 証 券 残 高 ３，６６７，０４０ ３，２２０，６１３ ２，７００，１９６ １，８８９，５０４ １，９５７，３５９

剰 余 金 配 当 金 額 ２９，３７４ ２９，８４８ ３０，１７７ ３０，６１１ ３５，３５５

出 資 配 当 額 ２９，３７４ ２９，８４８ ３０，１７７ ３０，６１１ ３５，３５５

職 員 数 １１１ １２４ １２５ １３２ １２６

単 体 自 己 資 本 比 率 １６．１８ １５．７４ １５．１４ １３．９１ １４．８２

（単位：千円、口、人、％）

（注）１．経常収益は各事業収益の合計額を表しています。
　　　２．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。
　　　３．信託業務の取り扱いは行っていません。
　　　４�．「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成１８

年金融庁・農水省告示第２号）に基づき算出しております。
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２．利益総括表
項 目 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減

資 金 運 用 収 支 ２８２，１８８ ３０１，９８１ △� １９，７９３
役 務 取 引 等 収 支 ３，９５１ ３，８４２ １０９
その他信用事業収支 △� ３４，５１３ △� ６１，５４３ ２７，０３０
信 用 事 業 粗 利 益 ２８６，１４０ ３０５，８２４ △� １９，６８４
（信用事業粗利益率） （� ０．７４） （� ０．８１） （△� ０．０７）
事 業 粗 利 益 １，２４４，９９５ １，３６５，０６５ △� １２０，０７０
（事 業 粗 利 益 率） （� ２．５１） （� ２．７７） （� ０．２６）
事 業 純 益 ９０，９０３ １６５，１２９ △� ７４，２２６
実 質 事 業 純 益 ９０，９０３ １６５，１２９ △� ７４，２２６
コ ア 事 業 純 益 ９０，９０３ １６５，１２９ △� ７４，２２６
コア事業純益（投資信託解約損益を除く。） ９０，９０３ １６５，１２９ △� ７４，２２６

（単位：千円、％）

（注）１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率（資金調達利回＋経費率）
　　　２．資金運用勘定の利息欄の預金には、中金からの事業利用分量配当金、奨励金が含まれています。

３．資金運用収支の内訳

項 目
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

平均残高 利 息 利 回 平均残高 利 息 利 回
資 金 運 用 勘 定 ３８，２４２，４３６ ２７０，５１３ ０．７１ ３７，３０８，１６９ ２８３，６４２ ０．７６
う ち 預 金 ２７，７０４，９９７ １２５，５１２ ０．４５ ２７，６４６，４９０ １４２，５３７ ０．５２
う ち 有 価 証 券 ３，６７５，８１８ ２５，４４５ ０．６９ ２，７７５，６９８ １９，００６ ０．６８
う ち 貸 出 金 ６，８６１，６２１ １１９，５５６ １．７４ ６，８８５，９８１ １２２，０９９ １．７７

資 金 調 達 勘 定 ４２，３３５，４８３ ２，２０４ ０．０１ ４２，００６，８４０ ３，０８８ ０．０１
うち貯金・定期積金 ４２，３１９，１４３ ２，０３１ ０．００ ４１，９８３，１０４ ２，８４２ ０．０１
う ち 借 入 金 １６，３４０ １７３ １．０６ ２３，７３６ ２４６ １．０３

総 資 金 利 ざ や － － ０．５２ － － ０．５３

（単位：千円、％）

（注）１．増減額は前年度対比です。
　　　２．受取利息の預金には、中金からの事業利用分量配当金、奨励金が含まれています。

４．受取・支払利息の増減額
項 目 令和４年度増減額 令和３年度増減額

受 取 利 息 △� ２０，８４１ △� １，３８６
う ち 預 金 △� ２４，７３７ ６，１９８
う ち 有 価 証 券 ６，４３９ △� １，１７０
う ち 貸 出 金 △� ２，５４３ △� ６，４１４

支 払 利 息 △� ８８４ △� ４，４１４
うち貯金・定期積金 △� ８１２ △� ４，３１９
う ち 借 入 金 △� ７２ △� ９５

差 引 △� １９，９５７ ３，０２８

（単位：千円）
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Ⅲ　事 業 の 概 況

１．信　用　事　業

（単位：千円、％）

（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金
　　　２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金
　　　３．（　）内は構成比です。

　⑴　貯金に関する指標

　①　科目別貯金平均残高

種 類 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減
流 動 性 貯 金 ２３，７８４，１８９ （� ５６．２） ２２，６３２，３２６ （� ５３．９） １，１５１，８６３
定 期 性 貯 金 １８，５３４，９５５ （� ４３．８） １９，３５０，７７９ （� ４６．１） △� ８１５，８２４
合 計 ４２，３１９，１４３ （�１００．０） ４１，９８３，１０４ （�１００．０） ３３６，０３９

（単位：千円、％）

（注）１．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金
　　　２．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金
　　　３．（　）内は構成比です。

　②　定期貯金残高

種 類 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減
定 期 貯 金 １７，７５３，２２１ （�１００．０） １８，２３１，５９０ （�１００．０） △� ４７８，３６９
うち固定金利定期 １７，７５３，２２１ （�１００．０） １８，２３１，５９０ （�１００．０） △� ４７８，３６９
うち変動金利定期 － （� －） － （� －） －

（単位：千円）

（注）（　）内は構成比です。

　⑵　貸出金等に関する指標

　①　科目別貸出金平均残高

種 類 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減
証 書 貸 付 ６，６８８，４９０ ６，７３７，４９３ △� ４９
当 座 貸 越 １７３，１３１ １４８，４８７ ２５
合 計 ６，８６１，６２１ ６，８８５，９８１ △� ２４

（単位：千円、％）　②　貸出金の金利条件別内訳残高

種 類 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減
固 定 金 利 貸 出 ３，３７４，２７７ （� ４９．４） ３，４２８，７４７ （� ５０．４） △� ５４，４７０
変 動 金 利 貸 出 ３，４５７，３９７ （� ５０．６） ３，３７３，４１２ （� ４９．６） ８３，９８５
合 計 ６，８３１，６７４ （�１００．０） ６，８０２，１５８ （�１００．０） ２９，５１６
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（単位：千円）

（注）（　）内は構成比です。

　③　貸出金の担保別内訳残高

種 類 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減
貯 金 ・ 定 期 積 金 等 ２８，１０５ ４５，９１０ △� １７，８０４
不 動 産 ２３２，０８０ ２４６，８７６ △� １４，７９５
そ の 他 担 保 物 ９６，２６１ １０２，２８６ △� ６，０２４
小 　 　 　 計 ３５６，４４８ ３９５，０７３ △� ３８，６２５

農業信用基金協会保証 ３，５６７，５２７ ３，３４１，７１７ ２２５，８０９
そ の 他 保 証 １，０８０，９８８ １，１１８，９４９ △� ３７，９６１
小 　 　 　 計 ４，６４７，４０２ ４，４５９，３７１ １８８，０３１

信 　 用 １，８２７，８２３ １，９４７，７１３ △� １１９，８９０
合 　 　 　 計 ６，８３１，６７４ ６，８０２，１５８ ２９，５１６

（単位：千円、％）

　④　債務保証見返額の担保別内訳残高

　　　該当する取引はありません。

　⑤　貸出金の使途別内訳残高

種 類 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減
設 備 資 金 ４，０２３，９２２ （� ５８．９） ４，０１６，５８７ （� ５９．０） ７，３３５
運 転 資 金 ２，８０７，７４９ （� ４１．１） ２，７８５，５６７ （� ４１．０） ２２，１８２
合 計 ６，８３１，６７４ （�１００．０） ６，８０２，１５８ （�１００．０） ２９，５１６

（注）（　）内は構成比（貸出金全体に対する割合）です。

（単位：千円、％）　⑥　貸出金の業種別残高

種 類 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減
農 業 １，１８１，４５９ （� １７．２） １，００７，５２０ （� １４．８） １７３，９３９
林 業 ０ （� ０．０） ０ （� ０．０） ０
水 産 業 ０ （� ０．０） ０ （� ０．０） ０
製 造 業 ８０，１４６ （� １．１） ３２，０９３ （� ０．４） ４８，０５２
建 設 ・ 不 動 産 業 ３２，６７４ （� ０．４） ３７，０９７ （� ０．５） △� ４，４２２
電気・ガス・熱供給水道業 － （� －） － （� －） －
運 輸 ・ 通 信 業 ２，８９７ （� ０．０） １７，２４０ （� ０．２） △� １４，３４２
卸売・小売・飲食業 ４，５０５ （� ０．０） ６，７０４ （� ０．０） △� ２，１９９
サ ー ビ ス 業 ３７６，８６２ （� ５．５） ３７２，４６７ （� ５．４） ４，３９５
金 融 ・ 保 険 業 ９７９，７６３ （� １４．３） ９８２，１５９ （� １４．４） △� ２，３９６
地 方 公 共 団 体 １２８，９２４ （� １．８） １３７，４０８ （� ２．０） △� ８，４８４
非 営 利 法 人 － （� －） － （� －） －
そ の 他 ４，０４４，４４１ （� ５９．２） ４，２０９，４６７ （� ６１．８） △� １６５，０２６
合 計 ６，８３１，６７４ （�１００．０） ６，８０２，１５８ （�１００．０） ２９，５１６
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（単位：千円）

（注）１�．農業関係の貸出金とは、農業者，農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に
必要な資金や、農産物の生産・加工・流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。

　　　　�　なお、上記⑥の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高で
す。

　　　２�．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農
業所得が従となる農業者等が含まれています。

　　　３�．「農業関連団体等」には、ＪＡや全農とその子会社等が含まれています。

　⑦　主要な農業関係の貸出金残高

　　１）営農類型別

種 類 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減
農 業 ２，０４９，０８４ １，８７２，１２８ １７６，９５６
※穀 作 １５４，９８０ １７１，６１７ △� １６，６３７
※野 菜 ・ 園 芸 － － －
※果 樹 ・ 樹 園 農 業 １，６００ ２，４００ △� ８００
※工 芸 作 物 － － －
※養豚・肉牛・酪農 ３８５，５４４ ３８８，８３７ △� ３，２９３
※養 鶏 ・ 養 卵 － － －
※養 蚕 － － －
※そ の 他 農 業 １，５０６，９５８ １，３０９，２７３ １９７，６８５
農 業 関 連 団 体 等 － － －
合 計 ２，０４９，０８４ １，８７２，１２８ １７６，９５６

（単位：百万円）

（注）１�．プロパー資金とは、当組合原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいま
す。

　　　２�．農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利
子補給等を行うことでＪＡが低利で融資するもの、③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、
ここでは①の転貸資金と②を対象としています。

　　　３�．その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農業経営負担軽減支援資金な
どが該当します。

　２）資金種類別

　〔貸　出　金〕

種 類 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減
プ ロ パ ー 資 金 ９６６，１３８ ８８２，７４１ ８３，３９７
農 業 制 度 資 金 １，０８２，９４５ ９８９，３８７ ９３，５５８
※農 業 近 代 化 資 金 ８１９，２３８ ７０９，９２３ １０９，３１５
※そ の 他 制 度 資 金 ２６３，７０６ ２７９，４６４ △� １５，７５８
合 計 ２，０４９，０８４ １，８７２，１２８ １７６，９５６

　〔受託貸付金〕

　　該当する取引はありません。
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（単位：百万円）

（注）１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　　　　�　破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務

者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいいます。
　　　２．危険債権
　　　　�　債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債

権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権をいいます。
　　　３．要管理債権
　　　　�　４．「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と５．「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計

額をいいます。
　　　４．三月以上延滞債権
　　　　�　元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、破産更生債権及び

これらに準ずる債権及び危険債権に該当しないものをいいます。
　　　５．貸出条件緩和債権
　　　　�　債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済

猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破産更生債権及びこれらに
準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞債権に該当しないものをいいます。

　　　６．正常債権
　　　　�　債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記に掲げる債権以外のものに区

分される債権をいいます。

　⑧　農協法に基づく開示債権の状況及び金融再生法開示債権区分に基づく債権の保全状況

債 権 区 分 債 権 額
保 全 額

担 保 保 証 引 当 合 計

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

４ 年 度 １５９ － ０ １５８ １５９
３ 年 度 １９３ １ １３ １７７ １９３

危 険 債 権
４ 年 度 ２６ － １３ １２ ２６
３ 年 度 ４１ ０ ２３ １３ ３７

要 管 理 債 権
４ 年 度 － － － － －
３ 年 度 － － － － －

三 月 以 上
延 滞 債 権

４ 年 度 － － － － －
３ 年 度 － － － － －

貸 出 条 件
緩 和 債 権

４ 年 度 － － － － －
３ 年 度 － － － － －

小 計
４ 年 度 １８５ － １４ １７１ １８５
３ 年 度 ２３４ ２ ３７ １９１ ２３０

正 常 債 権
４ 年 度 ６，６５３
３ 年 度 ６，５７５

合 計
４ 年 度 ６，８３８
３ 年 度 ６，８０９

　⑨　元本補てん契約のある信託に係る農協法に基づく開示債権の状況

　　　該当する取引はありません。
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（単位：千円）　⑩　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

期 首
残 高

期 中
増加額

期中減少額 期 末
残 高

期 首
残 高

期 中
増加額

期中減少額 期 末
残 高目的使用 その他 目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金 ２９，０２８ ２６，８９９ － ２９，０２８ ２６，８９９ ３０，２８９ ２９，０２８ － ３０，２８９ ２９，０２８

個 別 貸 倒 引 当 金 ２６０，５５２ ２２４，９９８ １７，８４１ ２４２，７１１ ２２４，９９８ ２５７，２１１ ２６０，５５２ － ２５７，２１１ ２６０，５５２

合 　 　 計 ２８９，５８１ ２５１，８９７ １７，８４１ ２７１，７３９ ２５１，８９７ ２８７，５００ ２８９，５８１ － ２８７，５００ ２８９，５８１

（単位：千件、千円）

（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載しています。

　⑶　内国為替取扱実績

種 類
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

仕 向 被 仕 向 仕 向 被 仕 向

送 金 ・
振 込 為 替

件 数 ７ ７３ ８ ７５
金 額 １０，９３０，０３６ １３，６７１，３７４ ８，３８６，６４０ １３，６４６，７９０

雑 為 替
件 数 ０ ０ ０ ０
金 額 ４７，８２０ １，３２９ ６１，１５１ １，６１２

合 計
件 数 ８ ７３ ９ ７５
金 額 １０，９７７，８５７ １３，６７２，７０４ ８，４４７，７９２ １３，６４８，４０２

　⑪　貸出金償却の額

　　　該当する取引はありません。

（単位：千円）

　⑷　有価証券に関する指標

　①　種類別有価証券平均残高

種 類 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減
国 債 １，３１１，６７６ ６９６，５９９ ６１５，０７７
地 方 債 １，４７１，０４３ １，１８１，３５１ ２８９，６９２
金 融 債 － － －
政 府 保 証 債 ３９７，７９４ ３９７，７１１ ８３
社 債 ５０１，８５６ ５０２，１６５ △� ３０９
合 計 ３，６８２，３７０ ２，７７７，８２８ ９０４，５４２
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（単位：千円）

　②　商品有価証券種類別平均残高

　　　該当する取引はありません。

　③　有価証券残存期間別残高

種 類 １年以下 １ 年 超
３年以下

３ 年 超
５年以下

５ 年 超
７年以下

７ 年 超
１０年以下 １０ 年 超

期 間 の
定 め の
ないもの

合 計

令和４年度

国 債 ２０，０００ － － － － １，４００，０００ － １，４２０，０００

地 方 債 － － ４００，０００ － １，１００，０００ － １，５００，０００

政府保証債 － － － － － ４００，０００ － ４００，０００

金 融 債 － － － － － － － －

短 期 社 債 － － － － － － － －

社 債 － － － ３００，０００ － ２００，０００ － ５００，０００

株 式 － － － － － － － －

その他証券 － － － － － － － －

令和３年度

国 債 － ２０，０００ － － － ９００，０００ － ９２０，０００

地 方 債 － － － － ４００，０００ １，０００，０００ － １，４００，０００

政府保証債 － － － － － ４００，０００ － ４００，０００

金 融 債 － － － － － － － －

短 期 社 債 － － － － － － － －

社 債 － － － １００，０００ ２００，０００ ２００，０００ － ５００，０００

株 式 － － － － － － － －

その他証券 － － － － － － － －

（単位：千円）

　⑸　有価証券等の時価情報等

　①　有価証券の時価情報等

　　［売買目的有価証券］

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

貸借対照表計上額 当年度の損益に
含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当年度の損益に

含まれた評価差額

売 買 目 的 有 価 証 券 － － － －
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（単位：千円）　　［満期保有目的の債券］

種　類
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

貸借対照表計上額 時 価 差 額 貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

国 債 ２０，０００ ２０，０４２ ４１ ２０，００３ ２０，２１２ ２０８
地 方 債 － － － － － －
政府保証債 － － － － － －
金 融 債 － － － － － －
短期社債 － － － － － －
社 債 － － － － － －
その他の証券 － － － － － －
小 計 ２０，０００ ２０，０４２ ４１ ２０，００３ ２０，２１２ ２０８

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

国 債 － － △� － － － △� －
地 方 債 － － △� － － － △� －
政府保証債 － － △� － － － △� －
金 融 債 － － △� － － － △� －
短期社債 － － △� － － － △� －
社 債 － － △� － － － △� －
その他の証券 － － △� － － － △� －
小 計 － － △� － － － △� －

合 計 ２０，０００ ２０，０４２ ４１ ２０，００３ ２０，２１２ ２０８

（単位：千円）　　［その他有価証券］

種類
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

貸借対照表計上額 取得原価又は償却原価 差 額 貸借対照表計上額 取得原価又は償却原価 差 額

貸借対照表計上
額が取得原価
又は償却原価を
超 え る も の

国 債 ０ ０ ０ ０ ０ ０
地 方 債 ５２２，４１０ ４９９，９８７ ２２，４２２ ６３５，２６０ ５９９，９８５ ３５，２７４
政府保証債 ２１２，３００ １９９，９４９ １２，３５０ ４２３，０３０ ３９７，７７７ ２５，２５２
金 融 債 － － － － － －
短期社債 － － － － － －
社 債 ３１２，１１０ ３０１，２５４ １０，８５５ ５１８，０９０ ５０１，８５４ １６，２３５
株 式 － － － － － －
その他の証券 － － － － － －
小 計 １，０４６，８２０ １，００１，１９０ ４５，６２９ １，５７６，３８０ １，４９９，６１６ ７６，７６３

貸借対照表計上
額が取得原価
又は償却原価を
超えないもの

国 債 １，３０４，１２０ １，３９２，１６８ △� ８８，０４８ ８５９，９６０ ８９６，３９４ △� ３６，４３４
地 方 債 ９１３，７４０ １，０００，０００ △� ８６，２６０ ７６４，２７０ ８００，０００ △� ３５，７３０
政府保証債 １９１，７６０ １９７，９６３ △� ６，２０３ － － △� －
金 融 債 － － △� － － － △� －
短期社債 － － △� － － － △� －
社 債 １９０，６００ ２００，３３２ △� ９，７３２ － － △� －
株 式 － － △� － － － △� －
その他の証券 － － △� － － － △� －
小 計 ２，６００，２２０ ２，７９０，４６４ △�１９０，２４４ １，６２４，２３０ １，６９６，３９４ △� ７２，１６４

合 計 ３，６４７，０４０ ３，７９１，６５５ △�１４４，６１５ ３，２００，６１０ ３，１９６，０１１ ４，５９８

　②　金銭の信託の時価情報等

　　　該当する取引はありません。

　③　デリバティブ取引等、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ取引

　　　該当する取引はありません。
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２．共 済 事 業

（単位：千円）

（注�）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに保障金額（生命系共済
は死亡保障の金額（付加された定期特約金額等を含む）を記載しています。

　⑴　長期共済新契約高・長期共済保有高

種 類
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

新 契 約 高 保 有 高 新 契 約 高 保 有 高

生

命

系

終 身 共 済 ４８２，８９５ ４０，５９９，０３９ ８１３，８８２ ４２，７３０，４７５

定 期 生 命 共 済 １１８，０００ ８４９，７００ ８６，０００ ７８７，７００

養 老 生 命 共 済 ２９２，８１０ ２０，４９８，３２８ ３２４，８５０ ２２，４４７，１８０

こ ど も 共 済 １２８，５００ ５，００９，８００ ８７，５００ ５，３７４，８００

医 療 共 済 － １３９，４００ ５，０００ １５５，６００

が ん 共 済 － ６９，５００ － ７２，０００

定 期 医 療 共 済 － １，２６３，５００ － １，３８０，０００

介 護 共 済 ５３，３８７ ５６３，１５７ ６０，８５１ ５２８，６０３

年 金 共 済 － １０，０００ － １０，０００

建 物 更 生 共 済 ４，３３５，７９０ ８０，１０４，１６０ ４，５９８，４５０ ８１，０３６，２４０

合 計 ５，２８２，８８２ １４４，０９６，７８４ ５，８８９，０３４ １４９，１４７，７９９

（単位：千円）

（注�）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに共済金額を記載してい
ます。なお、医療共済の金額は上段が入院共済金額、下段が治療共済金額、がん共済及び定期医
療共済の金額は入院共済金額です。

　⑵　医療系共済の共済金額保有高

種 類
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

新 契 約 高 保 有 高 新 契 約 高 保 有 高

医 療 共 済
－ ２３，３４３ １５ ２７，４４６

１００，６３７ ２７３，３８０ １４０，６６５ １５９，７８０

が ん 共 済 ２１４ ５，６９２ ２０９ ５，６０２

定 期 医 療 共 済 － １，０８２ － １，１７７

合 計
２１４ ３０，１１７ ２２４ ３４，２２５

１００，６３７ ２７３，３８０ １４０，６６５ １５９，７８０
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種 類
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

金 額 掛 金 金 額 掛 金

火 災 共 済 ８，２６１，０２０ １０，９５３ ８，１２５，８６０ １０，３０２

自 動 車 共 済 ３８０，２８９ ３８１，９９７

傷 害 共 済 １３，６５３，０００ ３，９８１ ９，８５４，０００ ４，１４８

定 額 定 期 生 命 共 済 － － － －

賠 償 責 任 共 済 ３５０ ３４６

自 賠 責 共 済 １２２，６９１ １２０，９３５

合 計 ５１８，２６６ ５１７，７３０

（単位：千円）

（注�）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに共済金額を記載してい
ます。

　⑶　介護系その他の共済の共済金額保有高

種 類
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

新 契 約 高 保 有 高 新 契 約 高 保 有 高

介 護 共 済 ５８，９５１ ７２４，９３３ ６５，３３９ ６８８，９９６

認 知 症 共 済 １８，０００ １８，０００ － －

生活障害共済（一時金型） ５，０００ ８，０００ ３，０００ ３，０００

生活障害共済（定期年金型） － ５，１００ － ５，１００

特 定 重 度 疾 病 共 済 １９，１００ ２３５，１００ ６０，３００ ２２６，８００

（単位：千円）

（注）金額は、年金年額を記載しています。

　⑷　年金共済の年金保有高

種 類
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

新 契 約 高 保 有 高 新 契 約 高 保 有 高

年 金 開 始 前 １０，５８５ ４７７，７６７ １６，４６２ ４９４，７７４

年 金 開 始 後 － １０１，７０９ － １０１，６５９

合 計 １０，５８５ ５７９，４７７ １６，４６２ ５９６，４３４

（単位：千円）

（注�）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに保障金額（死亡保障又
は火災保障を伴わない共済の金額欄は斜線。）を記載しています。

　⑸　短期共済新契約高
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（単位：千円）　②　買取購買品

種 類
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

供 給 高 供 給 高

生

産

資

材

肥 料 ４９１，８８２ ４１９，５５７

飼 料 ２５８，６９８ ２０３，３１２

農 業 機 械 ５７９，１５３ ６３３，０６１

包 装 資 材 １５４，５７４ １７５，５５５

保 温 資 材 ４９，３５９ ５３，４６６

農 薬 ３３３，４４０ ３９７，２００

燃 料 １，４３９，５８７ １，４０４，１１４

そ の 他 １９３，８６７ １９１，７７４

計 ３，５００，５６４ ３，４７８，０４２

生
活
物
資

耐 久 消 費 財 ２，５０２ ２，６７７

生 活 用 品 ２７，６３１ ２９，８２３

家 庭 燃 料 １１７，５４６ １１５，１８９

計 １４７，６８０ １４７，６９０

合 計 ３，６４８，２４４ ３，６２５，７３３

３．農業関連・生活その他事業

　⑴　購買事業取扱実績

　①　受託購買品

　　　該当する取引はありません。

（単位：千円）

　⑵　販売事業取扱実績

　①　受託販売品

種 類
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

取 扱 高 取 扱 高

米 ３，８５３，４６３ ４，１７６，６６１

大 豆 ・ そ ば ９３，９７９ １５０，９６１

果 　 　 実 ３，６５８ ２，７７１

野 　 　 菜 ４４４，８７４ ４７８，８０４

花 　 　 き １８，８６９ １５，４９７

菌 　 茸 　 類 ６９７，９４８ ７７９，５２０

畜 産 物 ４７２，４７９ ４４９，５１６

合 　 　 計 ５，５８５，２７３ ６，０５３，７３３

（注）供給高は総額で記載しており、損益計算書における金額とは一致しません。

（注�）当期取扱高は総額で記載しており、損益計算書においては純額で販売手数料として表示してい
ます。
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（単位：千円）　⑶　保管事業取扱実績

項 目 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

収 益 ８５，３６２ ９９，７７９

費 用 ５１，５３４ ４２，７７８

差 引 ３３，８２７ ５７，０００

（単位：千円）　②　買取販売品

種 　 類
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

取 扱 高 取 扱 高

じ ゅ ん さ い ３５，２４８ ４７，８０６

合 　 　 計 ３５，２４８ ４７，８０６

（注）当期取扱高は総額で記載しており、損益計算書における金額とは一致しません。

（単位：千円）　⑷　利用事業取扱実績

項 目 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

カ ン ト リ ー
エレベーター

収 益 ２０７，８７３ ２５４，３９８

費 用 １２４，２２９ １２０，５４２

差 引 ８３，６４３ １３３，８５５

堆 肥 造 成

収 益 ２１，４７０ ２１，８５１

費 用 ２２，０５４ ２１，４２４

差 引 △� ５８４ ４２７

育 苗

収 益 １２，０８６ １１，４７１

費 用 ９，１６５ １０，５９３

差 引 ２，９２１ ８７７

ト ラ ク タ ー
利 用

収 益 ２，８３３ ３，７６３

費 用 １，９０９ ２，５２１

差 引 ９２３ １，２４２

大 豆 乾 燥
選 別 施 設

収 益 ２０，３０２ ３６，７４６

費 用 １４，４７７ ２０，６２１

差 引 ５，８２５ １６，１２４

機 械 利 用

収 益 ２６，９４７ ２９，１１３

費 用 ２６，４７９ ２８，４５８

差 引 ４６７ ６５５

施 設 等 利 用

収 益 １０７，７４２ １２９，７９４

費 用 １１７，８７０ １２７，２９５

差 引 △� １０，１２７ ２，４９９

収 益 合 計 ３９９，２５５ ４８７，１３８

費 用 合 計 ３１６，１８５ ３３１，４５７

差 引 ８３，０７０ １５５，６８１

（注）令和４年度は損益計算書とは貸倒引当金繰入額２９千円分一致しません。
　　　令和３年度は損益計算書とは貸倒引当金繰入額１４７千円分一致しません。
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（単位：坪、千円）　⑸　農業経営事業取扱実績

種 類
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

経営規模 販 売 高 経営規模 販 売 高

法第１１条の５０第１項
第 ２ 号 の 事 業

菌 床 椎 茸 ７５ ２０９ ７５ ８，４２６

合 計 ７５ ２０９ ７５ ８，４２６

（単位：千円）　⑹　福祉・介護事業取扱実績

項 目 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

収

益

福 祉 受 託 料 ２，６３８ ２，６６７

福 祉 用 具 レ ン タ ル 料 － ４，８６７

訪 問 介 護 収 益 ９，２５５ １６，０４４

居 宅 介 護 支 援 収 益 ７，６１７ １０，１４２

そ の 他 － ３４７

計 １９，５１１ ３４，０６９

費

用

福 祉 費 用 ６９ １７４

福 祉 用 具 レ ンタ ル 費 用 － ２，６５９

介 護 労 務 費 ３，５７８ ５，４７０

居 宅 労 務 費 ６，１３９ ６，７２９

介 護 雑 費 １，３５９ ２，１６６

居 宅 雑 費 ５６２ ３９５

そ の 他 ５２ ２，８６５

計 １１，７６１ ２０，４６２

差 引 ７，７４９ １３，６０７

（単位：千円）４．営農指導事業
項 目 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

収

入

指 導 補 助 金 １，８２９ ８，２２５

実 費 収 入 ８，９３５ １，５８６

計 １０，７６５ ９，８１２

支

出

営 農 改 善 費 ８５，７８０ ８４，５１７

生 活 文 化 費 １，５４７ ８５８

教 育 情 報 費 １０，７６８ ６，６４２

計 ９８，０９６ ９２，０１８

差 引 △� ８７，３３１ △� ８２，２０５

─ 62 ─



Ⅳ　経 営 諸 指 標

（注）１．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×１００
　　　２．資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×１００
　　　３．総資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返りを除く）平均残高×１００
　　　４．資本当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×１００

（単位：％）

項 目 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減

総 資 産 経 常 利 益 率 ０．３０ ０．３８ △� ０．０８

資 本 経 常 利 益 率 ４．３０ ５．４２ △� １．１２

総資産当期純利益率 ０．１２ ０．２３ △� ０．１１

資 本 当 期 純 利 益 率 １．６８ ３．２７ △� １．５９

１．利　　益　　率

（注）１．貯貸率（期　　末）＝貸出金残高／貯金残高×１００
　　　２．貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高×１００
　　　３．貯証率（期　　末）＝有価証券残高／貯金残高×１００
　　　４．貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高×１００

（単位：％）

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減

貯 貸 率
期 末 １６．３３ １６．３５ △� ０．０２

期中平均 １６．２１ １６．４０ １．８１

貯 証 率
期 末 ８．７６ ７．７４ １．０２

期中平均 ８．６８ ６．６１ ２．０７

２．貯貸率・貯証率

（注）・�３年度の信用・共済の各店舗数は２店舗、購買（農機センター、給油所含）の店舗数は９店舗とし
て算出しています。

　　　・�４年度の信用・共済の各店舗数は２店舗、購買（農機センター、給油所含）の店舗数は９店舗とし
て算出しています。

　　　・３年度の職員数は信用１６．８０、共済２６．２０、購買３２．８７、販売１２．５１人で算出しています。
　　　・４年度の職員数は信用１１．５０、共済２２．５０、購買２７．５５、販売９．９７人で算出しています。

（単位：千円）

項 目 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

信用事業

一 職 員 当 た り 貯 金 残 高 ３，６３５，９６０ ２，４７５，６３６

一 店 舗 当 た り 貯 金 残 高 ２０，９０６，７７３ ２０，７９５，３４２

一 職 員 当 た り 貸 出 金 残 高 ５９４，０５９ ４０４，８９０

一 店 舗 当 た り 貸 出 金 残 高 ３，４１５，８３７ ３，４０１，０７９

共済事業
一職員当たり長期共済保有高 ６，４０４，３０２ ５，６９２，６６４

一店舗当たり長期共済保有高 ７２，０４８，３９２ ７４，５７３，９００

経済事業

一職員当たり購買品取扱高 １３２，４２３ １１０，３０５

一 店舗当たり購買品取扱高 ４０５，３６０ ４０２，８５９

一 職員当たり販売品取扱高 ５６３，７４３ ４８７，７３３

３．その他経営諸指標
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Ⅴ　自己資本の充実の状況
（単位：千円、％）

項 目 令和４年度 令和３年度
コア資本にかかる基礎項目
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額 ３，９６３，０９５ ３，９７６，０８０
うち、出資金及び資本剰余金の額 ２，３３３，８７０ ２，３８３，５００
うち、再評価積立金の額 － －
うち、利益剰余金の額 １，７０９，５２０ １，６７１，３６４
うち、外部流失予定額（△） ２９，３７４ ２９，８４８
うち、上記以外に該当するものの額 △� ５０，９２０ △� ４８，９３５

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 ２６，８９９ ２９，０２８
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 ２６，８９９ ２９，０２８
うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる
額 － －

うち、回転出資金の額 － －
うち、上記以外に該当するものの額 － －

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段
のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当す
る額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

コア資本にかかる基礎項目の額� イ ３，９８９，９９４ ４，００５，１０８
コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）
の額の合計額 １，２３９ １，６７５

うち、のれんに係るものの額 － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外
の額 １，２３９ １，６７５

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － －
適格引当金不足額 － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される
額 － －

前払年金費用の額 － －
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －
特定項目に係る十パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連する
ものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連
するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

１．自己資本の構成に関する事項
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（単位：千円、％）
項 目 令和４年度 令和３年度

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連する
ものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連
するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するもの
の額 － －

コア資本にかかる調整項目の額� ロ １，２３９ １，６７５
自己資本
自己資本の額（イ－ロ）� ハ ３，９８８，７５４ ４，００３，４３２
リスク・アセット等
信用リスク・アセット額の合計額 ２２，２６０，４９５ ２２，９２７，２７７
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 － －
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －
うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの
額 － －

うち、上記以外に該当するものの額 － －
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 ２，３９０，３８６ ２，４９６，２４３
信用リスク・アセット調整額 － －
オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額� ニ ２４，６５０，８８１ ２５，４２３，５２０
自己資本比率
自己資本比率（ハ／ニ） １６．１８ １５．７４

（注）
１�．「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成１８年金融庁・農水省告示第２号）に
基づき算出しています。
２�．当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については
信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採
用しています。
３�．当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。
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（単位：千円）

２．自己資本の充実度に関する事項
　①　信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

信用リスク・アセット
エクスポー
ジ ャ ー の
期 末 残 高

リ ス ク ・
アセット額

ａ

所 要
自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポー
ジ ャ ー の
期 末 残 高

リ ス ク ・
アセット額

ａ

所 要
自己資本額
ｂ＝ａ×４％

現金 305,068 0 0 220,334 0 0
我が国の中央政府及び中央銀行向け 1,413,052 0 0 917,160 0 0
外国の中央政府及び中央銀行向け － － － － － －
国際決済銀行等向け － － － － － －
我が国の地方公共団体向け 1,631,824 0 0 1,540,233 0 0
外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － － － －
国際開発銀行向け － － － － － －
地方公共団体金融機構向け － － － － － －
我が国の政府関係機関向け 801,526 40,226 1,609 801,658 40,252 1,610
地方三公社向け － － － －
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 27,556,016 5,511,203 220,448 27,536,737 5,507,347 220,293
法人等向け 191,929 108,149 4,325 199,493 116,009 4,640
中小企業等向け及び個人向け 437,400 305,621 12,224 469,196 326,026 13,041
抵当権付住宅ローン 1,083,009 371,642 14,865 1,165,169 398,893 15,955
不動産取得等事業向け － － － － － －
三月以上延滞等 309,713 176,490 7,059 373,193 193,690 7,747
取立未済手形 6,023 1,204 48 8,651 1,730 69
信用保証協会等保証付 3,574,452 352,042 14,081 3,349,008 329,353 13,174
株式会社地域経済活性化支援機構
等による保証付 － － － － － －

共済約款貸付 － － － － － －
出資等 643,774 643,774 25,750 647,798 647,798 25,911
（うち出資等のエクスポージャー） 643,774 643,774 25,750 647,798 647,798 25,911
（うち重要な出資のエクスポージャー） － － － － － －

上記以外 3,598,230 8,995,576 359,823 3,583,937 8,959,844 358,393
（うち他の金融機関等の対象資本
等調達手段のうち対象普通出資
等及びその他外部ＴＬＡＣ関連
調達手段に該当するもの以外の
ものに係るエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち農林中央金庫又は農業協
同組合連合会の対象資本調達手
段に係るエクスポージャー）

3,539,198 8,847,996 353,919 3,539,197 8,847,994 353,919

（うち特定項目のうち調整項目
に算入されない部分に係るエク
スポージャー）

59,032 147,580 5,903 44,740 111,850 4,474

（うち総株主等の議決権の百分
の十を超える議決権を保有して
いる他の金融機関等に係るその
他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に
関するエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち総株主等の議決権の百分の
十を超える議決権を保有していな
い他の金融機関等に係るその他
外部ＴＬＡＣ関連調達手段のうち、
その他外部ＴＬＡＣ関連調達手
段に係る５％基準額を上回る部分
に係るエクスポージャー）

－ － － － － －
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令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

信用リスク・アセット
エクスポー
ジ ャ ー の
期 末 残 高

リ ス ク ・
アセット額

ａ

所 要
自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポー
ジ ャ ー の
期 末 残 高

リ ス ク ・
アセット額

ａ

所 要
自己資本額
ｂ＝ａ×４％

証券化 － － － － － －
（うちＳＴＣ要件適用分） － － － － － －
（うち非ＳＴＣ要件適用分） － － － － － －

再証券化 － － － －
リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャー － － － － － －

（うちルックスルー方式） － － － － － －
（うちマンデート方式） － － － － － －
（うち蓋然性方式２５０％） － － － － － －
（うち蓋然性方式４００％） － － － － － －
（うちフォールバック方式） － － － － － －

経過措置によりリスク・アセット
の額に算入・不算入となるもの － － － － －

他の金融機関等の対象資本調達手
段に係るエクスポージャーに係る経
過措置によりリスク・アセットの
額に算入されなかったものの額（△）

－ － － － －

上記以外 5,779,197 5,754,564 230,182 6,429,832 6,406,329 256,253
標準的手法を適用するエクスポージャー別計 － － － － － －
ＣＶＡリスク相当額÷８％ － － － － － －
中央清算機関関連エクスポージャー － － － － － －

信用リスク・アセットの額の合計額 47,331,218 22,260,495 890,419 46,825,149 23,243,259 929,730

オペレーショナル・リスク
に対する所要自己資本の額
〈基 礎 的 手 法〉

オペレーショナル・リスク相
当額を８％で除して得た額

所 要
自己資本額

オペレーショナル・リスク相
当額を８％で除して得た額

所 要
自己資本額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％
2,390,386 95,615 2,496,243 99,849

所 要 自 己 資 本 額 計

リスク・アセット等（分母）
計

所 要
自己資本額

リスク・アセット等（分母）
計

所 要
自己資本額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％
24,650,881 986,035 25,423,520 1,016,940

（注）１�．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類
ごとに記載しています。

　　　２�．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸
出金や有価証券等が該当します。

　　　３�．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエク
スポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが
１５０％になったエクスポージャーのことです。

　　　４�．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
　　　５�．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポー

ジャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。
　　　６�．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置によるリス

ク・アセットの額および調整項目にかかる経過措置によりなお従前の例によるものとしてリスク・アセットの額に算
入したものが該当します。

　　　７�．「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として
用いる保証またはクレジットデリバティブの免責額が含まれます。

　　　８．当ＪＡでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。
　　　　　＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞
　　　　　（粗利益（正の値の場合に限る）×１５％）の直近３年間の合計額直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数 ÷ ８％
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３．信用リスクに関する事項
　①　標準的手法に関する事項

　　�　当ＪＡでは自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法によ
り算出しています。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイトの判定に
当たり使用する格付等は次のとおりです。

　　ア�　リスク・ウエイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼格付け
のみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

適 格 格 付 機 関

株式会社格付投資情報センター（R&I）

株式会社日本格付研究所（JCR）

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）

S&Pグローバル・レーティング（S&P）

フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

　　（注�）「リスク・ウエイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するため
の掛目のことです。

　　イ�　リスク・ウエイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリーリスク・ス
コアは、主に以下のとおりです。

エクスポージャー 適 格 格 付 機 関 カントリーリスク・スコア

金融機関向けエクスポージャー 日 本 貿 易 保 険

法人等向けエクスポージャー（長期） R&I，Moody’s，JCR，Ｓ＆Ｐ，Fitch

法人等向けエクスポージャー（短期） R&I，Moody’s，JCR，Ｓ＆Ｐ，Fitch
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　②�　信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）及び三月以上延滞エク

スポージャーの期末残高 （単位：千円）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残 高

三月以上
延滞エク
ス ポ ー
ジ ャ ー

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残 高

三月以上
延滞エク
ス ポ ー
ジ ャ ー

う ち
貸出金等 うち債券

う ち
店頭デリ
バティブ

う ち 貸
出 金 等 うち債券

う ち
店頭デリ
バティブ

国 内 ４７，３３１，２１８ ６，９０３，８１５ ３，８１７，６３３ － ３０９，７１３ ４７，２４２，４０８ ６，８７１，６９３ ３，２２１，７８７ － ３７３，１９３
国 外 － － － － － － － － － －

地 域 別 残 高 計 ４７，３３１，２１８ ６，９０３，８１５ ３，８１７，６３３ － ３０９，７１３ ４７，２４２，４０８ ６，８７１，６９３ ３，２２１，７８７ － ３７３，１９３

法

人

農 業 ７８９，４６７ ７８９，４６７ － － － ５６８，２０７ ５６８，２０７ － － －
林 業 － － － － － － － － － －
水 産 業 － － － － － － － － － －
製 造 業 ４７，０２１ ４７，０２１ － － － ４３，１５１ ４３，１５１ － － －
鉱 業 － － － － － － － － － －
建設・不動産業 ５，４６１ ５，４６１ － － ５，４６１ ６，４３５ ６，４３５ － － ６，４３５
電気・ガス
・熱供給・
水 道 業

－ － － － － － － － － －

運輸・通信業 ８００，３３１ － ８００，３３１ － － ８００，２０３ － ８００，２０３ － －
金融・保険業 ２７，２２７，５５６ ９６１，０５８ － － － ２７，５５８，９１５ ９６１，０５７ － － －
卸売・小売・
飲食・各種
サービス業

９１，１９６ ９１，１９６ － － － ９８，２５３ ９８，２５３ － － －

日本国政府・
地方公共団体 １，５４２，０１２ １２８，９６０ １，４１３，０５２ － － １，０５４，６１６ １３７，４５５ ９１７，１６０ － －

上記以外 １，６４１，１３２ ２６，９８３ １，６０４，２４９ － － １，５４２，０３１ ２７，７０８ １，５０４，４２３ － －
個 人 ４，８３５，７２５ ４，８３５，７２５ － － ２４８，７７０ ５，０１６，７２３ ５，０１６，７２３ － － ２８５，３８６
そ の 他 １０，３５１，３１２ １７，９４０ － － ５５，４８０ １０，５５３，８６９ １２，６９９ － － ８１，３７２

業 種 別 残 高 計 ４７，３３１，２１８ ６，９０３，８１５ ３，８１７，６３３ － ３０９，７１３ ４７，２４２，４０８ ６，８７１，６９３ ３，２２１，７８７ － ３７３，１９３
１ 年 以 下 ２６，７０３，３７２ ４１６，８２９ ２０，０４４ － ２６，８４９，５６０ ２５１，７０２ － －
１年超３年以下 ６００，５７３ ６００，５７３ － － ６３１，９７８ ６１１，９３０ ２０，０４７ －
３年超５年以下 ８１２，６９２ ８１２，６９２ － － ８３７，１３４ ８３７，１３４ － －
５年超７年以下 １，２７８，３３０ ５７５，４８９ ７０２，８４０ － ７７２，５２６ ７７２，５２６ １０１，６４４ －
７年超１０年以下 ４７５，３３４ ４７５，３３４ － － １，０４２，２７５ ４４０，８３５ ６０１，４４０ －
１０ 年 超 ６，７３６，４８１ ３，６４１，７３３ ３，０９４，７４８ － ６，０８６，６２３ ３，５８７，９６８ ２，４９８，６５４ －
期限の定めの
な い も の ３７３，１２０ ３６３，２２０ － － ４６８，４４１ ４５８，５４１ － －

残存期間別残高計 ４７，３３１，２１８ ６，９０３，８１５ ３，８１７，６３３ － ４７，２４２，４０８ ６，８７１，６９３ ３，２２１，７８７ －

（注）１�．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計
算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バ
ランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

　　　２�．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エク
スポージャーを含んでいます。「コミットメント」とは、契約した期間および融資枠の範囲内でお客様のご請求に基
づき、金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの融資可能残額も含めて
います。

　　　３．「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引のものをいいます。
　　　４�．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエ

クスポージャーをいいます。
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（単位：千円）　③　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

期 首
残 高

期 中
増加額

期中減少額 期 末
残 高

期 首
残 高

期 中
増加額

期中減少額 期 末
残 高目的使用 その他 目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金 ２９，０２８ ２６，８９９ － ２９，０２８ ２６，８９９ ３０，２８９ ２９，０２８ － ３０，２８９ ２９，０２８

個 別 貸 倒 引 当 金 ２６０，５５２ ２２４，９９８ １７，８４１ ２４２，７１１ ２２４，９９８ ２５７，２１１ ２６０，５５２ － ２５７，２１１ ２６０，５５２

（単位：千円）　④　業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

期 首
残 高

期 中
増加額

期中減少額 期 末
残 高

貸出金
償 却

期 首
残 高

期 中
増加額

期中減少額 期 末
残 高

貸出金
償 却目的使用その他 目的使用その他

国 内 ２６０，５５２ ２２４，９９８ １７，８４１ ２４２，７１１ ２２４，９９８ ２５７，２１１ ２６０，５５２ － ２５７，２１１ ２６０，５５２

国 外 － － － － － － － － － －

地 域 別 計 ２６０，５５２ ２２４，９９８ １７，８４１ ２４２，７１１ ２２４，９９８ ２５７，２１１ ２６０，５５２ － ２５７，２１１ ２６０，５５２

法

人

農 業 ５，１０８ ８，５７３ － ５，１０８ ８，５７３ － － ５，１０８ － － ５，１０８ －

林 業 － － － － － － － － － － － －

水産業 － － － － － － － － － － － －

製造業 － － － － － － － － － － － －

鉱 業 － － － － － － － － － － － －

建 設 ・
不動産業 － － － － － － － － － － － －

電気・ガス
・熱供給・
水 道 業

－ － － － － － － － － － － －

運輸・
通信業 １９４ － １９４ － － － － １９４ － － １９４ －

金融・
保険業 － － － － － － － － － － － －

卸売・小売・
飲 食 ・
サービス業

－ － － － － － － － － － － －

上記以外 － － － － － － － － － － － －

個 人 ２５５，２４９ ２１６，４２５ １７，６４７ ２５５，２４９ ２１６，４２５ － ２５７，２１１ ２５５，２４９ － ２５７，２１１ ２５５，２４９ －

業 種 別 計 ２６０，５５２ ２２４，９９８ １７，８４１ ２６０，５５２ ２２４，９９８ － ２５７，２１１ ２６０，５５２ － ２５７，２１１ ２６０，５５２ －
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（単位：千円）　⑤　信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスクウエイト１２５０％を適用する残高

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

格付あり 格付なし 計 格付あり 格付なし 計

信 用
リスク
削 減
効 果
勘案後
残 高

リスク・ウエイト０％ － － － － － －

リスク・ウエイト２％ － － － － － －

リスク・ウエイト４％ － － － － － －

リスク・ウエイト１０％ － ４０，２２６ ４０，２２６ － ４０，２５２ ４０，２５２

リスク・ウエイト２０％ ５，２３０，０８７ ３０２，３５８ ５，５３２，４４５ ５，２７０，０８７ ２５９，０２８ ５，５２９，１１５

リスク・ウエイト３５％ － ３７１，６４２ ３７１，６４２ － ３９８，８９３ ３９８，８９３

リスク・ウエイト５０％ － １，２０６ １，２０６ － １，３１７ １，３１７

リスク・ウエイト７５％ － ３０５，６２１ ３０５，６２１ － ３２６，０２６ ３２６，０２６

リスク・ウエイト１００％ － ６，５０３，５５６ ６，５０３，５５６ － ７，１７３，７９６ ７，１７３，７９６

リスク・ウエイト１５０％ － － － － － －

リスク・ウエイト２００％ － － － － － －

リスク・ウエイト２５０％ － ８，９９５，５７６ ８，９９５，５７６ － ８，９５９，８４４ ８，９５９，８４４

そ の 他 － ５１０，２２０ ５１０，２２０ － ４９８，０２９ ４９８，０２９

リスク・ウエイト１２５０％ － － － － － －

計 ５，２３０，０８７ １７，０３０，４０７ ２２，２６０，４９５ ５，２７０，０８７ １７，６５７，１９０ ２３，２４３，２５９

（注）１�．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・
ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに
該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

　　　２�．「格付あり」にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用しているもの、
「格付なし」にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用していないものを
記載しています。なお、格付は適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。

　　　３�．経過措置によってリスク・ウエイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後の
リスク・ウエイトによって集計しています。また、経過措置によってリスク・アセットを算入した
ものについても集計の対象としています。

　　　４�．１２５０％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジッ
ト・デリバティブの免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウエイト
１２５０％を適用したエクスポージャーがあります。
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４．信用リスク削減手法に関する事項
　①　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

　　�　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出にお
いて、エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エ
クスポージャーのリスク・ウエイトに代えて、担保や保証人に対するリスク・ウエイトを適用す
るなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。

　　�　当ＪＡでは、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。
　　�　信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自組合貯金の相
殺」を適用しています。

　　�　適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引相手
または取引相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいい
ます。当ＪＡでは、適格金融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いていま
す。

　　�　保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウエイトが適用される中央政府等、
我が国の地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の
公共部門、国際開発銀行、及び金融機関または第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で長
期格付がＡ－またはＡ３以上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポージャーの
うち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウエイトに代えて、保
証人のリスク・ウエイトを適用しています。

　　�　ただし、証券化エクスポージャーについては、これら以外の主体で保証提供時に長期格付がＡ
－またはＡ３以上で、算定基準日に長期格付がＢＢＢ－またはＢａａ３以上の格付を付与してい
るものを適格保証人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、
被保証債権のリスク・ウエイトに代えて、保証人のリスク・ウエイトを適用しています。

　　�　貸出金と自組合貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他こ
れらに類する事由にかかわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分
な根拠を有していること、②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と自組合貯金をい
ずれの時点においても特定することができること、③自組合貯金が継続されないリスクが監視及
び管理されていること、④貸出金と自組合貯金の相殺後の額が、監視および管理されていること、
の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自組合貯金の相殺後の額を信用リスク
削減手法適用後のエクスポージャー額としています。

　　�　担保に関する評価及び管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見直しを
行っています。なお、主要な担保の種類は自組合貯金です。
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（単位：千円）　②　信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

適 格 金 融
資 産 担 保 保 証 クレジット・

デリバティブ
適 格 金 融
資 産 担 保 保 証 クレジット・

デリバティブ

地方公共団体金融機構向け － － － － － －

我が国の政府関係機関向け － ３９９，２６５ － － ３９９，１２９ －

地 方 三 公 社 向 け － － － － － －

金融機関向け及び第一種
金融商品取引業者向け － － － － － －

法 人 等 向 け － － － － － －

中小企業等向け及び個人向け ３，９８３ － － ７，６９１ － －

抵 当 権 住 宅 ロ ー ン － － － － － －

不動産取得等事業向け － － － － － －

三 月 以 上 延 滞 等 － － － － － －

証 券 化 － － － － － －

中 央 清 算 機 関 関 連 － － － － － －

上 記 以 外 ７，４００ － － ８，３４５ － －

合 計 １１，３８３ ３９９，２６５ － １６，０３６ ３９９，１２９ －

（注）１�．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをい
い、主なものとしては貸出金や有価証券等が該当します。

　　　２�．「三月以上延滞等」とは，元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している
債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向
け」等においてリスク・ウエイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

　　　３�．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二
以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引に
かかるエクスポージャーのことです。

　　　４�．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央
政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定
資産等）が含まれます。

　　　５�．「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを
回避したい者（プロテクションの買い手）と信用リスクを取得したい者（プロテクションの売り
手）との間で契約を結び、参照組織に信用事由（延滞・破産など）が発生した場合にプロテクショ
ンの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。

５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　　該当する取引はありません。

６．証券化エクスポージャーに関する事項
　　該当する取引はありません。
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７．出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項
　①　出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

　　�　「出資その他これに類するエクスポージャー」とは貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資

勘定の株式又は出資として計上されているものであり、当ＪＡにおいては、これらを①子会社お

よび関連会社株式、②その他有価証券、③系統および系統外出資に区分して管理しています。

　　①�　子会社および関連会社については、経営上も密接な連携を図ることにより、当ＪＡの事業の

より効率的運営を目的として、株式を保有しています。これらの会社の経営については毎期の

決算書類の分析の他、毎月定期的な連絡会議を行う等適切な業況把握に努めています。

　　②�　その他の有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リスク

の把握およびコントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見通しなどの投資環

境分析及びポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会で運用方針を定めるとともに

経営層で構成するリスク管理委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を

行っています。運用部門は理事会で決定した運用方針及びリスク管理委員会で決定された取引

方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引に

ついては企画管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定

を行い経営層に報告しています。

　　③�　系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的

な協議を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っ

ています。

　　�　なお、これらの出資その他これに類するエクスポージャーの評価等については、①子会社およ

び関連会社については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて子会社等損失引当金を、②その

他有価証券については時価評価を行った上で、取得原価との評価差額については、「その他有価

証券評価差額金」として純資産の部に計上しています。③系統および系統外出資については、取

得原価を記載し、毀損の状況に応じて外部出資等損失引当金を設定しています。また、評価等重

要な会計方針の変更等があれば、注記表にその旨記載することとしています。

（単位：千円）　②　出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

上 場 － － － －

非 上 場 ９，９００ ９，９００ ９，９００ ９，９００

合 計 ９，９００ ９，９００ ９，９００ ９，９００

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。
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　③　出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

　　　該当する取引はありません。

　④�　貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をその他有価

証券としている株式・出資の評価損益等）

　　　該当する取引はありません。

　⑤�　貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益

等）

　　　該当する取引はありません。

８．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
　　該当する取引はありません。
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９．金利リスクに関する事項
　①　金利リスクの算定方法の概要
　　�　金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッ
チが存在する中で金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被るリスクをいいます。

　　�　当ＪＡでは、金利リスク量を計算する際の基本的な事項を「金利リスク量計算要領」に、また
リスク情報の管理・報告にかかる事項を「余裕金運用等にかかるリスク管理手続」に定め、適切
なリスクコントロールに努めています。具体的な金利リスク管理方針および手続については以下
のとおりです。

　　◇リスク管理の方針および手続の概要
　　　・リスク管理および計測の対象とする金利リスクの考え方および範囲に関する説明
　　　�　当ＪＡでは、金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理体制のもとで他の

市場リスクと一体的に管理をしています。金利リスクのうち銀行勘定の金利リスク（ＩＲＲＢ
Ｂ）については、個別の管理指標の設定やモニタリング体制の整備などにより厳正な管理に努
めています。

　　　・リスク管理およびリスクの削減の方針に関する説明
　　　�　当ＪＡは、リスク管理委員会のもと、自己資本に対するＩＲＲＢＢの比率の管理や収支シ

ミュレーションの分析などを行いリスク削減に努めています。
　　　・金利リスク計測の頻度
　　　　毎月末を基準日として、月次でＩＲＲＢＢを計測しています。
　　　・ヘッジ等金利リスクの削減手法に関する説明
　　　�　当ＪＡは、金利スワップ等のヘッジ手段を活用し金利リスクの削減に努めています。また、

金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会
計上および監査上の取扱い」（日本公認会計士協会）に規定する繰延ヘッジに依っています。

　　◇金利リスクの算定手法の概要
　　�　当ＪＡでは、経済価値ベースの金利リスク量（⊿ＥＶＥ）については、金利感応ポジションに
かかる基準日時点のイールドカーブに基づき計算されたネット現在価値と、標準的な金利ショッ
クを与えたイールドカーブに基づき計算されたネット現在価値の差により算出しており、金利
ショックの幅は、上方パラレルシフト、下方パラレルシフト、スティープ化の３シナリオによる
金利ショック（通貨ごとに異なるショック幅）を適用しております。

　　　・流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期
　　　　流動性に割り当てられた最長の金利改定満期は５年です。
　　　・流動性貯金への満期の割り当て方法（コア貯金モデル等）およびその前提
　　　�　流動性貯金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用してい

ます。
　　　・固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提
　　　　固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮していません。
　　　・複数の通貨の集計方法およびその前提
　　　　通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。通貨間の相関等は考慮していません。
　　　・�スプレッドに関する前提（計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるかどうか）
　　　�　一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開しています。なお、当
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（単位：百万円）　②　金利リスクに関する事項

ＩＲＲＢＢ１：金利リスク

項番
イ ロ ハ ニ
⊿ＥＶＥ ⊿ＮＩＩ

当期末 前期末 当期末 前期末
１ 上方パラレルシフト ４４３ ４３９ ５７ ５９
２ 下方パラレルシフト △� ６０２ △� ３７７ ０ ０
３ スティープ化 ５０２ ４９５
４ フラット化 △� ３８９ △� ３３９
５ 短期金利上昇 △� ４７ △� ４６
６ 短期金利低下 ２５ △� ３
７ 最大値 ５０２ ４９５ ５７ ５９

ホ ヘ
当期末 前期末

８ 自己資本の額 ３，９９２ ４，０１２

該スプレッドは金利変動ショックの設定上は不変としています。
　　　・内部モデルの使用等、⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前提
　　　　内部モデルは使用しておりません。
　　　・前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　　　　⊿ＥＶＥの前事業年度末からの変動はありません。
　　　・計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　　　　該当ありません。
　　◇�⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関

する事項
　　　・金利ショックに関する説明
　　　�　リスク資本配賦管理としてＶａＲで計測する市場リスク量を算定しています。
　　　・�金利リスク計測の前提およびその意味（特に、農協法自己資本開示告示に基づく定量的開示

の対象となる⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩと大きく異なる点
　　　　特段ありません。
　　　・�要求払貯金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって随時払い

出される要求払貯金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する貯金をコア貯
金と定義し、①過去５年の最低残高、②過去５年の最大年間流出量を現残高から差し引いた
残高、③現残高の５０％相当額のうち、最小の額を上限とし、０～５年の期間に均等に振り分
けて（平均残存２．５年）リスク量を算定しています。

　　　・金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定します。
　　　�　金利リスク＝運用勘定の金利リスク量＋調達勘定の金利リスク量（△）
　　　�　算出した金利リスク量は毎月経営層に報告するとともに、四半期ごとにリスク管理委員会お

よび理事会に報告して承認を得ています。また、これらの情報を踏まえ、四半期ごとに運用方
針を策定しています。
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【役員等の報酬体系】

１．役　　　　　員

　⑴　対 象 役 員

　　　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」は、理事及び監事をいいます。

　⑵　役員報酬等の種類、支払総額及び支払方法について

　　�　役員に対する報酬等の種類は、基本報酬と退職慰労金の２種類で、令和４年度における対象役

員に対する報酬等の支払総額は、次のとおりです。

　　�　なお、基本報酬は毎月所定日に指定口座への振り込みの方法による現金支給のみであり、退職

慰労金は、その支給に関する総代会決議後、所定の手続きを経て、基本報酬に準じた方法で支

払っています。

� （単位：千円）

支 給 総 額（注２）

基 本 報 酬 退 職 慰 労 金

対象役員（注１）に対する報酬等 ４２，９５２ ４，３１９

（注１）対象役員は、理事１４名、監事４名です。（期中に退任した者を含む。）

（注２�）退職慰労金については、本年度に実際に支給した額ではなく、当期の費用として認識される

部分の金額（引当金への繰入額と支給額のうち当期の負担に属する金額）によっています。

　⑶　対象役員の報酬等の決定等について

　　①　役員報酬（基本報酬）

　　　�　役員報酬は、理事及び監事の別に各役員に支給する報酬総額の最高限度額を総代会において

決定し、その範囲内において、理事各人別の報酬額については理事会において決定し、監事各

人別の報酬額については監事の協議によって定めています。なお、業績連動型の報酬体系とは

なっておりません。

　　　�　この場合の役員各人別の報酬額の決定にあたっては、各人の役職・責務を勘案して決定して

います。

　　②　役員退職慰労金

　　　�　役員退職慰労金については、役員報酬に役員在職年数に応じた係数を乗じて得た額に特別に

功労があったと認められる者については功労金を加算して算定し、総代会で理事及び監事の別

に各役員に支給する退職慰労金の総額の承認を受けた後、役員退職慰労金規程に基づき、理事

については理事会、監事については監事の協議によって各人別の支給額と支給時期・方法を決

定し、その決定に基づき支給しています。

　　　�　なお、この役員退職慰労金の支給に備えて公正妥当なる会計慣行に即して引当金を計上して

います。
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２．職　　員　　等

　⑴　対象職員等

　　�　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象職員等」の範囲は、当ＪＡの職員であって、

常勤役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受けるもののうち、当ＪＡの業務及び財産の状

況に重要な影響を与える者をいいます。

　　　なお、令和４年度において、対象職員等に該当するものはおりませんでした。

　　（注１）対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。

　　（注２�）「同等額」は、令和４年度に当ＪＡの常勤役員に支払った報酬額等の平均額としており

ます。

　　（注３�）令和４年度において当ＪＡの常勤役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者

はおりませんでした。

３．そ　　の　　他

　�　当ＪＡの対象役員及び対象職員等の報酬等の体系は、上記開示のとおり過度なリスクテークを惹

起するおそれのある要素はありません。したがって、報酬告示のうち、「対象役員及び対象職員等

の報酬等の体系とリスク管理の整合性並びに対象役員及び対象職員等の報酬等と業績の連動に関す

る事項」その他「報酬等の体系に関し参考となるべき事項」として、記載する内容はありません。
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【ＪＡの概要】

１．機　　構　　図 （令和５年７月末現在）
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役 員 氏 名 代表権 役 員 氏 名 代表権

代表理事組合長 竹 内 孝 一 有 理 事 金 子 誠 孝 無

代表理事常務 田 森 浩 之 有 理 事 国 塚 厚 子 無

代表理事常務 大 鐘 和 弘 有 理 事 佐々木　　　亨 無

理 事 榮 田 全 稔 無 理 事 三 浦 英 樹 無

理 事 亀 田 琢 哉 無 理 事 工 藤 　 司 無

理 事 小 沢 重 博 無 代 表 監 事 佐々木　　　敬 無

理 事 近 藤 幸 生 無 常 勤 監 事 平 澤 卓 也 無

理 事 杉 沢 千 春 無 監 事 岩 谷 正 一 無

理 事 佐 藤 嘉 秀 無 員 外 監 事 國 柄 進 一 無

２．役員構成（役員一覧） （令和５年７月末現在）

３．会計監査人の名称
　みのり監査法人（令和５年７月現在）

　所在地　〒１０８－００１４東京都港区芝５－２９－１１　Ｇ－ＢＡＳＥ田町１４階

区 分 令和４年度 令和３年度 増 減

正 組 合 員 ３，８２８ ３，９５２ △� １２４

個 人 ３，７９９ ３，９２４ △� １２５

農 事 組 合 法 人 ２９ ２８ １

准 組 合 員 ３，４３１ ３，４３５ △� ４

� 個 人 ３，３１０ ３，３１２ △� ２

そ の 他 の 団 体 １２１ １２３ △� ２

合 計 ７，２５９ ７，３８７ △� １２８

４．組　合　員　数 （単位：人、団体）
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組 織 名 構 成 員 数 組 織 名 構 成 員 数
青 年 部 ４１ ミ ニ ト マ ト 部 会 ４２
女 性 部 ５３２ 枝 豆 部 会 ２５
稲 作 部 会 ２３２ み ょ う が 部 会 ９４
花 き 部 会 １０ た ば こ 部 会 ９
ア ス パ ラ 部 会 ９ ネ ギ 部 会 ６７
メ ロ ン 部 会 ５３ じ ゅ ん さ い 部 会 ８８
キ ャ ベ ツ 部 会 １２ 畜 産 部 会 ６
加 工キャベツ部会 ５ き の こ 部 会 １９
ト マ ト 部 会 １６ 野 菜 果 樹 部 会 ７０

５．組合員組織の状況 （単位：人）

区 分 氏名又は名称（商号） 主たる事務所の所在地 代理業を営む営業者
又は事業所の所在地

特定信用事業
代 理 業 者

６．特定信用事業代理業者の状況

三　種　町
八　峰　町

７．地　区　一　覧

８．沿革・あゆみ

平成１０年１２月　　八森町農業協同組合、峰浜村農業協同組合、八竜町農業協同組合、山本町農業
協同組合、琴丘町農業協同組合の合併認可

平成１１年１月　　秋田やまもと農業協同組合設立
平成１１年４月　　女性部設立総会
平成１１年４月　　青年部設立総会
平成１１年５月　　役員選挙（理事１９名、監事５名の改選）
平成１１年６月　　第１回通常総代会（平成１０年度事業報告外）
平成１１年１１月　　カントリーエレベーター色彩選別機導入
平成１２年３月　　臨時総代会（平成１２年度事業計画の設定外）
平成１２年４月　　介護事業ヘルパーステーション開所式
平成１２年６月　　第２回通常総代会（平成１１年度事業報告外）
平成１２年６月　　花卉部会設立総会
平成１２年１０月　　ＪＡ全国大会
　　　　　　　　峰浜地区役員補欠選挙告示、定数内にて無投票当選
　　　　　　　　八竜基幹支店改築
平成１３年３月　　臨時総代会（中期３カ年計画の設定外）
平成１３年６月　　第３回通常総代会（平成１２年度事業報告外）
平成１３年１０月　　八森町高齢者憩の家開所式並びに生きがい活動支援通所事業開始
平成１４年１月　　ＪＡあきた白神と合同ねぎ生産委員会（設立委員会）
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平成１４年３月　　臨時総代会（平成１４年度事業計画の設定外）
平成１４年５月　　役員選挙（理事１６名、監事５名の改選）
平成１４年６月　　第４回通常総代会（平成１３年度事業報告外）
平成１４年９月　　琴丘カントリー　トラックスケール導入
平成１４年１１月　　臨時総代会（定款の一部変更外）
平成１５年３月　　臨時総代会（平成１５年度事業計画外）
平成１５年６月　　第５回通常総代会（平成１４年度事業報告外）
平成１５年６月　　ＪＡ秋田やまもとファンの集い開催
平成１５年７月　　支店および施設の統廃合
平成１５年１０月　　ＪＡ営農サポートシステム稼動
平成１６年３月　　臨時総代会（平成１６年度事業計画外）
平成１６年６月　　第６回通常総代会（平成１５年度事業報告外）
平成１７年１月　　臨時総代会（共済規程の変更）
平成１７年２月　　スローフード拡大会議開催
平成１７年３月　　臨時総代会（役員の選出方法を選挙制度から選任制へ移行することに伴う定款

の一部変更、常勤監事の設置、役員の定年制外）
平成１７年３月　　Ａコープ店舗の廃止
平成１７年６月　　第７回通常総代会（平成１６年度事業報告、役員の選任外）
平成１７年１２月　　北部農機センター増改築
平成１７年１２月　　総合営農生活センター完成
平成１８年２月　　地産地消フォーラム２００６で農林水産大臣賞受賞
平成１８年３月　　臨時総代会（町村の廃置分合に伴う定款の一部変更外）
平成１８年６月　　第８回通常総代会（平成１７年度事業報告及び剰余金処分案承認外）
平成１８年７月　　琴丘セルフスタンド完成
平成１８年１１月　　山本葬祭センターホール「クオーレ」オープン
平成１９年３月　　ＪＡンビニＡＮＮ．ＡＮ竣工オープン
平成１９年３月　　臨時総代会（定款の一部変更外）
平成１９年６月　　第９回通常総代会（平成１８年度事業報告及び剰余金処分案の承認外）
平成１９年９月　　琴丘４号カントリー竣工式
平成１９年９月　　ふれあい仕出しセンター竣工式
平成２０年３月　　臨時総代会（平成２０年度事業計画外）
平成２０年６月　　第１０回通常総代会（平成１９年度事業報告、役員の選任外）
平成２０年９月　　秋田県農林水産大賞受賞
平成２０年１２月　　合併１０周年記念「天童よしみ歌謡ショー」
平成２１年２月　　合併１０周年記念式典
平成２１年３月　　臨時総代会（平成２１年度事業計画外）
平成２１年６月　　第１１回通常総代会（平成２０年度事業報告及び剰余金処分案の承認外）
平成２２年３月　　臨時総代会（平成２２年度事業計画外）
平成２２年３月　　鵜川大豆センター増築工事・山本給油所新築工事竣工式
平成２２年６月　　第１２回通常総代会（平成２１年度事業報告及び剰余金処分案の承認外）
平成２３年３月　　臨時総代会（平成２３年度事業計画外）
平成２３年６月　　第１３回通常総代会（平成２２年度事業報告、役員の選任外）
平成２３年１２月　　南部地区資材センター集約
平成２４年３月　　支店統廃合
平成２４年３月　　臨時総代会（平成２４年度事業計画外）
平成２４年４月　　野菜集出荷施設竣工式
平成２４年４月　　「クオーレみたね」竣工式
平成２４年６月　　第１４回通常総代会（平成２３年度事業報告及び剰余金処分案の承認外）
平成２５年３月　　臨時総代会（平成２５年度事業計画外）
平成２５年６月　　第１５回通常総代会（平成２４年度事業報告及び損失処分案の承認外）
平成２６年３月　　臨時総代会（平成２６年度事業計画外）
平成２６年６月　　第１６回通常総代会（平成２５年度事業報告、役員の選任外）
平成２７年３月　　臨時総代会（平成２７年度事業計画外）
平成２７年６月　　第１７回通常総代会（平成２６年度事業報告及び剰余金処分案の承認外）
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平成２８年３月　　臨時総代会（平成２７年度事業計画外）
平成２８年６月　　第１８回通常総代会（平成２７年度事業報告及び剰余金処分案の承認外）
平成２８年１２月　　八竜セルフＳＳ竣工式
平成２９年１月　　峰浜しいたけパッケージセンター竣工式
平成２９年３月　　臨時総代会（平成２９年度事業計画外）
平成２９年４月　　山本地区ＪＡ合併推進協議会設立会
平成２９年６月　　第１９回通常総代会（平成２８年度事業報告、役員の選任外）
平成２９年７月　　琴丘ＣＥ起工式
平成３０年３月　　臨時総代会（平成３０年度事業計画外）、ＪＡンビニ１１周年祭
平成３０年４月　　第２０回通常総代会（平成２９年度事業報告及び剰余金処分案の承認外）
平成３０年９月　　合併２０周年記念　四国旅行
平成３０年１２月　　合併２０周年記念「藤あや子歌謡ショー」
平成３１年１月　　合併２０周年記念　マレーシア旅行
平成３１年３月　　臨時総代会（平成３１年度事業計画外）
令和元年６月　　第２１回通常総代会（平成３０年度事業報告及び剰余金処分案の承認外）
令和２年３月　　臨時総代会（令和元年度事業計画外）
令和２年６月　　第２２回通常総代会（令和元年度事業報告、役員の選任外）
令和３年３月　　臨時総代会（令和３年度事業計画外）
令和３年６月　　第２３回通常総代会（令和２年度事業報告及び剰余金処分案の承認外）
令和４年１月　　八竜・山本支店（本店へ）統廃合
令和４年３月　　臨時総代会（令和４年度事業計画外）
令和４年４月　　無料職業紹介所開所
令和４年４月　　ＪＡンビニ店舗閉店
令和４年６月　　第２４回通常総代会（令和３年度事業報告、理事の補欠選任外）
令和５年３月　　臨時総代会（令和５年度事業計画外）
令和５年６月　　第２５回通常総代会（令和４年度事業報告、役員の選任外）

店 舗 及 び
事 務 所 名 住 所 電話番号 Ａ Ｔ Ｍ

設 置 状 況

本 店 秋田県山本郡三種町鹿渡字町後２７０ ８７－４６０２ ＡＴＭ１台

八 峰 支 店 秋田県山本郡八峰町峰浜塙字豊後長根６５－１ ７６－３１５１ ＡＴＭ１台

９．店舗等のご案内 （令和５年７月現在）

店 舗 及 び
事 務 所 名 住 所 Ａ Ｔ Ｍ

設 置 状 況

東八森診療所前 秋田県山本郡八峰町八森字中家後１－１ ＡＴＭ　１台

浜 田 Ａ Ｔ Ｍ 秋田県山本郡三種町浜田字堤下８ ＡＴＭ　１台

八 竜 プ ラ ザ 秋田県山本郡三種町鵜川字西鵜川１１－４ ＡＴＭ　１台

三種町役場山本地域
拠 点 センター 前 秋田県山本郡三種町森岳字町尻２０－２ ＡＴＭ　１台

（ＡＴＭのみ設置）
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＜組合単体開示項目　農業協同組合施行規則第２０４条関係＞
開 示 項 目 ページ

●概況及び組織に関する事項
　○業務の運営の組織
　○理事、経営管理委員及び監事の氏名及び役職名
　○�会計監査人設置組合にあっては、会計監査人の氏名
又は名称

　○事務所の名称及び所在地
　○特定信用事業代理業者に関する事項

８０
８１
８１

８４
８２

●主要な業務の内容
　○主要な業務の内容 １８～２３
●主要な業務に関する事項
　○直近の事業年度における事業の概況
　○直近の５事業年度における主要な業務の状況
　　　・�経常収益（事業の区分ごとの事業収益及びその

合計）
　　　・経常利益又は経常損失
　　　・当期剰余金又は当期損失金
　　　・出資金及び出資口数
　　　・純資産額
　　　・総資産額
　　　・貯金等残高
　　　・貸出金残高
　　　・有価証券残高
　　　・単体自己資本比率
　　　・剰余金の配当の金額
　　　・職員数
　○直近の２事業年度における事業の状況
　　◇主要な業務の状況を示す指標
　　　・�事業粗利益、事業粗利益率、事業純益、実質事

業純益、コア事業純益及びコア事業純益（投資
信託解約損益を除く。）

　　　・�資金運用収支、役務取引等収支及びその他事業
収支

　　　・�資金運用勘定及び資金調達勘定の平均残高、利
息、利回り及び総資金利ざや

　　　・受取利息及び支払利息の増減
　　　・総資産経常利益率及び資本経常利益率
　　　・総資産当期純利益率及び資本当期純利益率
　　◇貯金に関する指標
　　　・�流動性貯金、定期性貯金、譲渡性貯金その他の

貯金の平均残高
　　　・�固定金利定期貯金、変動金利定期貯金及びその

他の区分ごとの定期貯金の残高
　　◇貸出金等に関する指標
　　　・�手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の

平均残高
　　　・�固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残

高
　　　・�担保の種類別（貯金等、有価証券、動産、不動

産その他担保物、農業信用基金協会保証、その
他保証及び信用の区分をいう。）の貸出金残高
及び債務保証見返額

５～９

４９

４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９

５０

５０

５０

５０
６３
６３

５１

５１

５１

５１

５２

開 示 項 目 ページ
　　　・�使途別（設備資金及び運転資金の区分をい

う。）の貸出金残高
　　　・主要な農業関係の貸出実績
　　　・�業種別の貸出金残高及び当該貸出金残高の貸出

金の総額に対する割合
　　　・貯貸率の期末値及び期中平均値
　　◇有価証券に関する指標
　　　・�商品有価証券の種類別（商品国債、商品地方債、

商品政府保証債及びその他の商品有価証券の区
分をいう。）の平均残高

　　　・�有価証券の種類別（国債、地方債、短期社債、
社債、株式、外国債券及び外国株式その他の証
券の区分をいう。次号において同じ。）の残存
期間別の残高

　　　・有価証券の種類別の平均残高
　　　・貯証率の期末値及び期中平均値

５２

５３
５２

６３

５６

５６

５５
６３

●業務の運営に関する事項
　○リスク管理の体制
　○法令遵守の体制
　○�中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取
組の状況

　○苦情処理措置及び紛争解決措置の内容

１２～１３
１３～１４
１０～１１

１５
●組合の直近の２事業年度における財産の状況
　○�貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書又は
損失金処理計算書

　○債権等のうち次に掲げるものの額及びその合計額
　　　・破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　　　・危険債権
　　　・三月以上延滞債権
　　　・貸出条件緩和債権
　　　・正常債権
　○�元本補てん契約のある信託に係る債権のうち破産更
生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以
上延滞債権並びに貸出条件緩和債権の額・合計額・
正常債権の額

　○自己資本の充実の状況
　○�次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時
価及び評価損益

　　　・有価証券
　　　・金銭の信託
　　　・デリバティブ取引
　　　・金融等デリバティブ取引
　　　・有価証券店頭デリバティブ取引
　○貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
　○貸出金償却の額
　○�会計監査人設置組合にあっては、法第３７条の２第３
項の規定に基づき会計監査人の監査を受けている旨

２４～２５，
４４～４５
５４

５４

６４～６５

５６～５７
５７
５７
５７
５７
５５
５５
４８
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＜自己資本の充実の状況に関する開示項目＞

開 示 項 目 ページ
●単体における事業年度の開示事項
　○自己資本の構成に関する開示事項
　○定性的開示事項
　　・自己資本調達手段の概要
　　・組合の自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　　・信用リスクに関する事項
　　・�信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及

び手続の概要
　　・�派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手の

リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　　・証券化エクスポージャーに関する事項
　　・オペレーショナル・リスクに関する事項
　　・�出資等又は株式等エクスポージャーに関するリス

ク管理の方針及び手続の概要
　　・金利リスクに関する事項

６４～６５

１７
１７

１２，６８～７１
１２，７２～７３

７３

７３
１３

７４～７５

７６～７７

開 示 項 目 ページ
　○定量的開示事項
　　・自己資本の充実度に関する事項
　　・信用リスクに関する事項
　　・信用リスク削減手法に関する事項
　　・�派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手の

リスクに関する事項
　　・証券化エクスポージャーに関する事項
　　・出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
　　・�信用リスク・アセットのみなし計算が適用される

エクスポージャーの区分ごとの額
　　・金利リスクに関する事項

６６～６７
１２，６８～７１
１２，７２～７３
７３

７３
７４～７５
６８～７５

７６～７７

「農業協同組合等の自己資本の充実の状況等についての開示事項」に基づく開示項目
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Ｊ Ａ 秋 田 や ま も と
本　店／秋田県山本郡三種町鹿渡字町後２７０番地
ＴＥＬ／０１８５（８７）４６００（代）　ＦＡＸ／０１８５（８７）４２００

ホームページ　http://ja‐a‐yamamoto.jp/

本誌は農協法第５４条の３に基づいて作成したディスクロージャー（情報開示）資料です。
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